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厚生労働省子ども家庭局 母子保健課

成育医療等の提供に関する主な施策

参考資料１－２

２ 成育過程にある者等に対する保健



ホームページ「女性の健康推進室ヘルスケアラボ」

多くの女性が直面する月経の悩みや、妊娠・出産に関する疑問、様々な体調不良等に関して、情報提供しています。

（1か月あたりの訪問数約35万、PV数約70万）
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http://w-health.jp/

厚生労働科学研究費補助金
女性の健康の包括的支援政策研究事業

研究代表者：藤井知行

No.25,91,92,93,129,131

※資料１－３における関連項目

（主なもの。以降のページも同様）



成育基本方針（令和３年２月９日閣議決定）を踏まえ、プレコンセプションケアを含め、男女を問わず性や妊娠に関する正しい知識の普及を
図り、健康管理を促す事を目的とする。
※ 令和３年度までの「女性健康支援センター事業」や「不妊専門相談センター事業」を組み替えたもの。

性と健康の相談センター事業
令和５年度当初予算（案）：9.5億円（9.2億円）

目 的

◆ 対象者
思春期、妊娠、出産等の各ライフステージに応じた相談を希望する者（不妊相談、予期せぬ妊娠、メンタルヘルスケア、性感染症の対応を含む）

◆ 内 容
（１）不妊に悩む夫婦、将来子を持ちたいカップル、身体的・精神的な悩みを有する女性等への健康状況に的確に応じた健康・不妊・将来の妊娠

出産に関する相談指導

（２）妊娠・出産に係る正しい知識等に関する親世代向け等の講演会の開催

（３）相談指導を行う相談員の研修養成

（４）不妊治療、妊娠・出産、女性の健康に関する医学的・科学的知見の普及啓発

（５）不妊治療と仕事の両立に関する相談対応

（６）特定妊婦等に対する産科受診等支援（性感染症などの疾病等に関する受診を含む。）【拡充】

（７）若年妊婦等に対するSNSやアウトリーチによる相談支援、緊急一時的な居場所の確保

（８）出生前遺伝学的検査（NIPT）を受けた妊婦等への相談支援体制の整備

（９）学校で児童・生徒向けに性・生殖に関する教育等を実施する医師や助産師等への支援

（10）思春期の児童等に対する産科受診等支援

内 容

◆ 実施主体：都道府県・指定都市・中核市

◆ 補 助 率 ：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２

実施主体・補助率

【令和４年度創設】
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No. 25,33,34,69,72,91,92,107,127,129



特定妊婦等に対する産科受診等支援加算（性と健康の相談センター事業の一部）【拡充】

○ 妊娠・出産について周囲に相談できずに悩む者については、予期しない妊娠、経済的困窮、社会的孤立、DVなどの様々な背景があり、妊婦健
診未受診での分娩や新生児が０歳０日で虐待死に至る場合があるなど、妊娠期から支援することが重要である。

○ このため、予期せぬ妊娠等をはじめ、性や妊娠に関する悩みを抱える者の相談対応を行う「性と健康の相談センター」において、特定妊婦と疑わ
れる者等を把握した場合に、医療機関等への同行支援等を行うことによりその状況を確認し、関係機関へ確実につなぐ体制を整備する。

目 的

◆ 対象者
特定妊婦（※）と疑われる者、妊娠や性に関する疾病等で悩んでいる10代等の若者【拡充】
※ 出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦（児童福祉法第６条の３第５項））

◆ 内 容
性と健康の相談センターにおいて、予期せぬ妊娠等や、性感染症などの性に関する疾病等に悩む者を把握した場合には、面談・訪問相談等によ

りその状況を確認し、関係機関と連携を行うとともに、産科受診等が困難な場合には、産科等医療機関への同行支援や受診費用(初回分に限
る)に対する助成を行う。また、本事業により把握した特定妊婦等については、本人同意のもと市町村に情報提供するとともに、その後の支援につい
て、市町村の伴走型相談支援の担当者とも連携を図ること。

＜事業イメージ＞

内 容

◆ 実施主体 ：都道府県・指定都市・中核市

◆ 補 助 率 ：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２

◆ 実施自治体数
・ 産科受診等支援 17自治体（16自治体）
・ 初回産科受診料 14自治体（14自治体）
※ 令和３年度変更交付決定ベース

括弧は令和２年度変更交付決定ベース

実施主体等

【令和元年度創設】

子育て世代包括支援センター（伴走型相談支援事業）、要保護児童対策地域協議会等関係機関

◆ 補助単価案
①直 営 産科受診等支援 月額 162,000円

受診費用 受診１件あたり 10,000円
【拡充】交通費 受診１件あたり 2,000円

②委 託 産科受診等支援加算 月額 322,400円
受診費用 受診１件あたり 10,000円

【拡充】交通費 受診１件あたり 2,000円

補助単価案

① 予期せぬ妊娠、性に関
する疾病等の相談や、市
町村による妊婦訪問事業
より、支援が必要な者を把
握

令和５年度当初予算（案）：性と健康の相談センター事業 9.5億円の内数

② 必要に応じて面談・訪
問相談実施（対象者との
信頼関係の構築）

特定妊婦等に対する産科受診等支援

連 携

③ 産科受診等支援
・ 市販の妊娠検査薬で妊娠の確認を行ったうえで、初回産科受診料を補助
・ 性感染症などの疾病等に関する受診費用(初回分に限る)を補助【拡充】
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○ 地域のNPOと連携し、悩みを抱える若年妊婦
等を、継続的かつ専門的な支援へと繋げる。

若年妊婦等支援強化加算（性と健康の相談センター事業の一部）

○ 予期せぬ妊娠などにより、身体的、精神的な悩みや不安を抱えた若年妊婦等が、身近な地域で必要な支援を受けられるよう、SNS等を活用し
た相談支援等を行う。

○ 若年妊婦等への支援に積極的で、機動力のあるNPOに、アウトリーチや若年妊婦等支援の業務の一部又は全てを委託することなどにより、地域
の実情に応じた若年妊婦等への支援を行う。

目 的

◆ 対象者
10代等若年で妊娠に悩んでいる者や、若年に限らず特定妊婦と疑われる者等

◆ 内 容
（１）相談支援等

① 窓口相談
② アウトリーチによる相談
③ コーディネート業務
④ SNS等を活用した相談

（２）緊急一時的な居場所確保

内 容

◆ 実施主体：都道府県・指定都市・中核市

◆ 補 助 率 ：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２

◆ 実施自治体数：1５自治体
・ 直営４自治体

（秋田県、群馬県、京都市、奈良市）

・ 委託１１自治体
（栃木県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、富山県、石川県、

兵庫県、鹿児島県、沖縄県、仙台市）

※ 令和３年度変更交付決定ベース

実施主体等

【令和２年度創設】
令和５年度当初予算（案）：性と健康の相談センター事業 9.5億円の内数

◆ 補助単価案
①直 営 運営費 月額 176,100円

SNS等による相談支援 年額10,888,000円
一時的な居場所確保 １泊あたり 16,100円

②委 託 基本分 月額 376,600円
夜間休日対応加算 月額 56,400円
SＮＳ等による相談支援 年額10,888,000円

一時的な居場所確保 １泊あたり 16,100円

補助単価案

＜事業イメージ＞

（１）アウトリーチやSNS等による相談支援
（２）特定妊婦等に対する産科受診等支援
（３）緊急一時的な居場所の確保

○ 保健師等による、より専門的な相談（電話相談・窓口相談等）

※ アウトリーチやSNS等を活用した相談支援など、機動力を活かし
た相談支援についてNPOに委託して実施。

都道府県・指定都市・中核市（性と健康の相談センター事業 ）

アウトリーチ＆キャッチ
悩みを抱える若年妊婦等

地域のNPO等

委託・ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ

市町村（子育て世代包括支援センター）

連携

連携

相談

相談
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出生前検査加算（性と健康の相談センター事業の一部）

○ 妊婦の血液から、胎児の染色体疾患の有無を調べるNIPTについては、日本医学会の下に出生前検査認証制度等運営委員会が発足したこと
などから、今後実施件数の増加が予想される。

○ これらの流れを踏まえ、NIPT等の出生前検査を受けた妊婦、受検を検討している妊婦やその家族を支援するため、性と健康の相談センターに専
門の相談員を配置し相談を受け付けることにより、不安等の解消を図る。

目 的

◆ 対象者

出生前検査を受けた者、受検を検討している者及びその家族

◆ 内 容

（１）相談支援
性と健康の相談センターにおいて、出生前検査を受けた者、受検を検討している者及びその家族に対し、疑問や不安への相談支援を行うと

ともに、出生前検査により胎児が障害等を有する可能性が指摘された妊婦や家族に対し、子の出生後における生活のイメージを持っていただく
ことなどを目的として、障害福祉関係機関等の紹介等を行う。

（２）相談支援員への研修等
NIPTに関する知識の習得や、関係機関との連携を行うために必要となる事務等に対する補助を行うことで、円滑な相談支援の実施を図る。

内 容

◆ 実施主体 ：都道府県・指定都市・中核市

◆ 補 助 率 ：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２

◆ 補助単価案：運営費 月額 151,700円

研修費 月額 28,700円

実施主体・補助率等

【令和３年度創設】

◆ 実施自治体数： ３自治体

※令和３年度変更交付決定ベース

事業実績

令和５年度当初予算（案）：性と健康の相談センター事業 9.5億円の内数
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HTLV-1母子感染対策加算（性と健康の相談センター事業の一部）

○ HTLV-1母子感染について、妊婦に対するHTLV-1抗体検査の適切な実施、相談体制の充実、関係者の資質向上、普及啓発の実施等によ
り、HTLV-1母子感染を防ぐ体制の整備を図り、地域におけるHTLV-1母子感染対策の推進を目的とする。

目 的

（１）HTLV-1母子感染対策協議会の設置
HTLV-1母子感染対策の体制整備を図るため、関係行政機関、医療関係団体、有識者等をもって構成するHTLV-1母子感染対策協議

会を設置。

（２）HTLV-1母子感染対策関係者研修
医療機関においてHTLV-1母子感染対策に携わる医師、助産師、看護師、市区町村の職員等に対し、HTLV-1母子感染対策に必要な

基本的・専門的知識等を習得させるための研修を実施

（３）HTLV-1母子感染普及啓発
リーフレットやポスター等を作成する等により、HTLV-1母子感染について妊婦等へ普及啓発を実施。

内 容

◆ 実施主体 ：都道府県・指定都市・中核市

◆ 補 助 率 ：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２

◆ 補助単価案：月額 1,685,000円

実施主体・補助率等

【平成23年度創設】

◆ 実施自治体数：27自治体
※ 令和３年度変更交付決定ベース

事業実績

令和５年度当初予算（案）：性と健康の相談センター事業 9.5億円の内数

（１）HTLV-1母子感染対策協議会の設置自治体：37都道府県

協議会での検討事項：抗体検査の実施状況の把握、キャリア妊婦への支援・連携体制、相談窓口・研修・普及啓発 等

（２）HTLV-1母子感染関係者研修実施自治体 ：医療従事者向け研修 30都道府県、相談窓口従事者向け研修 33都道府県

主な研修内容：HTLV-1抗体検査についての基礎知識、母子感染に係る保健指導等に関する研修、母子感染予防に関する研修、母親
への相談対応に関する研修 等

（３）HTLV-1母子感染普及啓発実施自治体：39都道府県

普及啓発方法：リーフレット・ポスターの作成 、ホームページや広報誌に掲載、母親学級のテキストに記載、妊娠届出時にHTLV-1検査に
関する説明の実施 等

（参考） 都道府県における取組状況（令和３年４月１日現在）※国庫補助未活用自治体を含む
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不妊症・不育症等ネットワーク支援加算（性と健康の相談センター事業の一部）

○ 不妊症・不育症患者への支援としては、医学的診療体制の充実に加え、流産・死産に対するグリーフケアを含む相談支援、特別養子縁組制度
の紹介等の心理社会的支援の充実が求められている。

○ このため、関係機関等により構成される協議会等を開催し、地域おける不妊症・不育症患者への支援の充実を図る。

目 的

（１）不妊症・不育症等ネットワーク支援加算

① 不妊症・不育症の診療を行う医療機関や、相談支援等を行う自治体、当事者団体等の関係者等で構成される協議会等の開催
② 不妊症・不育症の心理社会的支援に係るカウンセラーを配置し、相談支援を実施
③ 不妊症・不育症患者への里親・特別養子縁組制度の紹介の実施

（２）ピア・サポート活動等への支援加算

○ 当事者団体等によるピア・サポート活動等への支援の実施

※ 事業の対象として流産・死産等を経験した方への心理社会的支援やピア・サポート活動等への支援も含まれるものであり、不妊症・不育症
患者への支援と区別して実施することも可能。

内 容

◆ 実施主体 ：都道府県・指定都市・中核市

◆ 補 助 率 ：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２

◆ 補助単価案：（１）月額 679,000円

（２）月額 196,000円

実施主体・補助率等

【令和３年度創設】

◆ 実施自治体数：７自治体

※令和３年度変更交付決定ベース

事業実績

令和５年度当初予算（案）：性と健康の相談センター事業 9.5億円の内数

関係機関間の協議会
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○ 主に妊産婦及び乳幼児の実情を把握し、妊娠・出産・子育てに関する各種の相談に応じ、必要に応じて支援プランの策定や、地域の保健医
療又は福祉に関する機関との連絡調整を行い、母子保健施策と子育て支援施策との一体的な提供を通じて、妊産婦及び乳幼児の健康の保
持及び増進に関する包括的な支援を行うことにより、地域の特性に応じた妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供する体制を構
築することを目的とする。 ※平成29年度より法定化（法律上は「母子健康包括支援センター」）

子育て世代包括支援センター
目 的

◆ 実施主体

市町村

◆ 対象者

主として、妊産婦及び乳幼児並びにその保護者

◆ 内 容
（１）妊産婦及び乳幼児等の実情の把握
（２）妊娠・出産・子育てに関する各種相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導の実施
（３）支援プランの策定
（４）保健医療又は福祉の関係機関との連絡調整

◆ 職員配置
（１）保健師、助産師、看護師及びソーシャルワーカーを１名以上
（２）困難事例へ対応するため、社会福祉士、精神保健福祉士等の専門職を１名以上（R７までは配置しないことも可）（R3～）

（３）利用者支援専門員を１名以上（地域の実情等により配置しないことも可）

（４）補助者（任意）

内 容

【平成27年度創設】

◆ 活用可能な予算（R５年度予算案）
子ども・子育て支援交付金（内閣府）及び重層的支援

体制整備事業交付金（厚生労働省）1,920億円の内数

◆ 補 助 率
国2/3、都道府県1/6、市町村1/6

◆ 補助単価案（利用者支援事業母子保健型の場合）

１か所あたり年額 4,497千円～14,331千円
※ 職員配置により異なる

予算補助等 設置状況

※ 各年度４月１日現在（母子保健課調べ）
※ 平成27年度は利用者支援事業母子保健型による補助金を活用している自治体数

（か所、市町村）

（年度）

9
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保健所
児童相談所

医療機関（産科医、小児科医等）

妊産婦等を支える地域の包括支援体制の構築

障害児支援機関

妊娠前 妊娠期 出産 産後 育児

妊婦健診

乳児家庭全戸訪問事業

子育て支援策
・保育所・認定こども園等
・地域子育て支援拠点事業
・里親 ・乳児院 ・養子縁組

・その他子育て支援策

両親学級等

妊娠に関する
普及啓発

不妊相談

乳幼児健診

予防接種

産前・産後サポート事業 産後ケア事業

近隣住民やボランティアなどによるインフォーマルなサービス

養育支援訪問事業

民間機関・関係団体

産婦健診
サ
ー
ビ
ス

（
現
業
部
門
）

母子保健

子育て支援

子育て世代包括支援センターによる包括的な支援体制の構築

○ 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を提供できることを目的とするもの

○ 保健師等を配置して、妊産婦等からの相談に応じ、健診等の「母子保健サービス」 と地域子育て支援拠点等の 「子育て支援サービス」 を一体的に
提供できるよう、必要な情報提供や関係機関との調整、支援プランの策定などを行うとともに、伴走型の相談支援と経済的支援を一体的に実施。

〇 母子保健法を改正し、子育て世代包括支援センターを法定化（法律上は「母子健康包括支援センター」）※H29.4.1施行

➢ 実施市町村数： １，６４７市区町村、２,４８６か所（ R4.4.1現在 ）

産後ケアセンター

市町村保健センター子育て世代包括支援センター

① 妊産婦等の支援に必要な実情の把握
② 妊娠・出産・育児に関する相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導
③ 支援プランの策定

④ 保健医療又は福祉の関係機関との連絡調整

妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援

その他の専門職看護師助産師保健師マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

（
必
須
）

困難事例への対応等の支援（R３～）

相
談
支
援
の
強
化

（
必
須
）

① 妊産婦からの問い合わせに即時対応可能とするため、SNS等を活用した即時の相談
支援及び多職種でのアウトリーチによる支援

② 市区町村子ども家庭総合支援拠点、要保護児童対策地域協議会や精神科医療機関と

の連携の強化
③ 嘱託医師との連携によるケース対応等の実施

精神保健福祉士社会福祉士 その他の専門職

市区町村子ども家庭総

合支援拠点
要保護児童対策地域協議会

子育て支援機関

妊娠期 出産 産後・子育て

妊娠期（妊娠8～10週前後） 妊娠期（妊娠32～34週前後） 出産・産後
継続的な情報発信・相談受付

地方自治体の創意工夫により、妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型の相談支援を充実し、
経済的支援（出産応援ギフトと子育て応援ギフト（各５万円相当））を一体として実施

出産応援ギフト 面談③ 子育て応援ギフト

伴走型の相談支援（Ｒ４補正～）

面談① 面談②
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乳幼児の定期予防接種の予診票のデジタル化

〇 成長戦略フォローアップ（令和３年６月1８日閣議決定）

１．新たな成長の原動力となるデジタル化への集中投資・実装とその環境整備

（１）デジタル庁を中心としたデジタル化の推進

ⅰ）国民目線のデジタル・ガバメントの推進

・乳幼児の定期予防接種について、民間による電子的な予診票を利用可能とするた
め、2021年度中できるだけ早期に、本人（保護者）及び医師が従来求められてい
た署名に代えて、同意ボタンやチェックボックスにチェックを入れるなど簡易な
確認方法により行うことができるという考え方を整理して公開する。これにより、
先行対応可能な市区町村から統一された予診票のデジタル化を順次実現すること
を目指す。自治体業務（対象者への予防接種の周知、予防接種記録、医療機関と
の間の請求支払など）のシステム標準化の支援については、2025年度までに実現
する自治体システム標準化対象の17業務の１つとなっている予防接種台帳システ
ムを含む健康管理システムにおいて、優先順位を上げて対応する。
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妊婦健康診査について

公費負担の現状（令和４年４月現在）
○ 公費負担回数は、全ての市区町村で１４回以上実施
○ 里帰り先での妊婦健診の公費負担は、全ての市区町村で実施
○ 助産所における公費負担は、１，６９０の市区町村で実施（１，７４１市区町村中）

公費負担の状況
○ 平成１９年度まで、地方交付税措置により５回を基準として公費負担を行っていたが、妊婦の健康管理
の充実と経済的負担の軽減を図るため、必要な回数（１４回程度）の妊婦健診を受けられるよう、平成２０
年度第２次補正予算において妊婦健康診査支援基金を創設して公費負担を拡充。
○ 平成２２年度補正予算、平成２３年度第４次補正予算により、積み増し・延長を行い公費負担を継続。
（実施期限：平成２４年度末まで）
○ 平成２５年度以降は、地方財源を確保し、残りの９回分についても地方財政措置により公費負担を行う
こととした。

妊婦が受診することが望ましい健診回数
※「妊婦に対する健康診査についての望ましい基準」（平成27年３月31日厚生労働省告示第226号）

① 妊娠初期より妊娠２３週（第６月末）まで ：４週間に１回
② 妊娠２４週(第７月)より妊娠３５週（第９月末）まで ：２週間に１回
③ 妊娠３６週（第１０月）以降分娩まで ：１週間に１回
（※ これに沿って受診した場合、受診回数は１４回程度である。）

根 拠
○ 母子保健法第１３条（抄）
市町村は、必要に応じ、妊産婦又は乳児若しくは幼児に対して、健康診査を行い、又は健康診査を
受けることを勧奨しなければならない。
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妊婦に対する健康診査についての望ましい基準（平成27年3月31日厚生労働省告示第226号）

第１ 妊婦健康診査の実施時期及び回数等
１ 市町村は、次のイからハまでに掲げる妊娠週数の区分に応じ、それぞれイからハまでに掲げる頻度で妊婦に対する健康診査（以下「妊婦健康診査」という。）
を行い、妊婦一人につき、出産までに14回程度行うものとする。
イ 妊娠初期から妊娠23週まで おおむね４週間に１回
ロ 妊娠24週から妊娠35週まで おおむね２週間に１回
ハ 妊娠36週から出産まで おおむね１週間に１回

２ 市町村は、妊婦一人につき14回程度の妊婦健康診査の実施に要する費用を負担するものとする。
第２ 妊婦健康診査の内容等
１ 市町村は、各回の妊婦健康診査においては、次に掲げる事項について実施するものとする。
イ 問診、診察等 妊娠週数に応じた問診、診察等により、健康状態を把握するものとすること。
ロ 検査 子宮底長、腹囲、血圧、浮腫、尿（糖及び蛋白）、体重等の検査を行うものとする。なお、初回の妊婦健康診査においては、身長の検査を行うものと
すること。

ハ 保健指導 妊娠中の食事や生活上の注意事項等について具体的な指導を行うとともに、妊婦の精神的な健康の保持に留意し、妊娠、出産及び育児に対する不
安や悩みの解消が図られるようにするものとすること。

２ 市町村は、１に掲げるもののほか、必要に応じた医学的検査を妊娠期間中の適切な時期に実施するものとする。医学的検査については、次の表の左欄に掲げる
検査の項目の区分に応じ、それぞれ右欄に掲げる妊娠週数及び回数を目安として行うものとする。

第３ 市町村の責務
１ 市町村は、妊婦健康診査の受診の重要性について、妊婦等に対する周知・広報に努めるものとする。
２ 市町村は、里帰り先等において妊婦健康診査を受診する妊婦の経済的負担の軽減を図るため、妊婦の居住地以外の病院、診療所又は助産所と事前に契約を行う
等の配慮をするよう努めるものとする。

３ 市町村は、妊婦健康診査を実施する医療機関等と連携体制を構築し、養育支援を必要とする妊婦に対し、適切な支援を提供するよう努めるものとする。
４ 市町村は、原則として、妊婦健康診査を実施する医療機関等に対して、妊婦健康診査の結果等の提供を求めるよう努めるものとする。

検査の項目 妊娠週数及び回数の目安

血液型等の検査（ＡＢＯ血液型、Ｒｈ血液型及び不規則抗体に係るも

の）

妊娠初期に１回

Ｂ型肝炎抗原検査

Ｃ型肝炎抗体検査

ＨＩＶ抗体検査

梅毒血清反応検査

風疹ウイルス抗体検査

血糖検査 妊娠初期に１回及び妊娠2 4週から妊娠3 5週までの間に１回

血算検査 妊娠初期に１回、妊娠2 4週から妊娠3 5週までの間に１回及び妊娠3 6週から出産までの間に１回

ＨＴＬＶ－１抗体検査 妊娠初期から妊娠3 0週までの間に１回

子宮頸がん検診（細胞診） 妊娠初期に１回

超音波検査 妊娠初期から妊娠2 3週までの間に２回、妊娠2 4週から妊娠3 5週までの間に１回及び妊娠3 6週から出産までの間に１

回

性器クラミジア検査 妊娠初期から妊娠3 0週までの間に１回

Ｂ群溶血性レンサ球菌（ＧＢＳ）検査 妊娠3 3週から妊娠3 7週までの間に１回
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※「全施設」の平均出産費用は、ここ10年、毎年平均で1.4%上昇しており、令和４年度の平均出産費用を48.0万円と推計。

○ 出産育児一時金の額については、前回の引き上げ時は、「公的病院」の平均出産費用を勘案し、設定。

○ 出産費用は年々上昇する中で、平均的な標準費用を全て賄えるようする観点から、

・「全施設」の平均出産費用を勘案するとともに、

・近年の伸びを勘案し、直近の出産費用も賄える額に設定する。

○ 以上より、48.0万円（令和４年度の全施設平均出産費用の推計額（※））＋1.2万円（産科医療補償制度の掛金）＝49.2万円

となるため、出産育児一時金の額は、令和５年４月から、全国一律で、 ５０万円とする。
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44.0 44.5
44.8
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46.7 47.3
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41.6

42.4
43.2 43.1

43.9
44.4

45.2 45.5

43.3
43.7

44.6

45.8
46.2

46.9
47.5

48.2

49.0

50.0

41.3
41.7

42.7

43.7
44.2 44.5

45.0
45.7

46.4
46.8

40.0

41.0

42.0

43.0

44.0

45.0

46.0

47.0

48.0

49.0

50.0

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
全施設の出産費用（室料差額等除く） 公的病院の出産費用（室料差額等除く）
私的病院の出産費用（室料差額等除く） 診療所の出産費用（室料差額等除く）

（万円）

＜参考：出産費用（正常分娩）の推移＞

（データ） 厚生労働省。室料差額、産科医療補償制度掛金、その他の費目を除く出産費用の合計額。
（※）平成24年以降、出生数は年間平均2.5％減少傾向（2020年人口動態統計）

出産育児一時金の引上げ額について
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国民健康保険の産前産後保険料の免除

○ 国民健康保険制度の保険料は、応益（均等割・平等割）と応能（所得割・資産割）に応じて設定されている。
その上で、低所得世帯に対しては、応益保険料の軽減措置（７・５・２割軽減）が講じられている。

○ 子育て世帯の負担軽減、次世代育成支援等の観点から、国・地方の取組として、国保制度において出産する
被保険者に係る産前産後期間相当分（４ヶ月間）の均等割保険料及び所得割保険料を免除する。

（参考）健保法等改正法 参議院附帯決議（令和３年６月）
国民健康保険については、被用者保険と異なり（略）産前・産後期間等における保険料免除制度も設けられていないことから、少子化対策
等の観点を踏まえ、財源や保険料負担の在り方等も勘案しつつ、出産に関する保険料における配慮の必要性や在り方等を検討すること。

２ . 免 除 の ス キ ー ム

○ 対象は、出産する被保険者とする。

※ 出産育児一時金支給件数：76,943件（令和２年度国民健康保険事業年報）

○ 当該出産する被保険者に係る産前産後期間相当分（４ヶ月分）
の均等割保険料と所得割保険料を公費により免除する。

○ 令和５年度所要額（公費）４億円
（国１/２、都道府県１/４、市町村１/４）

○ 施行時期：令和６年１月（予定）

１ . 導 入 の 趣 旨

所得割

均等割

４ヶ月分
（約3.3割）

20

保険料額

所得金額

２割軽減
７割

軽減

５割

軽減

【イメージ：賦課方法が２方式（均等割、所得割）の場合】

４ヶ月分
（約3.3割）

新たに免除

約1.7割

1割

約2.7割

※他の賦課方法（３方式、４方式）の場合、別途保険料が賦課

第211回国会（令和５年通常国会）提出
「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を
構築するための健康保険法等の一部を改正す
る法律案」
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○ 低所得の妊婦の経済的負担軽減を図るとともに、当該妊婦の状況を継続的に把握し、必要な支援につなげるため、初回の産科受診料の費用
を助成する。なお、本事業については、今般新たに創設された伴走型相談支援事業と一体的に実施することにより、両事業の効果的な取組を進
めることとする。

低所得の妊婦に対する初回産科受診料支援事業【新規】
令和５年度当初予算（案）：1.3億円

目 的

◆ 対象者
住民税非課税世帯又は同等の所得水準である妊婦。
ただし、当該妊婦の状況を継続的に把握し、必要な支援につなげるため、以下の要件を満たす者とする。
＜要件＞
要件①：所得判定のため、世帯の課税状況を確認することに同意すること
要件②：妊婦健診の受診医療機関等の関係機関と市町村が、必要に応じて、支援に必要な情報(妊婦健診の未受診や、家庭の状況等を

含む)を共有することに同意すること。
◆ 内 容

（１）初回産科受診料補助
低所得の妊婦を対象として、初回の産科受診料の一部又は全部を補助する。

（２）関係機関との連絡調整
把握した妊婦について必要な支援が提供されるよう関係機関との連携を図る。

◆ 留意事項

本事業については、市町村の妊婦への支援体制整備のため、次のとおり実施することとする。

（１）本事業は、子育て世代包括支援センターの窓口業務として実施することとする。

（２）本事業による支援対象者に対して、伴走型相談支援事業による面談等を実施すること。また、面談等において、住民税非課税世帯に対す
る支援制度（各種子育て支援事業の利用料減免制度など）を案内することで、必要な支援に効果的につなげること。

（３）本事業により助成を行った妊婦に対し、必要に応じて支援計画を策定し支援を実施すること。

内 容

◆ 実施主体 ：市町村（伴走型相談支援事業を実施する市町村に限る。）

◆ 補 助 率 ：国１／２、市町村１／２

◆ 補助単価案：１件あたり 10,000円

実施主体・補助率等
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住 民 （ 親 子 ）
ＮＰＯ

連携と協働

モニタリングの構築

企業
医療機関 研究機関

学校

地方公共団体

○ 関係者が一体となって推進する母子保健の国民運動計画
○ 21世紀の母子保健の取組の方向性と目標や指標を示したもの
○ 第１次計画（2001年～2014年）・第２次計画（2015年度～）

「健やか親子２１」とは

【基盤課題Ａ】

切れ目ない妊産婦・
乳幼児への
保健対策

【基盤課題Ｂ】
学童期・思春期から
成人期に向けた
保健対策

【基盤課題Ｃ】
子どもの健やかな
成長を見守り育む

地域づくり

【重点課題①】

育てにくさを感じる
親に寄り添う支援

【重点課題②】

妊娠期からの
児童虐待防止対策

「すべての子どもが健やかに育つ社会」の実現

健やか親子２１推進協議会

国（厚生労働省、文部科学省等）
22
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「健やか親子２１（第２次）」（2015～2024年）の中間評価について

全体の目標達成状況等の評価 ～52指標のうち、65％が改善～

評価区分
該当指標数

（割合）
該当項目

改
善
し
た

Ａ 目標を達成した
12項目

(23.1%)

○妊娠・出産について満足している者の割合

○マタニティマークを妊娠中に使用したことのある母親の割合

○積極的に育児をしている父親の割合 等

Ｂ 目標に達して

いないが改善した

22項目

(42.3%)

○乳幼児健康診査の受診率

○育児期間中の両親の喫煙率

○地域と学校が連携した健康等に関する講習会の開催状況 等

Ｃ 変わらない
５項目

(9.6%)

○十代の自殺死亡率
○児童・生徒における痩身傾向児の割合
○育てにくさを感じたときに対処できる親の割合 等

Ｄ 悪くなっている
４項目

(7.7%)
○朝食を欠食する子どもの割合
○発達障害を知っている国民の割合 等

Ｅ 評価できない
９項目

(17.3%)

○母子保健分野に携わる関係者の専門性の向上に取り組んでいる
地方公共団体の割合

○児童虐待による死亡数 等
23
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健やか親子２１（第２次）の基本的視点

21 世紀の母子保健の主要な取組を提示するビジョンであ
り、かつ関係者、関係機関・団体が一体となって推進する国
民運動計画であるという、現行の「健やか親子２１」の性格を
踏襲する。

同時に、安心して子どもを産み、ゆとりを持って健やかに
育てるための家庭や地域の環境づくりという少子化対策とし
ての意義と、少子・高齢社会において国民が健康で元気に
生活できる社会の実現を図るための国民健康づくり運動で
ある「健康日本２１」の一翼を担うという意義を有する。

24
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10年後に目指す姿

「すべての子どもが健やかに育つ社会」
＜２つの方向性＞

①日本全国どこで生まれても、一定の質の母子保健サービスが受けられ

生命が守られるという地域間での健康格差の解消が必要であるということ。

②疾病や障害、経済状態等の個人や家庭環境の違い、多様性を認識した

母子保健サービスを展開することが重要であるということ。

子どもの健やかな発育のためには、子どもへの支援に限らず、親がその役割を発揮

できるよう親への支援をはじめ、地域や学校、企業といった親子を取り

巻く温かな環境の形成や、ソーシャル・キャピタルの醸成が求められる。

また、このような親子を取り巻く支援に限らず、当事者が主体となった取組

（ピアサポート等）の形成も求められる。

25
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すべての子どもが健やかに育つ社会

健やか親子２１（第２次）

子育て・健康支援

（重点課題②）

妊娠期からの

児童虐待防止対策

（重点課題①）

育てにくさを感じる

親に寄り添う支援
不妊

予防
接種

相談
相手

低出生
体重児

心の
健康少子化

健康
診査

産後
うつ 食育

喫煙
飲酒

肥満
やせ

性 歯科身体
活動

（基盤課題Ａ）

切れ目ない妊産婦・乳幼児への
保健対策

（基盤課題Ｂ）

学童期・思春期から
成人期に向けた保健対策

（基盤課題Ｃ）

子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくり

26
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関係省庁

健やか親子２１（第２次）推進体制イメージ図

すべての子どもが健やかに育つ社会の実現

協議会の運営の
企画・調整

情報提供

大学
関連
学会

ＮＰＯ

医療機関等

企業
団体

厚生労働省子ども家庭局母子保健課（運動全体の企画・立案・進捗状況管理等）

文部
科学省

〈地方公共団体〉

都道府県・
政令市・特別区

市町村

＜アワード＞

○先進的で優れた企業・団体・自治体の
取組を表彰する

<全国大会>
主催：国、都道府県、母子愛育会、

母子保健推進会議、日本家族計画協
会

○全国から母子保健関係者を集め母子保健
の諸問題の研究討議する

○母子保健事業の推進に功績のあった個人
及び団体を表彰する

〈健やか親子２１推進本部〉
成育医療等基本方針に掲げる「普及啓発」に基
づき実施する母子保健に関する主要課題に対す
る取組について、効果的な調整・推進を図る

総会
（全参画団体が参加）

幹事会

運動方針等重要事項の決定

運営・支援

（重点課題②）
妊娠期からの児童虐待防止対策（12指標）

（重点課題①）
育てにくさを感じる親に寄り添う支援（５指標）

（基盤課題Ａ）切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策（16指標） （基盤課題Ｂ）学童期・思春期から成人期に向けた保健対策（11指
標）

（基盤課題Ｃ）子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくり（８指標）

各地域内で

連
携

運営・支援

申請
受付

連携

連
携

連
携

〈応援メンバー〉

○「健やか親子２１」
への参加意思表明

○趣旨にあった取組
を行う（情報発信等）

意見交換
会

情報共有

連携

○ 協議会の運営
○ 啓発・普及・情報発
信

事務局
（「成育基本法を踏まえた健やか親子２１（第２次）」普及啓発業務受託者）
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課題名 課題の説明

基盤課題
Ａ

切れ目ない妊産婦・
乳幼児への保健対策

妊娠・出産・育児期における母子保健対策の充実に取り組むとともに、各事業間や関
連機関間の有機的な連携体制の強化や、情報の利活用、母子保健事業の評価・分析
体制の構築を図ることにより、切れ目ない支援体制の構築を目指す。

基盤課題
Ｂ

学童期・思春期から
成人期に向けた保健
対策

児童生徒自らが、心身の健康に関心を持ち、より良い将来を生きるため、健康の維
持・向上に取り組めるよう、多分野の協働による健康教育の推進と次世代の健康を支え
る社会の実現を目指す。

基盤課題
Ｃ

子どもの健やかな成
長を見守り育む地域
づくり

社会全体で子どもの健やかな成長を見守り、子育て世代の親を孤立させないよう支え
ていく地域づくりを目指す。具体的には、国や地方公共団体による子育て支援施策の拡
充に限らず、地域にある様々な資源（ＮＰＯや民間団体、母子愛育会や母子保健推進員
等）との連携や役割分担の明確化が挙げられる。

重点課題
①

育てにくさを感じる親
に寄り添う支援

親子が発信する様々な育てにくさ（※）のサインを受け止め、丁寧に向き合い、子育てに
寄り添う支援の充実を図ることを重点課題の一つとする。
（※）育てにくさとは：子育てに関わる者が感じる育児上の困難感で、その背景として、子
どもの要因、親の要因、親子関係に関する要因、支援状況を含めた環境に関する要因
など多面的な要素を含む。育てにくさの概念は広く、一部には発達障害等が原因となっ
ている場合がある。

重点課題
②

妊娠期からの児童虐
待防止対策

児童虐待を防止するための対策として、①発生予防には、妊娠届出時など妊娠期から
関わることが重要であること、②早期発見・早期対応には、新生児訪問等の母子保健事
業と関係機関の連携強化が必要であることから重点課題の一つとする。

「健やか親子２１（第２次）」における課題の概要
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健やか親子２１全国大会について

年度 開催日 開催都道府県

2019年度 11月７日（木）～８日（金） 千葉県

2020年度 新型コロナウイルス感染症拡大のため中止 大阪府

2021年度 11月４日（木）～５日（金）オンライン開催 岩手県

2022年度 10月27日（木）～28日（金） 島根県

2023年度 11月上旬（予定） 栃木県

すべての子どもが健やかに育つ社会を実現するため、全国から母子保健事業及び家族計画関
係者多数の参加を求め、母子保健の諸問題についての研究討議により「健やか親子２１」の推
進を図るとともに、事業推進に功績のあった個人及び団体を表彰し、もって、我が国の母子保健
事業及び家族計画事業の一層の推進を図る。

＜最近の開催状況＞

2022年度島根県大会の開催状況

○大会テーマ 「目指そう！笑顔でゆったり子育て～つないで広げる支援の輪、みんな親子の応縁団～」

○表彰 厚生労働大臣表彰・恩賜財団母子愛育会会長表彰・日本家族計画協会会長表彰・母子保健推進会議会長表彰

○特別講演「お産の現場から考える子育て支援」

萩田 和秀氏（りんくう総合医療センター 産婦人科部長）

○シンポジウム「多職種で見て、つないで、支える子育て支援」
基調講演 鈴宮 寛子氏、パネルディスカッション（コーディネーター、パネリスト４名）

○その他、主催団体による併設集会の開催 29
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「健康寿命をのばそう！アワード（母子保健分野）」について

応募数67件（内訳 企業部門22件 団体部門32件 自治体部門13件）

平成27年度より、母子の健康増進を目的とする優れた取組を行う企業・団体・自治体を表彰
し、これを広く国民に周知することにより、あらゆる世代のすこやかな暮らしを支える良好な
社会環境の構築を推進。
第11回「健康寿命をのばそう！アワード（母子保健分野）」
応募期間：令和４年７月１日（金）～８月22日（月）
応募対象：すべての子どもが健やかに育つ社会の実現に向け、母子の幸せで

健康な暮らしを支援するための優れた取組を行っている企業・
団体・自治体

表 彰 式：令和４年11月28日（月）11:00～

【厚生労働大臣 最優秀賞】 １件

宮崎大学医学部看護学科 生活・基盤看護科学講座 地域看護学領域

若者の生きる力を育む性（生）教育

【厚生労働大臣 優秀賞】 ２件

＜団体部門＞ Nっ子ネットワーク カンガルーの親子

極低出生体重児・超低出生体重児家族会のピアサポート活動
＜自治体部門＞ 群馬県

「ストップ!弱視見逃し」３歳児健診における弱視の早期発見と学童期へと繋がる子ど
もの視機能を守る取組み～地域保健福祉・県教育委員会・県医師会・県眼科医会の連携～

【子ども家庭局長賞（受賞団体のみ）】 6件（企業部門1件、団体部門４件、自治体部門１件）
＜企業部門＞ LUCKY industries
＜団体部門＞ なかい歯科クリニック/NPO法人子育てパレット/一般社団法人あだち子ども支援ネット/ＮＰＯ法人ゆめ・まち・ねっと
＜自治体部門＞ 札幌市白石保健センター

第11回受賞取組等 詳細は、特設サイトをご覧ください→ https://sukoyaka21.mhlw.go.jp/award_list/
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住 民 （ 親 子 ）
ＮＰＯ

連携と協働

モニタリングの構築

企業
医療機関 研究機関

学校

地方公共団体

○ 関係者が一体となって推進する母子保健の国民運動計画
○ 21世紀の母子保健の取組の方向性と目標や指標を示したもの
○ 第１次計画（2001年～2014年）・第２次計画（2015年度～）

「健やか親子２１」とは

【基盤課題Ａ】

切れ目ない妊産婦・
乳幼児への
保健対策

【基盤課題Ｂ】
学童期・思春期から
成人期に向けた
保健対策

【基盤課題Ｃ】
子どもの健やかな
成長を見守り育む

地域づくり

【重点課題①】

育てにくさを感じる
親に寄り添う支援

【重点課題②】

妊娠期からの
児童虐待防止対策

「すべての子どもが健やかに育つ社会」の実現

健やか親子２１推進協議会

国（厚生労働省、文部科学省等）
31

No30,130No30,130



◆ 「新子育て安心プラン」に基づく約14万人分の保育の受け皿整備に必要となる保育人材（新たに約2.5万人）の確保を含め、
処遇改善のほか、保育の現場・職業の魅力向上を通じた、新規の資格取得、就業継続、離職者の再就職の支援に総合的に取り組む。

保育人材の確保に向けた総合的な対策

就業継続支援

○保育士修学資金貸付の実施（養成校に通う学生に対し、修学資金の一部を貸付け）

・学費5万円(月額)など。卒業後、５年間の実務従事により返還を免除

○保育士の資格取得を支援
・保育所等で働きながら養成校卒業による資格取得を目指す方への授業料、保育士試験の合格による資格取得を目指す方への教材費等の支援

○保育士試験の年２回実施の推進（ 27年度：４府県で実施 → 29年度：全ての都道府県で実施）

○保育士・保育の現場の魅力発信（情報発信のプラットフォームの構築など、様々な対象者に対して魅力発信を実施）【R３予算～】

○保育所等におけるＩＣＴ化の推進
・①保育に関する計画・記録、②保護者との連絡、③子どもの登降園管理等の業務のＩＣＴ化に係るシステムの導入費用や翻訳機等を支援
・上記①～③の３つの機能のうち必要な機能のみを選択して導入する場合も補助対象となるよう補助要件を見直し【R４補正予算】

○保育補助者の雇い上げの促進（保育士の業務を補助する方の賃金の補助）
・補助要件（勤務時間週30時間以下の要件）の撤廃＆保育士確保が困難な地域の補助基準額の引き上げ【R３予算～】

○保育体制強化事業の促進（清掃等の業務を行う方の賃金の補助）
・計画的に保育士等の勤務環境の改善等に関する取組が図られるよう補助要件を見直し【R４予算】
※園外活動時の見守り等にも取り組む場合：月100千円→月145千円等

○保育士宿舎借り上げ支援（補助額：一人当たりの月額を市区町村単位で設定（月額8.2万円を上限）、支給期間：採用から５年以内※）
※直近２カ年のいずれかで保育士の有効求人倍率が２以上の場合は採用から８年以内【R４予算】
※前年度に事業の対象だった者で引き続き当年度も事業の対象となる場合は前年度の年数を適用

○保育士の働き方改革への支援
・労務管理の専門家による巡回支援や魅力ある職場づくりの啓発セミナーの実施【R３予算～】
・保育士確保や定着、労働条件等の改善に関して、保育士の相談窓口を設置【R３予算～】

新規資格取得支援

○保育士・保育所支援センターの機能強化（潜在保育士の掘り起こしを行い、保育事業者とのマッチング支援（職業紹介）を実施）

・マッチングシステムを導入する費用を支援し、業務の効率化・きめ細かなマッチングを実施（補助額700万円）

・保育補助者等のマッチングや現職保育士に対する支援、管内の保育所等への巡回等によるマッチング機能の向上【R３予算～】

○就職準備金貸付事業（再就職する際等に必要となる費用を貸し付け（40万円）、２年間勤務した場合、返還を免除）

離職者の再就職支援
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公認心理師の概要

近時の国民が抱える心の健康の問題等をめぐる状況に鑑み、心理に関する支援を要する者等の心理に関する相談、援
助等の業務に従事する者の資質の向上及びその業務の適正を図るため、公認心理師の資格を定める必要がある。これが、
この法律案を提出する理由である。
※ 平成27年９月９日成立・９月16日公布（議員立法）、平成29年９月15日全面施行

公認心理師登録簿への登録を受け、公認心理師の名称を用いて、保健医療、福祉、教育その他の分野において、心
理学に関する専門的知識及び技術をもって、次に掲げる行為を行うことを業とする者をいう。【名称独占】

① 心理に関する支援を要する者の心理状態の観察、その結果の分析
② 心理に関する支援を要する者に対する、その心理に関する相談及び助言、指導その他の援助
③ 心理に関する支援を要する者の関係者に対する相談及び助言、指導その他の援助
④ 心の健康に関する知識の普及を図るための教育及び情報の提供

保健医療分野：病院（診療報酬（施設基準）、がん診療連携拠点病院・小児がん拠点病院の要件に記載）など
福 祉 分 野 ：児童相談所（児童相談所に設置する児童心理司の要件の一つとして記載）など
教 育 分 野 ：学校（スクールカウンセラーの要件の一つとして記載）など
司法・犯罪分野：裁判所、刑務所、少年鑑別所、犯罪被害者支援 など
産業・労働分野：各事業所（事業者が行うストレスチェックの実施者の要件の一つとして記載）など

1.公認心理師制度創設の背景（公認心理師法案の提出理由）

2.公認心理師とは

参考：公認心理師の活躍が想定される分野と公認心理師が位置付けられている主なもの等

公認心理師試験：平成30年に第１回公認心理師試験を実施（毎年１回以上実施）
第５回試験は、令和４年７月17日（日）実施、令和４年８月26日（金）合格発表
（第６回は令和５年５月14日（日）実施予定）合格後、公認心理師登録簿に登録されることで公認心理師となる。
資 格 登 録 者 数 ：69,229人（令和４年12月末現在）
※ 試験事務・登録事務については、指定試験機関及び指定登録機関である「一般財団法人日本心理研修センター」が行う。

3.公認心理師試験・登録
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○ 産後2週間、産後１か月など出産後間もない時期の産婦に対する健康診査（母体の身体的機能の回復や授乳状況及び精神状態の把握
等）の費用を助成することにより、産後の初期段階における母子に対する支援を強化し、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制を
整備することを目的とする。

産婦健康診査事業
令和５年度当初予算（案）：18.4億円（18.3億円）

目 的

◆ 対象者
産後２週間、産後１か月など出産後まもない時期の産婦

◆ 内 容
地域における全ての産婦を対象に、産婦健康診査２回分に係る費用について助成を行う。

内 容

◆ 実施主体 ：市町村

◆ 補 助 率 ：国１／２、市町村１／２

◆ 補助単価案：１件あたり 5,000円

実施主体・補助率等

【平成29年度創設】
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※市町村が必要に応じ実施

産後ケア事業（産婦の心身の不調や産後うつ等を防ぐため、母子への心身のケアや育児サ
ポート等の実施

支援が必要な産婦の把握
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○現在、予算事業として実施している市町村事業の「産後ケア事業」について、母子保健法上に位置づける。

○各市町村について、「産後ケア事業」の実施の努力義務を規定する。

○産後ケアを必要とする出産後１年を経過しない女子、
乳児

母子保健法の一部を改正する法律（産後ケア事業の法制化）について

○産後ケアを必要とする出産後１年を経過しない女子及び乳児に対して、心身のケアや育児のサポート等（産後ケア）
を行い、産後も安心して子育てができる支援体制を確保するもの。

対象者

○実施主体：市町村
※事業の全部又は一部の委託可

○内容：心身の状態に応じた保健指導
療養に伴う世話
育児に関する指導若しくは相談その他の援助

○実施類型：①短期入所型
②通所型（デイサービス型）
③居宅訪問型（アウトリーチ型）

○実施施設：病院、診療所、助産所その他厚生労働省
令で定める施設

○実施基準：厚生労働省令で定める基準
（人員、設備、運営等に係る基準）

概要

産後ケア事業とは

事業内容等

他の機関・事業との産前からの連携

施行日

○２年を超えない範囲内で政令で定める日（令和３年４月１日）

○市町村は、妊娠期から出産後に至る支援を切れ目なく
行う観点から、
・母子健康包括支援センターその他の関係機関と
必要な連絡調整

・母子保健法に基づく母子保健に関する他の事業、
児童福祉法その他の法令に基づく母性及び乳児の
保健及び福祉に関する事業との連携

を図ることにより、妊産婦及び乳児に対する支援の
一体的な実施その他の措置を講ずるよう努めなければ
ならない。

公布日 ：令和元年12月6日
法律番号：令和元年法律第69号
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産後ケア事業（妊娠・出産包括支援事業の一部）【拡充】

○ 退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制の確保を行う産後ケア事業について、
少子化の状況を踏まえ、誰もがより安心・安全な子育て環境を整えるため、法定化により市町村の努力義務となった当事業の全国展開を図る。
子育て世代包括支援センターにおける困難事例や、新型コロナウイルスに対して不安を抱いている妊産婦等への対応の強化に対する受け皿として
も活用する。

※ 従来予算事業として実施されてきた「産後ケア事業」は、母子保健法の一部を改正する法律（令和元年法律第69号）により、市町村の努力義務として規定さ
れた（令和３年４月１日施行）

※ 少子化社会対策大綱（令和２年５月29日閣議決定）において、 2024年度末までの全国展開を目指すとされている。

目 的

◆ 対象者
産後に心身の不調又は育児不安等がある者、その他特に支援が必要と認められる者

◆ 内 容
退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等きめ細かい支援を実施する。（利用期間は原則７日以内）

◆ 実施方法・実施場所等
（１）「宿泊型」 ・・・ 病院、助産所等の空きベッドの活用等により、宿泊による休養の機会の提供等を実施
（２）「デイサービス型」 ・・・ 個別・集団で支援を行える施設において、日中、来所した利用者に対し実施
（３）「アウトリーチ型」 ・・・ 実施担当者が利用者の自宅に赴き実施

◆ 実施担当者
事業内容に応じて助産師、保健師又は看護師等の担当者を配置。※ 宿泊型を行う場合には、２４時間体制で１名以上の助産師、保健師又は看護師の配置が条件

内 容

◆ 実施主体 ：市町村

◆ 補 助 率 ：国１／２、市町村１／２

◆ 補助単価案
（１）デイサービス・アウトリーチ型 １施設あたり月額 1,696,000円【拡充】
（２）宿泊型 １施設あたり月額 2,474,600円【拡充】
（３）住民税非課税世帯に対する利用料減免【新規】

１回（泊）あたり 5,000円
（４）24時間365日受入体制整備加算【新規】

１施設あたり年額 2,635,300円
※（１）及び（２）の補助単価は６か所を上限とする。（委託先の数を制限するものではない）

実施主体・補助率等

【平成26年度創設】

実施自治体

Ｒ４予算：44.4億円（41.5億円）
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産後ケア事業（妊娠・出産包括支援事業の一部）【拡充】

○ 退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制の確保を行う産後ケア事業について、少子化の
状況を踏まえ、誰もがより安心・安全な子育て環境を整えるため、法定化により市町村の努力義務となった当事業の全国展開を図る。子育て世代包括支
援センターにおける困難事例や、新型コロナウイルスに対して不安を抱いている妊産婦等への対応の強化に対する受け皿としても活用する。

※ 従来予算事業として実施されてきた「産後ケア事業」は、母子保健法の一部を改正する法律（令和元年法律第69号）により、市町村の努力義務として規定された（令和
３年４月１日施行）

※ 少子化社会対策大綱（令和２年５月29日閣議決定）において、 2024年度末までの全国展開を目指すとされている。

目 的

◆ 対象者（令和５年度実施要綱改正（案））
産後ケアを必要とする者

◆ 内 容
退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等きめ細かい支援を実施する。（利用期間は原則７日以内）

◆ 実施方法・実施場所等
（１）「宿泊型」 ・・・ 病院、助産所等の空きベッドの活用等により、宿泊による休養の機会の提供等を実施
（２）「デイサービス型」 ・・・ 個別・集団で支援を行える施設において、日中、来所した利用者に対し実施
（３）「アウトリーチ型」 ・・・ 実施担当者が利用者の自宅に赴き実施

◆ 実施担当者
事業内容に応じて助産師、保健師又は看護師等の担当者を配置。※ 宿泊型を行う場合には、２４時間体制で１名以上の助産師、保健師又は看護師の配置が条件

内 容

◆ 実施主体 ：市町村

◆ 補 助 率 ：国１／２、市町村１／２

◆ 補助単価案
（１）デイサービス・アウトリーチ型 １施設あたり月額 1,696,000円

（２）宿泊型 １施設あたり月額 2,474,700円

（３）①住民税非課税世帯に対する利用料減免（Ｒ４～）

１回あたり 5,000円
②上記①以外の世帯に対する利用料減免【拡充】（Ｒ５～）

１回あたり 2,500円
（４）24時間365日受入体制整備加算 １施設あたり年額 2,715,600円
※（１）及び（２）の補助単価は６か所を上限とする。（委託先の数を制限するものではない）

実施主体・補助率等

【平成26年度創設】
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別紙参照

令和５年度当初予算（案）：57.2億円（44.4億円）
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○ 退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行う産後ケア事業については、令和元年の母子保健法改正により、市町
村の努力義務とされ、少子化社会対策大綱（令和2年5月29日閣議決定）においても、2024年度末までの全国展開を目指すこと
とされている。

○ また、全世代型社会保障構築会議においても、産前・産後ケアの体制を充実するとともに、利用者負担の軽減を図ることが検討課
題の一つとして挙げられている。

○ 産後ケア事業の利用者負担については、令和４年度から非課税世帯を対象に減免支援を実施することとしたところであるが、上記
のような状況を踏まえ、利用者の所得の状況に関わらず、産後ケア事業を利用しやすい環境を整える観点から、産後ケア事業を必
要とする全ての産婦に対して、利用者負担の減免支援を導入する。

令和５年度予算案における利用者負担の減免支援の拡充

産後ケア事業の利用者負担の減免支援について 別紙

①非課税世帯 ②全ての産婦（①以外）

Ｒ４年度より減免支援
（5,000円／回）

Ｒ５年度より減免支援を導入【拡充】
（2,500円／回）

全ての産婦に対する利用料減免【拡充】

減免助成額：２，５００円／回
（宿泊型の平均的な利用料（約5千円）の半額）

助成日数 ： ５日間
（宿泊型の平均的な利用日数）

※住民税非課税世帯に対する利用料減免（5,000円／回）
については、引き続き現行の支援を実施

【伴走型相談支援との連携】
伴走型相談支援との連携の観点から、産後ケア施設は、利用者の利用事実や、利用時に気になる事があった場合はその内容（産後ケア施設で実施し

たEPDS等のアセスメント結果を含む。）を、当該利用者に伴走支援を行っている包括センター等に情報提供することとする。

利用料減免の実施方法

○ 利用料減免の実施方法としては、利用者が産後ケア施設に利用料を支払い、後日、市町村から減免額の助成を受ける方法（償還払い）、利用料
減免のクーポンを渡す方法などが想定されるが、それぞれの市町村の実情に応じて実施することとする。

○ 産後ケア施設との委託契約の中で利用料を設定している場合には、利用料の金額設定を引き下げる方法も可能とする（この場合、減免支援の実施前
と実施後の差額が減免額となり、国庫補助の対象となる。）

※ただし、食費代は自己負担（食費代以外の利用料が減免支援の対象）

38
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⚫ 産婦は地元の病院で健診を受けるとは限らないため、市町村は域内だけでなく、
域外にある病院等（病院、助産所及び診療所）とも個別に調整し委託契約を結ぶ
必要に迫られるなど事務負担大。そのために事業実施を見送っている例も存在

⚫ 都道府県単位での広域連携（例：都道府県が都道府県医師会等と契約を締結することで

都道府県域内の病院等に健診を委託）により、市町村、医療機関双方の事務負担を
解消し、市町村が事業を開始しやすい環境を整えている地域がある一方で、
（事業を実施又は実施予定とする市町村が少ないなどとして）都道府県が積極的な関与
に二の足を踏む地域も存在

○ 出産・子育てをめぐる環境変化（女性の社会進出、仕事と家事や育児の両立、核家族化、出産年齢の高齢化など）が進む中、支援を必要とする

妊産婦を早期に把握し、支援につなげていくことが求められている。

○ 産後うつなど支援を必要とする妊産婦のサポートを担う市町村の子育て支援のうち、

• 産婦健康診査事業（産後うつ、新生児への虐待予防等の観点から、健診料の補助を通じ産婦の心身の状態を把握）

• 産後ケア事業（支援を要する産婦に心身のケアや育児サポート）

• 多胎妊産婦支援（産前・産後サポート事業）

を対象として、現場実態を調査し、課題を整理。あわせて、今後の感染症流行時における対応の一助とするため、コロナ禍での支援の

実態についても把握、整理

⚫ 市町村の現場では、委託先の偏在（地域によって病院・助産所や助産師等が偏在。

委託先の確保が課題）、産婦の移動支援（支援を要する産婦が遠方に自ら赴くことが

必要な場合があるが、移動費用は補助対象外）、対象期間の延伸対応（母子保健法の

改正により、対象期間を産後4か月から1年に延伸）に苦慮

⚫ 令和6年度末までの全国展開を図る上で、
各地の現場が抱える課題を把握し、
都道府県の役割を含め幾つかの選択肢を示し、
市町村の産後ケア事業の実施を支援

（厚生労働省）

⚫ 現場実例を踏まえた都道府県の役割を示し、
広域連携など市町村の産婦健康診査事業の
実施を支援

（厚生労働省）

【調査対象機関】厚生労働省、内閣府、都道府県（12）、市町村（61）、関係団体（49） 【実施時期】令和2年12月～4年1月

主な調査結果 主な勧告

調査の背景 勧告日：令和4年1月21日 勧告先：厚生労働省

「子育て支援に関する行政評価・監視－産前・産後の支援を中心として－」
の結果に基づく勧告（概要） 総務省

1. 産婦健康診査事業

2. 産後ケア事業
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産前・産後サポート事業（妊娠・出産包括支援事業の一部）

○ 妊産婦等が抱える妊娠・出産や子育てに関する悩み等について、助産師等の専門家又は子育て経験者やシニア世代等の相談しやすい「話し相
手」等による相談支援を行い、家庭や地域での妊産婦等の孤立感を解消を図ることを目的とする。

目 的

◆ 対象者
身近に相談できる者がいないなど、支援を受けることが適当と判断される妊産婦及びその家族。

◆ 内 容
（１）利用者の悩み相談対応やサポート
（２）産前・産後の心身の不調に関する相談支援
（３）妊産婦等をサポートする者の募集
（４）子育て経験者やシニア世代の者等に対して産前・産後サポートに必要な知識を付与する講習会の開催
（５）母子保健関係機関、関係事業との連絡調整
（６）多胎妊産婦への支援（多胎ピアサポート、多胎妊産婦サポーター等による支援（R２～）

（７）妊産婦等への育児用品等による支援（R２～）

（８）出産や子育てに悩む父親支援（R3～）

◆ 実施方法・実施場所等
「アウトリーチ（パートナー）型」 ：実施担当者が利用者の自宅に赴く等により、個別に相談に対応
「デイサービス（参加）型」 ：公共施設等を活用し、集団形式により、同じ悩み等を有する利用者からの相談に対応

◆ 実施担当者
① 助産師、保健師又は看護師
② 子育て経験者、シニア世代の者等

※ 事業内容（２）の産前・産後の心身の不調に関する相談支援は、①に掲げる専門職を担当者とすることが望ましい

内 容

◆ 実施主体 ：市町村

◆ 補 助 率 ：国１／２、市町村１／２

◆ 補助単価案：月額170,900円～2,745,700円（人口により異なる）

その他、多胎妊産婦等支援など取組に応じた加算あり。

実施主体・補助率等

【平成26年度創設】

事業実績

令和５年度当初予算（案）：16.3億円（16.5億円）

29 59
182

313 
403 

501 
579 615

0

200

400

600

800

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
※ 令和３年度変更交付決定ベース

（市町村）
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多胎妊産婦等支援【運用改善】（産前・産後サポート事業の一部）

○ 多胎妊産婦への支援について、多胎ピアサポート事業や、育児サポーター等派遣事業を実施することにより、誰もが子育てをしやすい環境を整え
る。

目 的

◆ 対象者

多胎妊産婦及び多胎家庭
※（２）多胎妊産婦等サポーター等事業については、２歳程度までの多胎児を育児する者を対象者の目安とし、個別の事情を踏まえて判断

◆ 内 容

（１）多胎ピアサポート事業
多胎児の育児経験者家族との交流会等の実施や、多胎妊婦が入院している場合、外出が困難な場合などにおいて、必要に応じて多胎児

の育児経験者によるアウトリーチでの相談支援を実施する。

（２）多胎妊産婦等サポーター等事業
多胎妊産婦や多胎家庭のもとへサポーターを派遣し、外出時の補助や、日常の育児に関する介助を行う。また、当該サポーターを派遣する前

に、多胎妊産婦等への支援に際して必要な知識等を修得するための研修を実施する。

内 容

◆ 実施主体 ：市町村

◆ 補 助 率 ：国１／２、市町村１／２

◆ 補助単価案
多胎ピアサポート事業 月額208,200円
多胎妊産婦等サポーター等事業 月額161,600円～745,900円

（人口により異なる）

実施主体・補助率等

【令和２年度創設】

◆ 実施自治体数

多胎ピアサポート事業 ７２自治体

多胎妊産婦等サポーター等事業 ７１自治体

※ 令和３年度変更交付決定ベース

事業実績

令和５年度当初予算（案）：産前・産後サポート事業16.3億円の内数

訪問

訪問

日常生活のサポート交流会やアウトリーチによる相談支援など

【運用改善】市町村内の多胎妊産婦が少人数である
場合、都道府県が本事業を実施することを可能とする。
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出産や子育てに悩む父親支援（産前・産後サポート事業の一部）

○ 家族との関わり方に対する不安や、男性の育児参加の促進に伴って生じる出産・子育てに関して悩む父親に対する支援のため、子育て経験のあ
る父親等によるピアサポート支援や、急激な環境の変化による父親の産後うつへの対応を行う。

目 的

◆ 対象者

出産・子育てに関して悩む父親

◆ 内 容

（１）ピアサポート支援等

子育て経験のある父親や、現在子育て中の父親による交流会等の実施や、子育て経験のある父親による相談支援を実施することで、子育
てに関する悩みの共有や情報交換を行い、さらに子どもや父親のライフステージに応じた子育ての方法を学ぶ場として、継続的な支援を実施す
る。

（２）父親相談支援
妻の妊娠・出産や子どもの誕生・成長によって生じる、父親自身における仕事のスタイルや生活環境の急激な変化に関する悩みやうつ状態に

対応するため、相談支援や、そのために必要な知識を取得するための研修を実施する。

内 容

◆ 実施主体 ：市町村

◆ 補 助 率 ：国１／２、市町村１／２

◆ 補助単価案
ピアサポート支援等事業 月額 59,000円
父親相談支援 月額154,800円

実施主体・補助率等

【令和３年度創設】

令和５年度当初予算（案）：産前・産後サポート事業16.3億円の内数

交流会、相談支援の実施 相談支援の実施
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２．都道府県等口腔保健推進事業 706,553千円（629,497千円）
地域の実情に応じた総合的な歯科保健医療施策を進めるための体制確保、要介護高齢者等への対
応やそれを担う人材の育成及び医科・歯科連携の取り組みに対する安全性や効果等の普及を図る。
また、地域間の格差解消等の観点から、歯科疾患対策の強化が特に必要な地域を対象として、取組
の強化等を行う。 ［補助率：１／２］

１）口腔保健支援センター設置推進事業
２）歯科保健医療サービス提供困難者への歯科医療技術者養成事業
３）調査研究事業
・歯科口腔保健調査研究事業
・多職種連携等調査研究事業

４）口腔保健の推進に資するために必要となる普及・促進事業
①歯科疾患予防事業 【拡充】
②食育推進等口腔機能維持向上事業 【拡充】
③歯科保健医療サービス提供困難者への歯科保健医療推進事業 【拡充】
④歯科口腔保健推進体制強化事業 【拡充】

※４）の実施にあたり、都道府県においては、事業内容や対象、実施方法等について、管内市区町村等と
調整

３．歯科口腔保健支援事業 【拡充】 3,572千円（1,021千円）
１） 地方公共団体、住民（国民）等に対する歯科口腔保健の推進に関する知識の普及啓発等
・食育関係等各種イベントでの情報提供、セミナーの開催 等

２） 8020運動の成果等を踏まえた、次期国民歯科保健運動の展開
① 次期国民歯科保健運動の展開に向けた取組の実施 （委託事業）
・ マスメディア等を活用した効果的な普及啓発の実施及び歯科口腔保健の推進に資する親しみ
易いキャッチフレーズの提案
・ より多くの関係機関等と連携した面的かつ効果的な普及啓発の実施及び歯科口腔保健の推
進のための基本的な方針や目標・計画等の広く国民へ分かりやすい情報提供 等
② 次期歯科口腔保健の推進に関する基本的事項に関する検討
・ 歯科口腔保健の推進に関する専門委員会の開催等

○ 歯科口腔保健の推進に関する法律に基づき策定された歯科口腔保健の推進に関する基本的事項の中間評価報告書（平成30年９月）において、地域格差や社会経済的
な要因による健康格差の実態把握に努め、格差解消に向けた取組の推進が必要である旨が盛り込まれている。
○ 基本的事項のうち、「定期的に歯科検診等を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健」については、介護保険施設等入所者に対する歯科検診の実施率が19.0％
（2022年度目標：50%）、障害者支援施設等における歯科検診実施率が62.9%(2022年度目標： 90%)など、目標から大きく乖離している状況にあり、当該事項に係る対策の強
化が必要。
○ また、健康寿命延伸プラン（令和元年5月29日公表）において、地域・保険者間の格差の解消等により歯科疾患対策の強化を含む疾病予防・重症化予防の取組を推進す
ることが示されており、エビデンスに基づく効果的・効率的なポピュレーションアプローチ等による取組を推進する必要性が指摘されている。

8020運動・口腔保健推進事業

住民
（国民）

実績報告

普及啓発

歯科口腔保健に関する
取組を実施

自治体補助・支援

厚生労働
省

１． ８０２０運動推進特別事業 100,463千円(100,463千円)
８０２０運動及び歯科口腔保健の推進のため、歯の健康の
保持等を目的として実施される歯科保健医療事業（都道府県
等口腔保健推進事業に掲げる事業を除く）に必要な財政支援
を行う。

補助対象：都道府県
補助率：定額

１）８０２０運動及び歯科口腔保健の推進に関する検討評価
委員会の設置
２）８０２０運動及び歯科口腔保健の推進に資するために必
要となる事業
ア 歯科口腔保健の推進に携わる人材研修事業
イ 歯科口腔保健の推進に携わる人材の確保に関する事
業
ウ その他、都道府県等保健推進事業に掲げる事業以外
の事業

令和４年度予算額 810,588千円
(730,981千円)

１）～３）の補助対象：都道府県、保健所を設置する市、特別区

No.39,58



妊婦・授乳婦を対象とした薬の適正使用推進事業

文献等収集

相談事業

患者フォローアップ

拠点病院の拡充

これまでに
蓄積した知見

フィードバック

妊娠と薬情報センター
（国立成育医療研究センター内）

厚生労働省薬事・食品衛生審議会

③ 評価報告書の作成

②を報告書としてとりまとめ。

② 情報提供ワーキンググループの開催

専門家で構成されるWGを開催し、①の添
付文書改訂の方向性を検討

① 対象薬の選定・添付文書改訂案の作成

これまでに収集した情報から、臨床的有用
性が高く、相談及び症例情報の多い医薬品
を選定する。

妊娠と薬情報センターに、添付文書の改訂案を検討するためのワーキンググ
ループを設置し、これまでの集積情報の整理・評価を行い、妊産婦・授乳婦へ
の投与に関する情報の添付文書への反映に向けた事業をH28年度から開始。

従来の業務内容

・免疫抑制剤３剤の妊婦禁忌解除
（平成３０年７月１０日通知）

・カルシウム拮抗薬２剤の妊婦禁忌解除
（令和４年１２月５日通知）

具体例

添付文書
改訂の実施

No.42,136



小児慢性特定疾病児童等への医療費助成の概要
○ 小児慢性特定疾病児童等の健全育成の観点から、患児家庭の医療費の負担軽減を図る

とともに、患児データを効率的に収集し治療研究を推進するため、治療に要した医療費
の自己負担分の一部を助成している。

○ 助成対象者は、原則、18歳未満の児童のうち、症状が一定程度の者としている。

○ 対象者の要件 ・小児慢性特定疾病（※）にかかっており、厚生労働大臣が定める疾病の程度であること。

※①慢性に経過する疾病であること ②生命を長期に脅かす疾病であること ③症状や治療が
長期にわたって生活の質を低下させる疾病であること ④長期にわたって高額な医療費の負担が
続く疾病であること の全ての要件を満たし、厚生労働大臣が定めるもの。

・18歳未満の児童であること。（ただし、18歳到達時点において本制度の対象になっており、
かつ、18歳到達後も引き続き治療が必要と認められる場合には、20歳未満の者を含む。）

○ 自己負担 申請者の所得に応じて、治療に要した費用について一部自己負担がある。
○ 実施主体 都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市
○ 国庫負担率 １／２（都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市 １／２）
○ 根拠条文 児童福祉法第19条の２、第53条

① 悪性新生物

② 慢性腎疾患

③ 慢性呼吸器疾患

④ 慢性心疾患

⑤ 内分泌疾患

⑥ 膠原病

対象疾患群

⑦糖尿病

⑧先天性代謝異常

⑨血液疾患

⑩免疫疾患

⑪神経・筋疾患

⑫慢性消化器疾患

医療費助成の概要

・令和４年度予算額：16,433百万円

・対象疾病数：788疾病（16疾患群）

対象疾病

予算額

⑬染色体又は遺伝子

に変化を伴う症候群

⑭皮膚疾患

⑮骨系統疾患

⑯脈管系疾患

No.43



目的 フェニルケトン尿症等の先天性代謝異常、先天性副腎過形成症及び先天性甲状腺機能低下症は、放置すると知
的障害などの症状を来すので、新生児について血液によるマススクリーニング検査を行い、異常を早期に発見し、
その後の治療・生活指導等に繋げることにより生涯にわたって知的障害などの発生を予防することを目的とする。

実施主体 都道府県及び指定都市

検査機関 各都道府県又は指定都市の地方衛生研究所等の機関又は検査を適切に実施できる機関に委託する。

検査対象者 全ての新生児（出生後28日を経過しない乳児）

沿革等 昭和52年度～ 都道府県指定都市を実施主体として開始
平成13年度～ 検査費用を一般財源化（地方交付税措置）
平成23年度～ タンデムマス法導入に伴う所要財源を追加

平成26年度 全実施主体でタンデムマス法を導入
平成29年度 事業の適正な実施を図るため、技術的な助言を通知

実施主体に
よる検査の
実施等

実施主体は、

・異常又は異常の疑いのある事例について、当該新生児の保護者に対し、医療機関を紹介する等、精密検査を
受けるよう勧奨するとともに、診断結果の把握を行う。

・患者台帳を作成する等により、継続的な治療が行われるよう、予後の把握に努める。

・異常又は異常の疑いが認められた場合は、直ちに採血した医療機関等を通じ、専門医療機関の紹介等適切な
措置をとり、中核市等の保健所へ連絡する等、事後指導に万全を期すよう配意する。

・精度管理を実施し、検査機関に対し、必要な指導を行う。
・検査の意義等が妊産婦に十分理解されるよう、周知徹底を図る。

検査対象
疾患名例

■内分泌疾患 （先天性甲状腺機能低下症、先天性副腎過形成症）
■アミノ酸代謝異常症 （フェニルケトン尿症、メープルシロップ尿症（楓糖尿症）、ホモシスチン尿症）
■糖代謝異常症 （ガラクトース血症）
■脂肪代謝異常 （MCAD欠損症、VLCAD欠損症、等）
■有機酸代謝異常（メチルマロン酸血症、プロピオン酸血症、等）

先天性代謝異常等検査の実施
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健診内容は、厚生労働省令（母子保健法施行規則）で示す検査項目。
受診人数・受診率：厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」（令和２年度）による。

○ 市町村は、１歳６か月児及び３歳児に対して、健康診査を行う義務があるが、その他の乳幼児に対しても、
必要に応じ、健康診査を実施し、また、健康診査を受けるよう勧奨しなければならない。

○ 根 拠 （母子保健法）
第１２条 市町村は、次に掲げる者に対し、厚生労働省令の定めるところにより、健康診査を行わなければならない。
１ 満１歳６か月を超え満２歳に達しない幼児
２ 満３歳を超え満４歳に達しない幼児
第１３条 前条の健康診査のほか、市町村は、必要に応じ、妊産婦又は乳児若しくは幼児に対して、健康診査を行い、又は健康診査を受ける
ことを勧奨しなければならない。

○ 健診内容
① 身体発育状況
② 栄養状態
③ 脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無
④ 皮膚の疾病の有無
⑤ 歯及び口腔の疾病及び異常の有無
⑥ 四肢運動障害の有無
⑦ 精神発達の状況
⑧ 言語障害の有無
⑨ 予防接種の実施状況
⑩ 育児上問題となる事項
⑪ その他の疾病及び異常の有無

○ 受診人数（受診率） 893,980人（95.2％）

○ 健診内容
① 身体発育状況
② 栄養状態
③ 脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無
④ 皮膚の疾病の有無
⑤ 眼の疾病及び異常の有無
⑥ 耳、鼻及び咽頭の疾病及び異常の有無
⑦ 歯及び口腔の疾病及び異常の有無
⑧ 四肢運動障害の有無
⑨ 精神発達の状況
⑩ 言語障害の有無
⑪ 予防接種の実施状況
⑫ 育児上問題となる事項
⑬ その他の疾病及び異常の有無

○ 受診人数（受診率） 912,554人（94.5％）

１歳６か月児健診 ３歳児健診

乳幼児健康診査（１歳６か月児健診・３歳児健診）について

※平成１７年度に一般財源化（地方交付税措置）
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・新生児聴覚検査の受検の有無を把握している市区町村は99.9％（1,739／1,741市区町村）
・受検の有無を把握し、かつ、受検人数を集計している市区町村（1,627市区町村）における、出生児に対する初回検査の実施率
は90.8％（698,589／769,640人）
・公費負担を実施している市区町村は、52.6％（916／1,741市区町村）
・要支援児に対する療育が遅滞なく実施されるための指導援助を実施している市区町村は80.7％（1,405／1,741市区町村）

新生児期において、先天性の聴覚障害の発見を目的として実施する聴覚検査。検査方法は、主に自動ABR又はOAEがある。

自動ABR(自動聴性脳幹反応：Automated Auditory Brainstem Response）・・・新生児聴覚検査用の聴性脳幹反応検査。自動判定機能を持たせたもので、
判定基準は35dBに設定され、「pass（パス）」あるいは「refer（リファ－）」で結果が示される。

OAE（耳音響放射：Otoacoustic Emissions）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・内耳から外耳道へ放射される微弱な音信号を集音して得られる反応で、内耳有
毛細胞機能を評価する検査。

新生児聴覚検査の実施

聴覚障害は早期に発見され適切な支援が行われた場合には、聴覚障害による音声言語発達等への影響が最小限に抑えられる
ことから、その早期発見・早期療育を図るために、全ての新生児を対象として新生児聴覚検査を実施することが重要。

・平成１２年度～ 国庫補助事業を開始
・平成１９年度～ 検査費用を一般財源化（検査の実施主体は市町村）
・平成２４年度～ 母子健康手帳の必須記載事項（省令様式）の検査記録に「新生児聴覚検査」を記載し、任意記載事項様式の

「新生児（生後約４週間までの赤ちゃん）」のページに「新生児聴覚検査について」を追加。

・平成２８年３月 新生児聴覚検査に係る通知を改正して検査に係る留意事項を整理し、市区町村における一層の取組を依頼。
・平成２８年１０月 母子健康手帳の必須記載事項（省令様式）の新生児聴覚検査の記録欄について、より詳細な検査結果を記載できる

よう改正

・平成２９年１２月 新生児聴覚検査に係る通知を改正して都道府県において新生児聴覚検査に係る協議会の設置を求めたとともに、
検査の実施状況等の把握のため、受診状況等をとりまとめることとした。

（参考） ○厚生労働科学研究費補助金
・平成１９年３月：「新生児聴覚スクリーニングマニュアル」を作成
・平成２５～２６年度：乳幼児の疾患疫学を踏まえたスクリーニング及び健康診査の効果的実施に関する研究
→耳鼻科領域の分担班で、新生児スクリーニングや乳幼児健診での問題点を検討し、新生児スクリーニング普及率向上への改善策を提示するとともに、１歳未満で実施
可能な質問紙等による新たなスクリーニング方法を検討。

○日本医療研究開発機構研究費
・平成２７～２９年度：乳幼児の疾患疫学を踏まえたスクリーニング等の効果的実施に関する研究
→耳鼻科領域の分担班で、１０ヶ月健診での効果的聴覚スクリーニング法の確立を目指すとともに、新生児聴覚スクリーングの有効性を再検証。

検査方法

沿革等

実施状況（令和元年度）
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○ 聴覚障害は早期に発見され適切な支援が行われた場合には、聴覚障害による音声言語発達等への影響が最小限に抑えられる。このため、聴
覚障害の早期発見・早期療育が図られるよう、新生児聴覚検査に係る協議会の設置を行うとともに研修会の実施、普及啓発等により、都道府
県における推進体制を整備することを目的とする。

新生児聴覚検査体制整備事業
Ｒ４予算：3.5億円（4.4億円）

目 的

内 容

◆ 実施主体 ：都道府県
◆ 補 助 率 ：国１／２、都道府県１／２
◆ 補助単価案： 年額 2,373,400円

（５）を実施する場合 年額 10,000,000円
（６）を実施する場合 年額 3,600,000円

実施主体・補助率等

【平成29年度創設】

◆ 実施自治体数：42自治体（43自治体）

※ 令和３年度変更交付決定ベース
括弧は令和２年度変更交付決定ベース

事業実績

都道府県or都道府県が
指定する医療機関

市町村 産科医療機関

③電話相談、訪問指導

出生・検査

①情報共有
②検査結果の把握や指導等

訪問・指導

（１）行政機関、医療機関、教育機関、医師会・患者会等の関係機
関（団体）等による協議会の設置・開催（必須）

（２）医療機関従事者等に対する研修会の実施
（３）新生児聴覚検査のパンフレットの作成等による普及啓発
（４）都道府県内における新生児聴覚検査事業実施のための手引書

の作成

＜事業イメージ＞

（５）新生児聴覚検査管理等事業（R2～）

① 新生児聴覚検査の結果の情報集約及び共有
② 市町村への指導等
③ 相談対応等
④ 検査状況・精度管理業務

（６）聴覚検査機器購入支援事業（R２～）

（７）その他新生児聴覚検査事業の体制整備に必要な事項

（５）新生児聴覚検査管理等事業 （１）医療機関や教育機関などの関係
機関等による協議会の設置

（２）医療機関従事者等に対する研
修会の実施

（３）新生児聴覚検査のパンフレット作
成等による普及啓発

（４）県内における事業実施のための
手引書の作成 など

①聴覚検査情報の共有
④精度管理業務

（６）聴覚検査機器購入
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自治体名

新生児聴覚体制整備事業 新生児聴覚検査管理等事業
聴覚検査機器購入支

援事業協議会 研修会 普及啓発 手引き書の作成
検査結果の情報
集約及び共有

市町村への
指導等

相談対応等
検査状況・精度管理

業務

北海道 ○ ○ ○ ○

青森県 ○ ○

岩手県 ○ ○ ○ ○

宮城県 ○ ○ ○ ○

秋田県 ○ ○ ○

山形県

福島県 ○ ○

茨城県 ○ ○ ○

栃木県 ○ ○ ○

群馬県

埼玉県 ○

千葉県 ○ ○ ○ ○

東京都 ○ ○

神奈川県 ○ ○ ○ ○ ○

新潟県 ○ ○ ○ ○

富山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

石川県 ○ ○ ○ ○ ○

福井県 ○ ○

山梨県

長野県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岐阜県 ○ ○ ○ ○ ○

静岡県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

愛知県 ○ ○

三重県 ○ ○ ○

滋賀県 ○ ○ ○

京都府 ○ ○ ○ ○

大阪府 ○ ○ ○ ○ ○

兵庫県

奈良県 ○ ○ ○ ○

和歌山県 ○ ○ ○

鳥取県 ○ ○

島根県 ○ ○ ○ ○ ○

岡山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

広島県 ○ ○ ○ ○ ○

山口県 ○ ○

徳島県 ○ ○ ○

香川県

愛媛県 ○ ○ ○ ○

高知県 ○ ○

福岡県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

佐賀県 ○ ○ ○

長崎県 ○ ○ ○ ○

熊本県 ○ ○

大分県 ○ ○

宮崎県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○

沖縄県 ○ ○ ○ ○ ○

合 計 42自治体（43） 22自治体（20） 37自治体（34） 28自治体（24） 9自治体（7） 7自治体（5） 7自治体（7） 8自治体（6） 7自治体（8）

※令和３年度交付決定ベース ※括弧は令和２年度における申請状況 ※上記はあくまでも補助金の活用状況であり、補助金活用せずに各種取組を行っている自治体もある。

新生児聴覚検査体制整備事業の活用状況について（令和３年度実績）
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聴覚障害は早期に発見され適切な支援を行うことで、聴覚障害による音声言語発達等への影響が最小限に抑えられる。このため、全
ての新生児を対象として新生児聴覚検査を実施するための体制整備を進め、聴覚障害の早期発見・早期療育を図ることを目的とする。

１．目 的

新生児聴覚検査について

２．財政支援

３．公費負担の実施状況及び受検率の推移

＜令和３年度まで＞

「少子化対策に関連する
経費」の内数として措置

少子化対策に
関連する経費の

内数

・ 平成12年度より、予算補助として実施

・ 平成19年度より、一般財源化し、「少子化対策に関連する経費」の内数
として地方交付税措置

令和３年度まで１

・ 新生児聴覚検査の費用について、各市町村における聴覚検査の公費負

担の実態を踏まえ、保健衛生費における算定に変更し、新生児聴覚検査
費として市町村の標準団体（人口10万人）当たり935千円を計上。

令和４年度２

0

500

1,000

1,500

H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年

109 118 
224 

394 

675 
916 

（公費負担実施市町村数・実施割合）

6.3% 6.8% 12.9%
22.6%

38.8%
52.6%

（１）公費負担の実施状況の推移 （２）受検率の推移

78.9%
81.9% 82.8% 81.8%

86.9%
90.8%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年

（受診率（受検者数/出生児数））

（受検の有無を把握している市町村のうち、受検者数を集計している市町村のデータ）

地方交付税措置のイメージ３

（出典：厚生労働省子ども家庭局母子保健課調べ）

＜令和４年度＞

新たに新生児聴覚検査費として
標準団体当たり935千円を計上

「保健衛生費」

「新生児聴覚検査費」

・標準団体当たり

935千円

※令和４年度における金額
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・都道府県
・指定都市

（委託可）

※全国で14か所程度

聴覚障害児支援中核機能モデル事業

聴覚障害児の支援は乳児からの適切な支援が必要であり、ま
た状態像が多様になっているため、切れ目のない支援と多様な
状態像への支援が求められる。

このため、福祉部局と教育部局が連携を強化し、聴覚障害児支
援の中核機能を整備し、聴覚障害児と保護者に対し適切な情報
と支援を提供することを目的とする。

目的

協議会のイメージ

中核機能イメージ
一体型 連携型

児童発達支援センター
or

児童発達支援事業

特別支援学校の敷地内

聴覚
支援学校

都道府県等

子育て支援

福祉部局

教育委員会

１．聴覚障害児に対応する協議会の設置

２．聴覚障害児支援の関係機関との連携

３．家族支援の実施

４．巡回支援の実施

５．聴覚障害児支援に関する研修等の開催

内容

既存の事業所の活用を想定

空き教室等の活用を想定

拠点病院
母子保健

児童相談所

当事者団体

その他関係機関

地域の福祉サービス事業所や学校への巡回支援

コーディネーター配置
※ST等の専門職の配置を想定

※地域の実状に合わせた柔軟な役割分担 ※地域の実状に合わせた柔軟な役割分担

派遣型

聴覚

支援学校
or

特別支援
学校

都道府県等
ST等雇用

ST等の
派遣ST等の

派遣

ST等の派遣

令和４年度予算額(令和３年度予算額)：1.7億円（1.7億円）

実施主体

医師会・その他
関係団体

中核機能

聴覚障害者情報
提供施設

聴覚
支援学校

児童発達支援センター
or

児童発達支援事業

児童発達支援センター
or

児童発達支援事業
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• 難聴は、早期発見・早期支援により、言語・コミュニケーション手段（音声、手話、文字による筆談等を含む。）の獲得につながること

から、新生児聴覚検査及び精密検査の実施が望まれる。

• 地方公共団体の保健、医療、福祉及び教育に関する部局や医療機関等の関係機関が連携し、難聴児の家族等を支援することが重要である。

• 難聴児支援においては、早期から不安を抱える家族等に対して支援を実施し、本人又はその家族等が意思決定できるよう関係者で寄り

添った支援をすることが重要である。

• 言語・コミュニケーション手段（音声、手話、文字による筆談等を含む。）の選択肢が保障・尊重されることが望ましい。

難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針（概要）

基本的な考え方

各都道府県において、難聴児の早期発見・早期療育を総合的に推進するための計画に盛り込むことが考えられる事項は以下のとおり。

（１）基本的な取組
① 新生児聴覚検査の実施状況の把握と関係機関での共有等

・新生児聴覚検査に係る協議会を設置し、新生児聴覚検査の推進体制を整備する。

・新生児聴覚検査実施のための手引書等を作成し、検査の実施状況及び結果等を集約し、関係機関への情報共有等を行う。

・難聴と診断された子を持つ家族等への相談支援を実施する。

② 難聴児支援のための中核的機能を有する体制を確保
・都道府県における難聴児支援担当部局を明確にする。
・関係者の協議の場の提供等による難聴児支援のための中核的機能を有する体制を確保する。

・難聴児とその家族等に対する支援に関する課題を関係者で共有し、支援の充実を図る。

難聴児の早期発見・早期療育推進のための方策（主なもの）

• 厚生労働省及び文部科学省の両副大臣を議長とする「難聴児の早期支援に向けた保健・医療・福祉・教育の連携プロジェクト」の報告

書において、国は、各都道府県で地域の実情に応じて難聴児の早期発見・早期療育を総合的に推進するための計画の作成指針として、

「難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針」を令和３年度中に作成することとされている。

• このため、令和２年度末に基本方針作成のための検討会を立ち上げ、有識者等からのヒアリング及び議論を行った。

（※）基本方針案についてはパブリックコメントも実施し、計326件（手話を撮影した動画による御意見20件を含む。）の御意見が寄せられた。

背景
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難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針（概要）

③ 特別支援学校のセンター的機能の強化
・聴覚特別支援学校等の教員の専門性向上に向けた取組を充実する。

・特別支援学校のセンター的機能の強化のため、聴覚特別支援学校の教員等の適切な配置や専門家の活用等を行う。

・地域における保健、医療、福祉の関係機関と連携した乳幼児教育相談などの取組を行う。

（２）地域の実情に応じた取組
① 新生児聴覚検査体制の整備

・里帰り出産等新生児聴覚検査の受検状況等の把握が難しい場合を含めたリファーとなった子を追跡する方法について検討を行う。

・受検率向上を目指し、市町村に対して、検査に係る費用について公費負担を行うことで受診者の経済的負担を軽減できるよう

働きかけ等行う。

② 地域における支援
・関係機関で日常的な連携や情報交換を行い、新生児聴覚検査から診断、治療、療育、教育に至るまでの流れ等を共有するための

協議会を設置する。

・難聴児及びその家族等のロールモデルやメンターとして、当事者・当事者支援団体を連携体制に含めるよう努める。

③ 家族等に対する支援
・難聴児の子育てに関する様々な情報を提供するため、地域の療育・教育機関等に関する情報を含む教材を作成・配布すること。

・家族等からの相談等に対応して、複数の療育方法の選択肢を提示し、家族等の精神面も含めた支援ができるよう、協議会の活用

等による関係機関と連携した支援体制等の整備を行う。

・難聴児の子育てに当たり、きょうだいを含めた家族同士や当事者同士が交流する機会を設ける。

④ 学校や障害児通所支援事業所等関係機関における取組
・免許法認定講習の充実など聴覚障害者に関する教育の領域を定めた免許状の保有率を高める取組を実施する。

⑤ 切れ目ない支援に向けた取組
・各年齢における健康診査等の際に、聞こえの確認等を行い、難聴が疑われる子の精密検査の受診が確実になされるようにする。

難聴児の早期発見・早期療育推進のための方策（主なもの）（続き）

※ これらの取組を、難聴児支援に関係する既存の法定計画に位置付けることも可能としており、例えば、本方針を障害児福祉計画に反映させた場合には、
令和６年度以降の計画に盛り込まれることが想定される。
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両親学級のオンライン実施やSNSを活用したオンライン相談など、妊産婦等のニーズに応じたアクセスしやすい多様な相談支援
を行うとともに、母子保健に関する記録を電子化することで、妊産婦等の状態を適切に管理するなど、必要な支援が行われるよ
う体制強化を図る。

母子保健対策強化事業【新規】
Ｒ４予算額：5.3億円

目 的

個々の家庭の状況に応じて、適切な支援を提供できるよう、地域の実情に応じた支援体制等の強化を図る。

（１）両親学級等のオンライン実施

（２）SNSを活用したオンライン相談

（３）母子保健に関する記録の電子化

（４）各種健診に必要な備品（屈折検査機器等）の整備

（５）その他母子保健対策強化に資する取り組み

内 容

◆ 実施主体 ：市町村

◆ 補 助 率 ：国１／２、市町村１／２

◆ 補助単価案：6,043,000円

実施主体・補助率等

◆各種健診に必要な備品（屈折検査機器等）の整備を行う場合については、健診（屈折検査機器を導入する場合につい
ては屈折検査）の受検者数・未受診者数・受診率・検査結果や、精密検査の実施状況等を把握し、集約するとともに、必要
に応じて適切な支援を提供する体制を整備すること。

留意事項
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母子保健対策強化事業【拡充】

両親学級のオンライン実施やSNSを活用したオンライン相談など、妊産婦等のニーズに応じたアクセスしやすい多様な相談支援を行うとともに、母子保
健に関する記録を電子化することで、妊産婦等の状態を適切に管理するなど、必要な支援が行われるよう体制強化を図る。また、都道府県による成育
医療等に関する協議会の設置や、市町村が実施する各種健診の精度管理などの広域支援の推進等を実施する。

令和５年度当初予算（案）：母子保健医療対策総合支援事業費補助金 6.7億円(5.3億円)

目 的

内 容

◆ 実施主体 ：都道府県、市町村

◆ 補 助 率 ：①国１／２、市町村１／２ ②国１／２、都道府県１／２

◆ 補助単価案：①6,043千円

② (1)2,373千円 (2)10,000千円【拡充】

実施主体・補助率等

【令和４年度創設】
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市町村事業

①母子保健に関するデジタル化・オンライン化等体制強化事業

個々の家庭の状況に応じて、適切な支援を提供できるよう、地域の実情に応じた支援体制等の強化を図る。

（１）両親学級等のオンライン実施 （２）SNSを活用したオンライン相談

（３）母子保健に関するデジタル化（記録の電子化等） （４）各種健診に必要な備品（屈折検査機器等）の整備

（５）その他母子保健対策強化に資する取り組み

都道府県事業

②母子保健に関する都道府県広域支援強化事業【拡充】

(１)成育医療等に関する計画の策定や協議会の設置、ニーズ把握や研修会の実施、普及啓発等の広域支援の実施。

(２)各市町村の健診等の精度管理などの支援

都 道 府 県

協議会
設置 市 町 村関 係 機 関

参加参加

都道府県において、成育医療等に関する協議会の設置するとともに、検討会による検討・決定

なども踏まえ、母子保健（各種健診や産後ケア事業など）に関する広域支援を実施

【協議会の検討内容（例）】

・都道府県、市町村の「成育医療等に関する計画」の策定に関すること
・母子保健事業に関する実施体制の整備や委託先の確保に関すること
・母子保健事業に関する委託内容（契約金額など）の統一化に関すること
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小児を対象とした医薬品の使用環境改善事業

小児に対する医薬品の用法及び用量は、対象患者が少ないなどの理由により治験の実施が困難であり、適切な用法及

び用量に関する情報が少ない。そこで、これまでに得られている情報を収集・整理し、専門家等が参加する検討会で

評価を行い、その結果に基づき、添付文書の改訂や小児に係る用法及び用量設定のための一変申請等を促すとともに、

webサイトに検討会での検討結果を掲載し、必要な情報提供を行う。

⼩児医療情報収集
システム事務局

小児関連学会

文献情報

小児医薬品
適正使用検討会

ウェブサイト情報公開

情報の評価

添付文書
「小児等への投与」

情報追記

公知申請
小児用量設定
一変申請

（未承認薬・適用外薬検討会議）

医療情報・RWD

https://www.ncchd.go.jp/center
/activity/pharma-net/index.html

情報収集・整理

規制情報

参 画

No.53,136
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予防接種実施率について

令和２年度

風しん HPVワ

１期 ２期 １回 ２回 ３回

対象人口（A）
898,175 1,024,677 527,000 527,000 527,000

実施人員（B） 884,437 970,839 83,735 61,266 37,556

実施率（%）
（B）／（A）

98.5％ 94.7％ 15.9％ 11.6％ 7.1％

厚生労働省『地域保健・健康増進事業報告』に基づき算出したもの
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母子保健・児童福祉分野における栄養施策について

少子化社会対策大綱
（令和２年5月29日閣議決定）

○「食育」の普及・促進

【指標】
食育に関心を持っている国民の割合
90%以上

第４次食育推進基本計画
（令和３年４月１日食育推進会議決定）

○妊産婦や乳幼児に対する食育の推進

○保育所等における食育の推進

食育基本法（平成17年法律第63号）

成育医療等基本方針

○成育過程にある者等に対する保健 等

【指標】
・児童・生徒における痩身傾向児・
肥満傾向児の割合、
・朝食を欠食する子どもの割合

健やか親子２１（第２次）

成育基本法（平成30年法律第104号）

⚫調査の実施

「乳幼児栄養調査」

（平成27年）

「乳幼児身体発育調査」

（平成22年）

⚫調査研究事業等の実施

自治体における妊産婦・乳幼児の栄養指導の実施

保育所等児童福祉施設における食育の取組、「児童福祉施設給食関係者研修会」の開催 等

⚫妊娠・出産期、乳幼児期における栄養・食生活支援のガイドライン等の作成

「妊娠前からはじめる妊産婦のための食生活指針」
（令和３年改定）

「児童福祉施設における食事の提供ガイド」

（平成22年）

「授乳・離乳の支援ガイド」
（平成31年改定）

「保育所における食事の提供ガイドライン」
（平成24年）

「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン」
(平成31年改訂）

取組の方向性

基盤整備

取組、普及啓発等の実施

「保育所保育指針」の改定（平成29年）

第３次食育推進基本計画（平成28年）
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背 景

「妊産婦のための食生活指針」改定の概要

○ 妊娠、出産、授乳等に当たっては、妊娠前からの健康なからだづくりや適切な食習慣の形成が重要である。このため、改定後の指針の

対象には妊娠前の女性も含むこととし、名称を「妊娠前からはじめる妊産婦のための食生活指針」とした。

○ 改定後の指針は、妊娠前からの健康づくりや妊産婦に必要とされる食事内容とともに、妊産婦の生活全般、からだや心の健康にも配

慮した、10項目から構成する。

○ 妊娠期における望ましい体重増加量については、「妊娠中の体重増加指導の目安」（令和３年３月８日日本産科婦人科学会）

を参考として提示する。

改定の内容

○ 「妊産婦のための食生活指針」は、妊娠期及び授乳期における望ましい食生活の実現に向けて、平成18年２月に「『健やか親子２

１』推進検討会」で策定された。指針においては、何をどれだけ食べたらよいかをわかりやすくイラストで示した妊産婦のための食事バラン

スガイドや、妊娠期における望ましい体重増加量等を示している。

○ 策定から約15年が経過し、健康や栄養・食生活に関する課題を含む、妊産婦を取り巻く社会状況等が変化していることから、令和元

年度の調査研究事業*の報告等を踏まえ、厚生労働省において指針の改定を行った。

＊令和元（2019）年度「妊産婦のための食生活指針の改定案作成および普及啓発に関する調査研究」（国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 国立健康・栄養研究所）

妊娠中の体重増加指導の目安*

＊関係資料はこちらに掲載しています → https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/boshi-hoken/ninpu-02.html

妊娠前の体格＊＊ BMI 体重増加量指導の目安 (参考) 改定前

低体重 18.5未満 12～15㎏ ９～12㎏

普通体重 18.5以上25.0未満 10～13㎏ ７～12㎏

肥満
（１度）

25.0以上30未満 ７～10㎏
個別対応

(上限５㎏までが目安)肥満
（２度以上）

30以上 個別対応
（上限５㎏までが目安）

* 「増加量を厳格に指導する根拠は必
ずしも十分ではないと認識し，個人差
を考慮したゆるやかな指導を心がける．
」産婦人科診療ガイドライン編 2020
CQ 010より

* * 体格分類は日本肥満学会の肥満
度分類に準じた。
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「早寝早起き朝ごはん」全国協議会
設立：平成１８年４月２４日

会員数：338企業・団体・個人（令和４年２月現在） 【シンボルマーク】

会 長 遠山 敦子 （公益財団法人トヨタ財団顧問、元文部科学大臣）
副会長 隂山 英男 （隂山ラボ代表、教育クリエイター）
〃 川島 隆太 （東北大学加齢医学研究所所長）
〃 金田 淳 （公益社団法人日本PTA全国協議会会長）

※ 「早寝早起き朝ごはん」全国協議会について
○構 成（会員）：PTAや青少年･スポーツ団体、文化関係団体、読書･食育推進団体、経済界など、幅広い関係団体等
○事務局：国立オリンピック記念青少年総合センター内（東京都渋谷区）
○役 員（令和４年12月現在）

〃 田中 壮一郎 (公益財団法人日本進路指導協会理事長)
〃 服部 幸應 （学校法人服部学園 服部栄養専門学校理事長・校長）
〃 茂木 友三郎（キッコーマン株式会社取締役名誉会長・取締役会議長）

顧 問 丸山 登 （公益財団法人上廣倫理財団事務局長）
（※50音順、敬称略）

睡眠や食事など、子供の生活習慣の乱れが、学習意欲、体力、気力の低下の要因として指摘されており、子供が
健やかに成長していくためには、十分な睡眠、バランスのとれた食事、適度な運動など、規則正しい生活習慣を
確立することが必要。

子供の食事、睡眠などの乱れを個々の家庭や子供の問題として見過ごすことなく、社会全体の問題としてとらえ、
企業や地域が一丸となり、子供の健やかな成長を期して、基本的な生活習慣を育成し、生活リズムの向上を
図るための取組を推進し、社会的な機運を醸成するため、国民運動を全国的に展開。

「早寝早起き朝ごはん」国民運動の推進（平成18年度～）

「早寝早起き朝ごはん」国民運動について

文部科学省 連携 独立行政法人
国立青少年教育振興機構
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「早寝早起き朝ごはん」国民運動に関する主な事業

○全国各地で取り組まれている
「早寝早起き朝ごはん」に関する
取組の中で、優れた活動を文部
科学大臣表彰。（平成24年度より
隔年で実施。令和４年度は51の優れ
た活動を表彰。）

表彰式の様子（令和４年度）

普及啓発資料の作成

○基本的な生活習慣の重要性を
伝えるため、子供や保護者向けの
資料を作成し、文科省HPで公表。

優れた活動に対する文部科学大臣表彰

「早寝早起き朝ごはん」フォーラム事業

＜中・高校生等向け＞＜小学生・保護者向け＞

○地域一丸となった生活習慣の重要性
を伝える取組を推進するための機運を醸
成し、「早寝早起き朝ごはん」等の活動を
行っている各種団体等の交流の場を創設。
（令和４年度は２か所で実施） 小学生による発表の様子 生活習慣づくり授業の様子

○中学生の基本的な生活習慣の維持・向上、
定着を図るため、推進校（中学校）を選定し、
効果的な手法等を開発し、調査研究を実施。
（令和４年度は11校で実施）

「早寝早起き朝ごはん」全国フォーラム 「早寝早起き朝ごはん」キャラバン隊教材等の作成・配布

○全国の学校や地域の行事に参加し、
基本的な生活習慣づくりの大切さを伝え
る劇やクイズを実施し、普及・啓発。

○幼児期から規則正しい生活習慣に
ついて楽しみながら理解し、実践しても
らうことを目的に絵本を作成・配布。

○基調講演や事例発表、トークセッション等
を通して、「早寝早起き朝ごはん」についての
関心や理解を深めることを目的に実施。

幼児期向けの絵本 キャラバンの様子事例発表の様子

「早寝早起き朝ごはん」推進校事業

「早寝早起き朝ごはん」全国協議会

独立行政法人国立青少年教育振興機構

文部科学省
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e-ヘルスネット
（ＷＥＢでの機能）

● 生活習慣病予防、健康政策、身体活動・運動、栄養・食生活、休養・こころの健康、歯・口腔の健康、飲酒、

喫煙、健康寿命、感覚器などの10分野について、メタボリック対策等に必要な最新情報をウェブサイト

（http://www.e-healthnet.mhlw.go.jp/）にて提供。

● 情報提供は、最新の科学的知見に基づかなくてはならないため、情報評価委員会で正式決定した情報を掲載

している。

生活習慣病予防のための健康情報サイト

平成２０年度から実施された医療制度改革の一環として定められた特定健診・特定保健指導制度の実施に伴い、国民

の生活習慣への改善を行うために、科学的知見に基づく正しい情報の国民への発信提供を行っている。

情報提供
（最新情報の提供）

国民

情報評価委員会
（専門委員）

保険者・事業者

e-ヘルスネット

厚生労働省
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性に関する指導について
・学校における性に関する指導は、学習指導要領に基づき、児童生徒が性に関して正しく理解し、適切に行動を取れるように
することを目的に実施されており、体育科、保健体育科や特別活動をはじめ、学校教育活動全体を通じて指導することとして
いる。

・指導に当たっては、①児童生徒の発達の段階を踏まえること ②学校全体で共通理解を図ること ③保護者の理解を得るこ
となどに配慮するとともに、④事前に、集団で一律に指導（集団指導）する内容と個々の児童生徒の状況等に応じ個別
に指導（個別指導）する内容を区別しておくなど、計画性をもって実施することが大切である。

●体は思春期になると次第に大人の体に近づき、体つきが変わったり、初経、精通などが
起こったりすること。異性への関心が芽生えること。

小学校

●思春期には、内分泌の働きによって生殖に関わる機能が成熟すること。成熟に伴う変
化に対応した適切な行動が必要となること（射精、月経、性衝動、異性の尊重、性
情報への対処など性に関する適切な態度や行動の選択が必要になることを理解でき
るようにする）。

●妊娠や出産が可能となる観点から、受精・妊娠を取り扱うものとし、妊娠の経過は取
り扱わないものとする。

●後天性免疫不全症候群（エイズ）及び性感染症についても取り扱う。

中学校

●生涯を通じる健康の保持増進や回復には、生涯の各段階の健康課題に応じた自己
の健康管理及び環境づくりが関わっていること（自分の行動への責任感、異性を理
解・尊重する態度、性に関する情報等への適切な対処が必要であることを理解でき
るようにする）（受精、妊娠、出産とそれに伴う健康課題、家族計画の意義や人工
妊娠中絶の心身への影響などについて理解できるようにする）。

●感染症の予防には、個人の取組及び社会的な対策を行う必要があること（エイズ及
び性感染症についても、その原因、及び予防のための個人の行動選択や社会の対策
についても理解できるようにする）。

高等学校

学習指導要領及び解説（体育科、保健体育科）の主な記述

文部科学省の取組

●教育委員会担当者や教員等を対象
に研修等を実施

●妊娠・出産や性感染症等の内容を
含む健康教育に関する教材を作成・
周知

●厚生労働省と連携し、産婦人科医や
助産師等の外部講師を活用すること
について教育委員会へ周知

（参考）

●性に関する指導とともに、子供たちを
性犯罪・性暴力の加害者、被害者、
傍観者にしないための「生命（いのち）
の安全教育」を推進

個別指導の例

個々の児童生徒の状況等に応じて、
●児童生徒からの相談に基づき指導し

たり、
●生徒指導上の問題を抱えている児童
生徒に対して指導したり

するなどの個別指導が行われている。
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SNSの普及等により性に関する様々な情報がある中、男女ともに性や妊娠に関する正しい知識を身につけ、健康管理

を促すプレコンセプションケア（※）を推進するため、からだや性・妊娠などに関する正しい情報や相談窓口などを

紹介する、若者向けの健康相談支援サイト｢スマート保健相談室｣を令和４年３月に公開。文部科学省等関係省庁と

連携して周知。

若者の性や妊娠などの健康相談支援サイト「スマート保健相談室」

掲 載 内 容 の 概 要

1 . 相 談 窓 口

性や妊娠・性被害・性感染症など、

様々な悩みを相談できる窓口を掲載。

2 .  正 し い 知 識 Q & A

からだや性・妊娠などの健康に関する疑問

についての医学的に正しい情報を掲載。

（月経に関する悩み、性行為、避妊、妊娠、

性感染症、女性に多い病気、男性に多い性

の悩み、その他）

3 . イ ン タ ビ ュ ー ・ コ ラ ム

インタビュー記事や専門家のコラムなど、

参考になる情報を掲載。

4 . 関 連 す る 情 報 や 普 及 啓 発 資 材

保護者の方や医療従事者向けのホームページ

など、関連する情報のリンクを掲載。

（※）成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針（令和３年２月閣議決定）においては、
「女性やカップルを対象として、将来の妊娠のための健康管理を促す取組」と定義。

ポ ス タ ー ・ カ ー ド ・ シ ー ル を 活 用 し て の 周 知 に ご 協 力 を お 願 い い た し ま す 。

h t t p s : / / y o u t h . m h l w . g o . j p /
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若者の性や妊娠などの健康相談支援サイト「スマート保健相談室」

スマート保健相談室の「正しい知識Ｑ＆Ａ」において、からだや性・妊娠などの健康に関する疑問についての医学

的に正しい情報を掲載しています。 （具体的には、月経に関する悩み 、 性行為 、 避妊 、 妊娠 、 性感染症 、女

性に多い病気、男性に多い性の悩み、その他）

企 業 ・ 団 体 ・ 自 治 体 ・ 文 部 科 学 省 や 警 察 庁 等 の 関 係 省 庁 に 周 知 の ご 協 力 を い た だ い て お り ま す 。

69

No.69,92,127



若者の性や妊娠などの健康相談支援サイト「スマート保健相談室」

スマート保健相談室の「相談窓口」において、月経や妊娠など性に関連する悩みについて無料で相談できる自治体

の「性と健康の相談センター」を検索できます。具体的には、相談窓口の場所、対応内容、対応可能時間、対応専

門職等を検索できます。
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※詳細は交付要綱等において定める。

◆ 交 付 先 ： 都道府県、政令指定都市、中核市

◆ 対象経費 ： 都道府県等が負担した以下①～③に関する経費

①相談センターの運営費等

（ 人件費（支援員の処遇改善、事務職員の配置、コーディネーター等の配置、24時間対応への取組 等）、広報啓発、関係機関との連携強化、

法的支援、コールセンターとの連携に係る経費、先進的な取組に要する経費（SNS対応、外国語・手話対応 等）、

新型コロナウイルス感染症対策に要する経費、拠点となる病院を有する支援センターに対する取組加算 等）

②被害者の医療費等

（緊急避妊措置、検査費用（妊娠検査、性感染症検査、薬物検査）、カウンセリング費用

他県居住者の被害の支援に係る経費（急性期）、証拠採取キット等の購入に係る経費、人工妊娠中絶に要する経費 等）

③ＡＶ出演被害防止・救済に関する法的支援に要する経費

◆ 交 付 率 ： 対象経費の1/2(「②被害者の医療費等」は1/3 、「③ＡＶ出演被害防止・救済に関する法的支援に要する経費」は全額)

◆ そ の 他 ： 他の国庫補助制度を適用可能な場合は、他制度優先(本制度の優先利用や他制度との二重交付は不可)

性犯罪・性暴力被害者支援のための交付金

目 的

○ 性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターの運営の安定化及び被害者支援機能の強化のため、都道府県等による

支援センターの整備等に係る取組を支援し、被害者支援に係る取組の充実を図る。

予算スキーム

内閣府

都道府県等
① 被害者相談支援運営・機能強化事業

（相談センターの運営費等）
② 医療費等公費負担事業

（被害者の医療費、証拠採取キット等の購入経費等）
③ ＡＶ出演被害防止に係る法的支援事業
※ この事業の地方負担に対しては、普通交付税措置が講じられて
いる。

概 要

交付金

【令和５年度概算決定額 ４．８億円】
（令和４年度予算額 ４．５億円）

性犯罪・性暴力被害者
のための

ワンストップ支援センター
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⚫若年層の性暴力被害予防月間

【期間】毎年４月

【目的】

ＡＶ出演被害、ＪＫビジネス、レイプドラッグの問題、酩酊状態に乗じた性的行為の問題、

ＳＮＳ利用に起因する性被害、セクシュアルハラスメント、痴漢等、若年層の様々な性暴力

被害の予防啓発や性暴力被害に関する相談先の周知、周りからの声掛けの必要性などの啓発

を行い、若年層が性暴力の加害者、被害者、傍観者にならないことの啓発を徹底する。

【実施主体】

内閣府、警察庁、消費者庁、こども家庭庁、総務省、

法務省、文部科学省、厚生労働省

【主な実施事項】
（１）ポスターの作成・配布、インターネット等の

メディアを利用した広報活動

（２）性暴力防止に関する動画の作成

（３）ＳＮＳ等を活用した広報

若年層を対象とした性的な暴力の根絶

＜令和５年度ポスター・リーフレット＞
https://www.gender.go.jp/policy/no_violence/jakunengekkan/index.html

若年層の性暴力
被害予防月間
ホームページ
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令和４年度「女性に対する暴力をなくす運動」の主な取組について

政府では、毎年11月12日から11月25日（女性に対する暴力撤廃国際日）までの２週間、関係団体との連携、協力の下、
女性に対する暴力の問題に関する取組を一層強化するための広報活動を実施。（平成13年６月５日男女共同参画推進本部決定）

潜在化しやすい女性に対する暴力の問題に対し、社会の意識を喚起するとともに、女性の人権尊重のための意識啓発や教育の
充実を図ることにより、暴力を容認しない社会風土を醸成するための啓発を強力に推進する。

今年のテーマは「性暴力を、なくそう」。

○ 啓発物の作成・配布（ポスター・リーフレット・カード・シール・パープルリボンバッジ）

「性暴力をなくす」という社会の意識の醸成と相談窓口の周知を図る啓発物を

全国の自治体、関係機関・団体、公立図書館等に配布。

〇 大臣メッセージ動画の発信

○ 全閣僚による運動期間中のパープルリボンバッジの着用

○ パープル・ライトアップ

東京スカイツリー、迎賓館赤坂離宮などのランドマーク等を女性に

対する暴力の根絶のシンボルカラーである紫色にライトアップする

パープル・ライトアップを全都道府県380か所以上で実施。

○ 企業との連携

賛同企業による、パープルライトアップやSNS等での広報・啓発、

役員等のパープルリバンバッジ着用を依頼。

＜ポスター＞
＜啓発シール＞

＜パープルリボンバッジ＞ ＜啓発カード＞

＜令和４年度ライトアップ写真＞

＜リーフレット＞
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【目的】
若年層に対して教育・啓発の機
会を多く持つ指導的立場にある
方、地方公共団体において若年
層を対象とした女性に対する暴
力の予防啓発事業を担当してい
る行政職員及び若年層を対象と
した女性に対する暴力の予防啓
発事業を行っている民間団体の
方が、効果的な予防啓発手法等
を習得できるようにするためオ
ンライン研修教材を提供します。

【内容】
本研修教材は行政担当職員なら
びに相談員等が、若年層におけ
る女性に対する暴力の予防啓発
について、体系的に学ぶことが
できる研修内容としています。

＜参考＞研修一覧

令和４年度「性暴力、配偶者暴力等被害者支援のためのオンライン研修」
若年層予防啓発研修
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最寄りの配偶者暴力相談支援センターに電話

⇒電話相談・面談・同行支援・保護等

【ＤＶ相談ナビダイヤル】
は れ れ ば

＃８００８

令和２年４月２０日開始

２４時間電話相談

つなぐ はやく

０１２０－２７９－８８９

外国語相談（ＳＮＳ相談）にも対応
１０言語

英、中、韓、スペイン、ポルトガル、タガログ、

タイ、ベトナム、インドネシア、ネパール

同行支援

保護

緊急の宿泊提供
ＳＮＳ相談

内閣府男女共同参画局

※毎日１２時～２２時対応

soudanplus.jp

ＤＶ相談窓口

メール相談

ＷＥＢ面談も実施

※２４時間受付

※２４時間受付
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○性暴力・配偶者暴力被害者等支援交付金（配偶者暴力被害
者等支援事業）

交付先：都道府県・政令指定都市、市町村（特別区含む）

対象経費：都道府県等が負担した、民間シェルター等の
取組を促進するための経費
①受け入れ体制整備 ②専門的・個別支援
③切れ目ない総合的支援

交付率：国３/４

○配偶者暴力相談全国共通番号（#8008）の運用

○配偶者からの暴力（ＤＶ）支援については、新型コロ
ナウイルスの問題に伴い、ＤＶの増加や深刻化が懸念
される中、民間シェルター等の取組や相談体制の充実
がさらに重要になっていますが、財政面、人的基盤等
は厳しい状況にあります。

○「第５次男女共同参画基本計画」及び「女性活躍・男
女共同参画の重点方針2022」において、民間シェル
ター等の取組を支援員の処遇改善等により支援するこ
と、現場のニーズに即した研修を実施し、支援に従事
する関係者の相談対応の質の向上に向けた継続的取組
を促進すること、相談対応体制の更なる充実を図るこ
ととしています。

○このため、ＤＶ被害者等を支援する民間シェルター等
が官民連携の下で行う取組を推進する地方公共団体を
交付金により支援すること等により、相談対応体制の
更なる充実等を図ります。

DV被害者等セーフティネット強化支援事業
令和５年度概算決定額 ３．２億円

（４年度予算額 ３．８億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例
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新たな児童虐待防止対策体制総合強化プランのポイント
（令和４年12月15日児童虐待防止対策に関する関係府省庁連絡会議決定）

「児童虐待防止対策の更なる推進について」（令和４年９月２日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）に基づき、児
童相談所や市町村の体制強化を計画的に進めるとともに、児童虐待防止対策を更に進めていくため、「新たな児童虐待防止
対策体制総合強化プラン」を策定する。

※ 令和４年改正児童福祉法による一時保護開始時の司法審査の令和７年度までの導入を含め、「児童虐待防止対策の更なる推進につ

いて」等を踏まえ、必要に応じ、本プランの見直しを検討する。

増員数令和４年度実績 目標

対象期間：令和５年度から令和８年度まで

　児童福祉司 人程度 → 人程度 ＋ 1,060 人程度

　児童心理司 人程度 → 人程度 ＋ 950 人程度

5,780 6,850

2,350 3,300

＜児童相談所＞

令和５・６年度で

（注）令和４年改正児童福祉法によるこども家庭センターについて、令和６年度の発足に向け、必要な体制等について検討を行う

とともに、令和５年中に設置目標を定める。

（令和６年度）

（令和８年度）

令和５～８年度で
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児童生徒の自殺予防に向けた困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における
対処の仕方を身に付ける等のための教育の推進について（通知）

（平成30年１月23日付け29初児生第38号、社援総発0123第１号）

✓ 近年、自殺者全体の総数は減少傾向にあるが、自殺した児童生徒数は高止まりの状況
✓ SNSを利用し、自殺願望を投稿するなどした高校生等を誘い出し、殺害した事件の発生（座間市における事件）
✓ 「死ぬこと」や「自殺」を明示的に取り上げる自殺予防教育に関し、十分な取組が行われているとは言い難い状況

⇒ 新たな自殺総合対策大綱に定められた「SOSの出し方に関する教育」（※）の推進が重要。
平成30年１月23日、同教育の推進を求める通知を文部科学省・厚生労働省の連名で発出。

以下に掲げる留意事項及び各学校や地域の実情を踏まえつつ、各教科等の授業等の一環として、SOSの出し
方に関する教育を少なくとも年１回実施するなど積極的に推進すること。

１．実施に当たっては、保健師、社会福祉士、民生委員等を活用することも有効であること。
【保健師等を活用するメリット】
① 児童生徒に対して自らが必要に応じて相談相手になり得ることを直接伝えることができる （「いざとなれば私のところに相談に来て」と言える）
② 保護者も含めた世帯単位での支援が可能になる ③ 学校と地域の専門家との間での協力・連携関係の構築につながる

２．実施の際には、「24時間子供SOSダイヤル」や「チャイルドライン」などの相談窓口の周知を行うことが望ましいこと。

３．児童生徒の発達段階に応じた内容とすることが重要であることを踏まえ、各学校の実情に合わせて教材や
授業方法を工夫することが考えられること。

４．SOSの出し方のみならず、心の危機に陥った友人の感情を受け止めて、考えや行動を理解しようとする姿勢
などの傾聴の仕方（SOSの受け止め方）についても教えることが望ましいこと。

５．同教育は、厚生労働省の「地域自殺対策強化事業実施要綱」の「普及啓発事業」や「若年層対策事業」に
該当するとともに、「地域特性重点特化事業」（補助率10/10）にも該当し得るため、積極的に本事業を活用するよう
周知されたいこと。

１ 背景

２ 通知の概要
（※）自殺対策基本法第１７条第３項に定める「困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における

対処の仕方を身に付ける等のための教育」を言う。

78
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児童生徒の自殺予防に向けた困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等
における対処の仕方を身に付ける等のための教育の教材例について

（平成30年8月31日付け文部科学省児童生徒課、厚生労働省自殺対策推進室事務連絡）

✓ 平成30年１月、SOSの出し方に関する教育についての留意事項を示し、各教科等の授業の一環として、少な
くとも年１回実施することなど積極的な推進を依頼する通知を発出。
✓ SOSの出し方に関する更なる教育の一層の推進に資するため、上記の留意事項に加え、各学校でSOSの出
し方に関する教育を行う上で参考となる教材例を周知。

以下の教材例を参考に、各学校において、ＳＯＳの出し方に関する教育の一層の推進に努めていただくこと。

（１） 東京都教育委員会作成教材
○ 子供が、現在起きている危機的状況又は今後起こり得る危機的状況に対応するために、適切な援助希求

行動（身近にいる信頼できる大人にＳＯＳを出す）ができるようにすること、及び身近にいる大人がそれを受
け止め、支援ができるようにすることを目的に、各学校がＳＯＳの出し方に関する教育を推進するための教
材（学習指導案、ワークシート、スライドデータ等）を作成。

（２） 東京都作成教材
○ 子供自身が悩みに対処する方法を知り、困ったときに、大人や専門機関に相談できるようになること、また

、周囲の人の気がかりな変化に気づき、適切な行動（大人へのつなぎ）が取れるようになることをねらいとし
て、小学校６年生及び中学校１年生向けの小冊子を作成（教職員向け解説書も併せて周知）。

（３） 北海道教育委員会作成教材
○ 北海道教育委員会において、平成２９年度いじめ対策・不登校支援等推進事業により、自殺予防教育を進

める際の参考となるよう、「援助希求的態度の育成」、「早期の問題認識（心の健康）」、「ストレス対処スキ
ルの育成」に関するプログラム（指導案やワークシート等）を作成。

１ 背景

２ 通知の概要

79
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【東京都作成】
・「もやもやしたら･･･相談してみようよ！」
（小学６年生向け）
・「一人でなやんでいるあなたへ ＳＯＳを出して
いいんだよ！」（中学１年生向け）

【東京都教育委員会作成】
「ＳＯＳの出し方に関する教育」を推進するための
指導資料

ＳＯＳの出し方に関する教育の教材例について
（児童生徒の自殺予防に向けた困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における対処の
仕方を身に付ける等のための教育の教材例について（平成30年８月31日付け事務連絡）より）

【北海道教育委員会作成】
児童生徒の自殺を予防するためのプログラム
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児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議 審議まとめ【概要】（令和３年６月）

○ コロナ禍における児童生徒の自殺者数は増加傾向（R2:499人）にあり、特に女子高校生の自殺者数は増加（R2:140人）が著しい。

原因・動機としては、「進路に関する悩み（入試に関するものを除く）」、「学業不振」、「親子関係の不和」が例年上位。

○ 今後の課題として、SOSの出し方に関する教育を含む自殺予防教育による援助希求的態度の育成、相談体制等の整備に加え、

ハイリスクな児童生徒の早期発見・対応に資するICTの活用も重要。また、学校現場に限らない背景による自殺に対応するため、

関係機関との連携体制の点検・見直しが重要。

第Ⅰ部 コロナ禍における児童生徒の ・コロナ禍における児童生徒の自殺の現状（自殺者数の推移・背景）と課題の整理。

自殺等に関する課題と対策 ・ 〃 自殺予防等のために早急に講じるべき具体的施策。

第Ⅱ部 SOSの出し方に関する ・児童生徒の自殺予防に関するこれまでの取組の経緯。

教育を含めた自殺予防教育の在り方 ・SOSの出し方に関する教育を含めた自殺予防教育の在り方の整理。

●児童生徒の自殺者数

・令和２年499人に増加。前年(R1:399人)に比べ100人増加。
・特に女子高校生の増加が著しい。80人(R1）→140人(R2）。

●自殺の原因・動機、背景等

・進路に関する悩み(入試に関する悩みを除く)、学業不振、
親子関係の不和が上位３項目。

・家庭環境：家族内葛藤等の家庭環境の不和。
学校環境：息抜きの場所、達成感等が得られる

自分を支える場所などの日常が変化。
・女子の自殺の要因は「病気の悩み・影響」が上位。

※数値については厚生労働省「自殺の統計」を参照。

現状 必要な施策

●心の健康の保持増進に係る教育及び啓発の推進

・SOSの出し方に関する教育を含む自殺予防教育の充実。
・心の健康の保持に必要なマンパワーの確保。

●課題の早期発見・対応等へ向けたICT活用

・ICTを児童生徒の状況を多面的に把握するとともに、
悩みや不安を抱える児童生徒の早期発見・対応に寄与。

●関係機関等の連携体制の構築

・それぞれの関係機関の役割や限界性を理解、
・連携できる体制の在り方を絶えず点検・補強 などに留意。

・SOSの出し方に関する教育を含めた自殺予防教育実施上の留意点を整理。
ー 学校や保護者、地域の関係機関等の「関係者間の合意形成」、教育目標に即した「適切な教育内容」、

「ハイリスクな子供のフォロー アップ」に留意が必要。
ー 下地づくりの教育や児童生徒と教職員との信頼関係の構築や相談しやすい雰囲気づくり・居場所づくりが重要。

追加
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※平成28年4月の通話料無料化及び番号変更に伴い、本ポスターを
全国の学校等に配布

24時間子供ＳＯＳダイヤルについて

子供たちが全国どこからでも夜間・休日を含め
て24時間いじめ等の悩みを相談することができる
よう、全国統一ダイヤルを設置。

統一ダイヤルに電話をすれば、原則として電話
をかけた所在地の教育委員会の相談機関に接続
される。

（なやみいおう）

０ １ ２ ０ － ０ － ７ ８ ３ １ ０

平成19年２月～ 全都道府県及び指定都市教育
委員会で実施開始

平成28年４月～ 通話料無料化

電話番号

概要

経緯

相談員の人件費 ：国で１／３負担
地方自治体で２／３負担

通 話 料 ：国で全額負担

財政措置
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スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー
による教育相談体制の充実

令和5年度予算額 （案 ） 82億円

（前年度予算額 77億円）

スクールカウンセラー等活用事業 スクールソーシャルワーカー活用事業

◆ 義務教育段階の不登校児童生徒数は、平成24年度から9年連続で全体の人数・児童生徒千人当たりの人数ともに増加しており、
様々な課題を抱える児童生徒への早期支援、不登校状態にある児童生徒への手厚い支援に向けた相談体制の充実が必要。

◆ また、社会問題化している昨今の児童虐待相談対応件数の急増等を踏まえ、学校における児童虐待の未然防止・早期発見や、
児童虐待発生時の迅速・的確な対応に向けた相談体制の充実も喫緊の課題。

◆ さらに、「経済財政運営と改革の基本方針2022」等を踏まえ、重大ないじめ・自殺や不登校、ヤングケアラーの早期対応等に向けた
相談体制の充実も課題。

令和５年度予算額（案）：5,889百万円(前年度予算額： 5,581百万円） 令和５年度予算額（案）：2,313百万円(前年度予算額： 2,132百万円）

✓ 児童生徒の心理に関して専門的な知識・経験を有する者

⇒児童の心理に関する支援に従事（学教法施行規則）

✓ 福祉に関して専門的な知識・経験を有する者

⇒児童の福祉に関する支援に従事（学教法施行規則）

✓ 補助割合：国１/３、都道府県・政令指定都市２/３

✓ 実施主体：都道府県・政令指定都市

✓ 補助対象経費：報酬・期末手当、交通費等

✓ 補助割合：国１/３、都道府県・政令指定都市・中核市２/３

✓ 実施主体：都道府県・政令指定都市・中核市

✓ 補助対象経費：報酬・期末手当、交通費等

✓ 全公立小中学校に対する配置（27,500校）

✓ 配置時間：週１回概ね４時間程度
基盤となる配置

✓ 全中学校区に対する配置（10,000中学校区）

✓ 配置時間：週１回３時間

➢ いじめ・不登校対策のための重点配置：2,900校（←2,000校）
いじめ
不登校

虐待
貧困

➢ 虐待対策のための重点配置 ：2,000校（←1,500校）

➢ スーパーバイザーの配置 ：90人

➢ いじめ・不登校対策のための重点配置：3,000校（←2,000校）

➢ 虐待対策のための重点配置 ：2,500校（←2,000校）

➢ スーパーバイザーの配置 ：90人

※不登校特例校や夜間中学への配置を含む

➢ 教育支援センターの機能強化 ：250箇所
※不登校特例校・夜間中学への配置を含む

➢ 教育支援センターの機能強化 ：250箇所

➢ 貧困対策のための重点配置 ：2,300校（←1,900校）
➢ 貧困対策のための重点配置 ：3,500校（←2,900校）

✓ 公認心理師、臨床心理士等 ✓ 社会福祉士、精神保健福祉士等

補助制度

求められる能力・資格

基礎配置に加え、配置時間を週１回３時間加算

⇒重点配置の活用により、週２回や週３回の配置も可能

児童生徒1000人当たりの
不登校児童生徒数（小中）
※単位：人

重
点
配
置
等

質の向上

基礎配置に加え、配置時間を週１回４時間加算

⇒重点配置の活用により、週１回８時間（終日）以上の配置も可能

※ヤングケアラー支援のための配置を含む

10.9
11.712.1

12.6
13.5

14.7

16.9

18.8
20.5

25.7

10

12

14

16

18

20

22

24

26

28

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

上記のほか、自殺予防教育実施の支援を含む

オンライン活用拠点 ➢ オンラインカウンセリング活用のための配置：67箇所（新規） ➢ オンラインを活用した支援のための配置：67箇所（新規）
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ＳＮＳ等を活用した相談事業
令和5年度要求・要望額 65億円の内数

（前年度予算額 56億円の内数）

【イメージ】ＳＮＳ等を活用した相談

ＳＮＳ等スクリーンショット
も送信可能で、ＳＮ
Ｓ上のトラブル等
を正確かつ容易に
伝えることができ

る

教育委員会、
総合教育センター
や民間団体等

で受信

（例）自殺をほのめかす等、命に関わる相談の場合の連絡の流れ

臨床心理士や
ＳＮＳ等上の子供の
気持ちがわかる
若者等が対応

教育委員会等
（福祉部局と共同・連携）

安全を確認

学校

緊急の場合

警察、児童相談所等
と連携し対応

ＳＮＳ等

＜事業概要＞
ＳＮＳ等を活用した相談体制の整備に対する支援（補助事業）

（事業内容）
SNS等を活用した双方向の文字情報等による相談を実施するとともに、相談員の専門

性
を向上させる研修の実施等を支援。令和３年度より、支援の対象を全ての都道府県・指
定都市に拡大。

＜背景＞
○ いじめを含め、様々な悩みを抱える児童生徒に対する相談体制の拡充は、相談に係る
多様な選択肢を用意し、問題の深刻化を未然に防止する観点から喫緊の課題。

○ また、座間市におけるＳＮＳを利用した高校生3人を含む9人の方が殺害された残忍な
事件を受け、ネットを通じて自殺願望を発信する若者が適切な相談相手にアクセスできるよ
う、これまでの取組の見直しが求められている。

○ スマートフォンの普及等に伴い、最近の若年層の用いるコミュニケーション手段においては、
ＳＮＳが圧倒的な割合を占めるようになっている。

（参考）
コミュニケーション系メディアの平均利用時間（令和4年度版情報通信白書（総務省））
[平日1日]（令和3年度）

10代：携帯通話 8.4分、固定通話 0.0分、ネット通話 5.3分、ソーシャルメディア 64.4分、メール利用 19.6分

対象
校種

対象
経費

実施主体
委託先

補助割合

小学校・中学校・高等学校等

報酬、期末手当等

都道府県・指定都市

国：１／３ 都道府県・指定都市：２／３
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○ 様々な子どもの心の問題、被虐待児の心のケアや発達障害に対応するため、都道府県及び指定都市における拠点病院を
中核とし、各医療機関や保健福祉関係機関等と連携した支援体制の構築を図るとともに災害時の子どもの心の支援体制を
構築することを目的とする。

子どもの心の診療ネットワーク事業
令和５年度当初予算（案）：1.2億円（1.2億円）

目 的

（１）子どもの心の診療支援（連携）事業
様々な子どもの心の問題、被虐待児や発達障害の症例に対する医学的支援、関係機関への専門家の派遣等を実施。

（２）子どもの心の診療関係者研修・育成事業
医師、関係専門職の実地研修等、 子どもの心の診療に専門的に携わる医師及び関係専門職の育成、地域の医療

機関職員、保健福祉機関職員に対する講習会を実施。

（３）普及啓発・情報提供事業
子どもの心の診療等に関する普及啓発・情報提供を実施。

＜事業イメージ＞

内 容

◆ 実施主体 ：都道府県、指定都市

◆ 補 助 率 ：国１／２、都道府県・指定都市１／２

◆ 補助単価案：月額 1,458,000円

実施主体・補助率等

【平成20年度創設】

◆ 実施自治体数：2１自治体（2０自治体）

※ 岩手県、群馬県、千葉県、東京都、石川県、山梨県、長野県、 静岡県、三
重県、大阪府、兵庫県、鳥取県、島根県、 岡山県、香川県、高知県、福岡
県、佐賀県、熊本県、沖縄県、札幌市

※ 令和４年度変更交付決定ベース
括弧は令和３年度変更交付決定ベース

事業実績

都道府県等拠点病院

地域の医療機関 地域の諸機関

心の問題を持つ
子どもと家族

保健所、児童相談所、児童福祉施設、
市町村保健センター、療育施設、学校
等教育機関、発達障害者支援センター、
司法機関 など

連 携

連 携 連 携

相 談

支 援 支 援

相 談

相 談支 援



青少年を取り巻く有害環境対策の推進
令和4年度予算額 24百万円

(前年度予算額 25百万円)

青少年のインターネット依存を中心とした各種の依存症等や、インターネットを介した犯罪被害が社会
問題となっている。また、ＧＩＧＡスクール構想推進や新型コロナウイルス感染拡大により社会全体のデ
ジタル化が進展し、青少年がインターネットに接する機会が一層多くなることが見込まれる。
このため、インターネット等の適切な使用やインターネット依存を中心とした各種の依存症等の理解・

予防について、保護者と青少年への啓発等を推進する。

青少年教育施設を活用した
ネット依存対策推進事業

ネットモラルキャラバン隊
●都道府県ＰＴＡと連携し、保護者を対象に全国各地で情
報モラルやネットとのかかわり方、フィルタリングの推進、
家庭でのルール作り等を啓発するシンポジウムを開催。

●全国的な取組としてフォーラムを開催。有識者によるトー
クセッションやパネルディスカッションを実施。各地域にお
ける成果を全国に発信。

ネット対策地域スタートアップ事業 依存症予防教育推進事業

●青少年教育施設を活用し、ネット依存傾向の青少年を対
象とした自然体験や宿泊体験プログラムの実施を通じた
ネット依存対策を推進。

●体験活動等を通じた規則正しい生活の指導。
●メンターによる参加者に付き添った指導。

●自治体等が実施する、情報モラル等に係る啓発活動や
シンポジウムの実施を支援（自治体等に委託）

●各地域においてネット依存やその他の依存症予防に関す
る啓発講座を実施する「依存症予防教室」の開催等を実施
（自治体等に委託）。

●全国的な啓発として「依存症の理解を深めるための普及
啓発シンポジウム」を開催。

（１) 積算 ：①シンポジウム 4,085千円 × 1団体
②フォーラム開催 794千円

（２）委託先：民間団体

（１）積算 ：2,559千円 × 3団体
（２）委託先：民間、地方公共団体

（１）積算 ：1,570千円 × 2地域
（２）委託先：民間、地方公共団体

（１）積算：①シンポジウム 801千円
②依存症予防教室 1,128千円× 5地域

（２）委託対象先：民間、地方公共団体

【委託事業、平成16年度事業開始】
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脊柱側弯症検診に関する調査研究事業

背景・課題

令和4年度予算額 0.1億円

（新規）

⚫ 脊柱（背骨）が横（側方）に
曲がった（ねじれた）状態。

⚫ 進行すると、側弯変形による心
理的ストレスの原因や腰痛や背
部痛、呼吸機能障害、まれに神
経障害を伴うことがある。

⚫ 思春期の女子に多く発症。

脊柱側弯症とは

⚫ 現在、学校の定期健康診断においては、
家庭による保健調査票等の情報を参考
に、学校医が視触診等により検査を行っ
ている。学業を行うのに支障があるような
疾病等が疑われる場合は、医療機関での
検査を勧め、専門医の判定を待つ。

⚫ 一部の自治体では、視触診ではなく、専
用の検査機器を用いた検査を行っている。

学校保健安全法第13条に基づく健康診断における脊柱の検査

学童期及び思春期における保健施策として、
「学童期における側弯症などの疾病を学校健
診で早期に発見し、支援につなげていく環境整
備に向けた検討を行う」としており、学校健康
診断における、より正確な脊柱側弯症検診の
ための仕組みづくり及びその導入は、喫緊の課
題である。

*令和３年２月９日閣議決定

成育医療等の提供に関する施策の
総合的な推進に関する基本的な方針*

事業内容

脊柱側弯症を学校健康診断で早期に発見
し、支援につなげていく環境を整備するため、検
査機器を用いた脊柱側弯症検診の仕組みにつ
いて、調査・実証研究を行う。

また調査・実証研究の結果を踏まえ、全国の
自治体の新規導入の指針となる検査機器を用
いた脊柱側弯症検診の仕組みを構築する。

概要

目的

体制

文部科学省

民間調査研究機関等
（調査・実証研究総括）

業務委託

調査対象・実証実施

◆ 校長・養護教諭
◆ 他の教職員
◆ 学校医

研究協力

◆ 日本医師会
◆ 日本学校保健会
◆ 日本整形外科学会
◆ 日本側弯症学会
◆ 検査機関 等

目的

※自治体は、市区町村単位の参加とする。

委託先
等

委託先 民間調査研究機関

調査対象・実証実
施

２、３自治体程度

主な経費 人件費、諸謝金 等

学校

目的

内容

① 先行導入自治体における仕組み
や成果、課題を調査・整理

② 実証実施自治体を含む全国の未
導入自治体を対象に、今後の導
入希望、その理由を調査・整理

１ 調査研究

市区町村教育委員会

① 構築した仕組み(案)に基づき、実
証実施自治体において、その有効
性を実証

② 実証の結果に基づき、 仕組
み(案)を改善

３ 実証研究

検査機器を用いた脊柱側弯症検診
の効率的な実施方法を検討

２ 仕組み(案)の構築

脊柱側弯症検診に機器を用いた方法を導入しようとする自治体の指針となる仕組みの構築

成果
検査機器を用いた

脊柱側弯症検診の手順

市区町村の教育委員会、学校、市区町村の医師会、
学校医、医療機関、家庭それぞれの役割と連携

検査画像の判定、
受診勧告

⚫ 客観的根拠に基づく、より正確で、
均質な検査の提供

⚫ デジタルデータによる、経年比較、精
密検査機関へのスムーズな連携

⚫ 早期発見・治療による、負担軽減

検査機器を用いた脊柱側弯症
検診の児童生徒等へのメリット
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「障害のある子供の教育支援の手引」 （令和３年６月）の概要

従前からの教育相談・就学先決定のモデルプロセスを一連のプロセス（①事前の相談・支援、②法令に明記された就学先決定の手続き、③就学後の学び場の見直し）
に分けて解説

第１章 就学先決定等の仕組みに関する基本的な考え方

第２章 就学に向けた様々な事前の準備を支援するための活動（①）
・就学手続以前に行う、本人や保護者の就学に向けた準備を支援する活動について解説。

第３章 法令に基づく就学先の具体的な検討と決定プロセス（②）
・下記の観点等について、基本的な考え方を整理。
- 特別支援学級と通級による指導等との関係について
- 市区町村における学びの場の判断に対する、都道府県教育委員会等の指導・助言
・ 障害のある外国人について

・ 障害のある子供一人一人の教育的ニーズを把握し、適切な指導及び必要な支援を図る特別支援教育の理念を実現していくために、早期からの教育相談・支援や、就学後の継続的な
教育相談・支援を含めた「一貫した教育支援」の充実を目指す。その上で、教育的ニーズの変化に応じ、学びの場を柔軟に見直し、一貫した教育支援の中で、就学先となる学校や学び
の場の連続性を実現していくことが重要。

・学校や学びの場の判断について、教育支援委員会等を起点に様々な関係者が多角的、客観的に検討できるようにするために必要な「教育的ニーズ」に係る基本的な
考え方を整理。

・市区町村教育委員会による就学先となる学校や学びの場の総合的判断や決定に向けた、就学先決定等のモデルプロセスを再構築。

・障害種毎に、教育的ニーズを整理する際の視点を具体化し、就学先となる学校や学びの場における提供可能な教育機能と障害の状態等を具体化。

第１編 障害のある子供の教育支援の基本的な考え方

・障害種別に、教育的ニーズを整理するための観点（①障害の状態等、②特別な指導内容、③教育上の合理的配慮を含む必要な支援の内容）を具体的に提示。
・障害種別※に、それぞれの学びの場（通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校）における子供の状態や配慮事項を具体的に提示。

※I. 視覚障害、II. 聴覚障害、III. 知的障害、IV. 肢体不自由、V. 病弱・身体虚弱、VI. 言語障害、VII. 情緒障害、VIII. 自閉症、IX. 学習障害、X. 注意欠陥多動性障
害

ポイント

第２編 就学に関する事前の相談・支援、就学先決定、就学先変更のモデルプロセス

第４章 就学後の学びの場の柔軟な見直しとそのプロセス（③）
・教育的ニーズの変化に応じ、学びの場の柔軟な見直しを行うことについて記載を充実し、
具体的な見直し事例を提示。

第５章 適切な支援を行うにあたって期待されるネットワークの構築

第６章 就学にかかわる関係者に求められるもの
～相談担当者の心構えと求められる専門性～

第３編 障害の状態等に応じた教育的対応

「教育的ニーズ」を整理するための３つの観点（①障害の状態等、②特別な指導内容、③教育上の合理的配慮を含む必要な支援の内容）を示し、市町村教育委員会がそれらを把
握するための具体的な視点や、障害種ごとに把握すべき事項を整理。

※小中学校等の関係者にも、「医療的ケア」の基礎知識を身に付けていただくため、別冊として、「医療的ケア実施支援資料」を作成。
※「個別の教育支援計画」を活用した情報共有や引継ぎがより的確に行われるよう、関連資料として、「個別の教育支援計画」の参考様式を提示。

１．就学に関する新しい支援の方向性 ２．早期からの一貫した支援と、その一過程としての就学期の支援 ３．今日的な障害の捉えと対応

１．当該障害のある子供の教育的ニーズ ２．当該障害のある子供の学校の学びの場と提供可能な教育機能 ３．当該障害の理解

詳細はこちら（文部科学省HP）☞
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障害児保育の概要

実施か所数及び受入児童数

１．財政支援

１ 障害児保育担当職員数２

２．現 状

現 状１

・ 昭和49年度より予算補助事業として、障害児の保育に対応する職員を加配

・ 平成15年度より当該事業を一般財源化し、地方交付税により措置

・ 平成19年度より、対象児童を「特別児童扶養手当支給対象児童」から「軽
度障害児」まで対象を拡大

平成30年度における改善点２

・ 保育所等における障害児の受入及び保育士等の配置の実態を踏まえ、400
億円程度から880億円程度に拡充

・ 包括算定経費（人口より算定）と個別算定経費（保育所在籍児童数より算
定）により交付していたものを、個別算定経費に一本化し、算定方法を受入
障害児数による算定に変更 （令和２年度以降、障害児保育のための加配職員数も反映）

＜H30改善点＞

人
件
費

程度
身体
障害

知的
障害

精神
障害

発達
障害

重度

中度

軽度

物件費

平成19年度拡充部分＜対象の範囲＞

H29：400億円程度

個別算定
（保育所在籍児童数算定）

包括算定
（人口算定）

個別算定

（障害児数算定）

H30：880億円程度

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

13,950 14,493 14,658 15,087 15,429 16,093 16,482 17,595 18,148 
18,947 

19,965

45,369 
48,065 50,788 53,322 56,096 60,174 

64,718 67,796 
73,098 

77,982 
79,260 

：障害児受入保育所数（か所） ：障害児数（人）

※厚生労働省子ども家庭局保育課調べ
※障害児数には、軽度障害児を含む
※障害児保育担当職員は、障害児保育を行うことを主として配置されている職員
※非常勤職員は実人数（常勤換算していないもの）

合 計
常勤職員 非常勤職員

42,852 23,407 19,445

単位：人

（R3.4.1時点）
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【趣 旨】 保育所等において、障害児を受け入れるために必要な改修等や病児保育事業（体調不良児対応型）を実施するために必要な設備の整備等に必要な
費用の一部について支援する。

【実施主体】 市区町村、保育所等を経営する者

【対象事業】
１．基本改善事業（改修等）

①保育所等設置促進等事業（☆）
保育需要が高い地域において、保育所等を設置するため、既存施設の改修等を行う事業

②病児保育事業（体調不良児対応型）設置促進事業（☆）
病児保育事業（体調不良児対応型）の実施に必要な改修等を行う事業

２．環境改善事業（設備整備等）
①障害児受入促進事業（☆）

既存の保育所等において、障害児や医療的ケア児を受け入れるために必要な改修等を行う事業

②分園推進事業（☆）
保育所分園の設置を推進するため、保育所分園に必要な設備の整備等を行う事業

③熱中症対策事業（★）
熱中症対策として、保育所等に冷房設備を設置するための改修等を行う事業

④安全対策事業（★）
安全対策として、睡眠中の事故防止対策に必要な機器の備品の購入等を行う事業

⑤病児保育事業（体調不良児対応型）推進事業（☆）
病児保育事業（体調不良児対応型）を実施するために必要な設備の整備等を行う事業

⑥緊急一時預かり推進事業（☆）
緊急一時預かりを実施するために必要な設備の整備等を行う事業（☆）

⑦放課後児童クラブ閉所時間帯等における乳幼児受入れ支援事業（☆）
放課後児童クラブを行う場所において、放課後児童クラブを開所していない時間等に一時預かり事業を実施するために必要な設備の整備等を行う事業

⑧感染症対策のための改修整備等事業（★）≪新規≫【令和４年度予算、令和３年度補正予算】
新型コロナウイルス感染症等の感染症対策として必要な改修や設備の整備等を行う事業

⑨保育環境向上等事業（★）≪新規≫【令和４年度予算】
保育環境の向上等を図るため、老朽化した備品や、フローリング貼・カーペット敷等の設備の購入や更新及び改修等を行う事業

【補助基準額】 １．基本改善事業 １施設当たり 7,200千円
２．環境改善事業（①～③、⑤、⑧、⑨）１施設当たり 1,029千円

（④） １施設当たり 500千円以内
（⑥、⑦） １施設当たり 32,448千円

【補助割合】 ２④の事業 国:1/2、都道府県・市区町村:1/4、事業者:1/4 ２⑥⑦の事業 国:1/2、市区町村:1/2
それ以外の事業 国:1/3、都道府県:1/3、市区町村:1/3 又は 国:1/3、指定都市・中核市:2/3

保 育 環 境 改 善 等 事 業

（保育対策総合支援事業費補助金 令和３年度予算：４０２億円の内数
→ 令和４年度予算・令和３年度補正予算（※）：４５３億円の内数＋２．０億円（※））

≪運用改善≫

１施設１回限りとされている要件を緩和

制限無し：（☆）の事業

10年間の経過期間を設けた上で制限を撤廃：（★）の事業

90
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○対象者

児童発達支援

91

○事業所数 ○利用者数（国保連令和 年 月実績）4 3 （国保連令和 年 月実績）4 39,797 156,166

■基本報酬（利用定員等に応じた単位設定）

※ 重症心身障害児以外で医療的ケア児を受け入れる場合、医療的ケアスコア及び看護職員の配置状況に応じて、上記より667～2,000単位高い単位となる。

■主な加算

■ 個別サポート加算（Ⅰ）
→ ケアニーズが高い障害児が利用した場合に加算 100単位

■ 個別サポート加算（Ⅱ）
→ 要保護・要支援児童を受入れ、保護者の同意を得て、公

的機関や医師等と連携し支援した場合に加算 125単位

■ 事業所内相談支援加算（Ⅰ）（Ⅱ）
→ 障害児や保護者の相談援助やペアレント・トレーニングを
行った場合に加算

・事業所内相談支援加算（Ⅰ）（個別） 100単位
・事業所内相談支援加算（Ⅱ）（ｸﾞﾙｰﾌﾟ） 80単位

■ 児童指導員等加配加算（利用定員等に応じた単位設定）
→ 基準人員に加え、理学療法士等、保育士、児童指導員等の者を加配した場合に加算

・ 理学療法士・保育士等 22～374単位 ・ 児童指導員等 15～247単位
・ その他従業者（資格要件なし） 11～180単位 （手話通訳者・手話通訳士を含む。）

■ 専門的支援加算（利用定員等に応じた単位設定）
→ 基準人員に加えて、専門的な支援の強化のため、理学療法士等、５年以上児童福祉事業に従事した保育
士又は児童指導員を加配した場合に加算

・ 理学療法士・保育士等 22～374単位 ・ 児童指導員 15～247単位

■ 看護職員加配加算（Ⅰ）（Ⅱ）（利用定員等に応じた単位設定）
→ 重症心身障害児が医療的ケアを必要とするときに看護職員を基準（１人以上）より多く配置した場合に加算

・ １人加配 80～400単位 ・ ２人加配 160～800単位

■ 療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未就学の障害児

○主な人員配置○サービス内容

■ 日常生活における基本的な動作
の指導、知識技能の付与、集団生
活への適応訓練、その他必要な支
援を行う。

○報酬単価（令和３年４月～）

■ 児童発達支援センター以外
・ 児童指導員及び保育士 10:2以上
（令和5年3月31日までは障害福祉サービス経験者を
人員配置に含めることが可能）

※ うち半数以上は児童指導員又は保育士
・ 児童発達支援管理責任者 1人以上

■ 児童発達支援センター
・ 児童指導員及び保育士 ４：１以上
・ 児童指導員 １人以上
・ 保育士 １人以上
・ 児童発達支援管理責任者 １人以上

■ 児童発達支援センター以外
・ 重症心身障害児以外(主に未就学児を受け入れる事業所) 486～885単位
・ 重症心身障害児以外(主に未就学児以外を受け入れる事業所) 404～754単位
・ 重症心身障害児 837～2,098単位

■ 児童発達支援センター
・ 難聴児・重症心身障害児以外 778～1,086単位
・ 難聴児 975～1,384単位
・ 重症心身障害児 924～1,331単位
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○対象者

医療型児童発達支援

92

○事業所数 ○利用者数（国保連令和 年 月実績）4 3 （国保連令和 年 月実績）4 387 1,810

■基本報酬

■主な加算

■ 個別サポート加算（Ⅰ）
→ ケアニーズが高い障害児が利用した場合に加算 100単位

■ 個別サポート加算（Ⅱ）
→ 要保護・要支援児童を受入れ、保護者の同意を得て、公的機関や医
師等と連携し支援した場合に加算 125単位

■ 事業所内相談支援加算（Ⅰ）（Ⅱ）
→ 障害児や保護者の相談援助やペアレント・トレーニングを
行った場合に加算
・事業所内相談支援加算（Ⅰ）（個別） 100単位
・事業所内相談支援加算（Ⅱ）（ｸﾞﾙｰﾌﾟ） 80単位

保育職員加配加算
→ 児童指導員又は保育士を1名加配した場合に加算 50単位

※ 定員21人以上の事業所において2名以上配置した場合は＋22単位

■ 肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医学的管理下での支援が必要と認められた障害児

○主な人員配置○サービス内容

■ 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団
生活への適応訓練、その他必要な支援及び治療を行う。

■ 児童指導員 1人以上
■ 保育士 1人以上
■ 看護職員 １人以上
■ 理学療法士又は作業療法士 １人以上
■ 児童発達支援管理責任者 1人以上

○報酬単価（令和３年４月～）

■ 医療型児童発達支援センター
・ 肢体不自由児 389単位
・ 重症心身障害児 501単位

■ 指定発達支援医療機関
・ 肢体不自由児 338単位
・ 重症心身障害児 450単位
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○対象者

放課後等デイサービス

93

○事業所数 ○利用者数（国保連令和 年 月実績）4 3 （国保連令和 年 月実績）4 317,971 276,793

■基本報酬（利用定員等に応じた単位設定） 注）30分以下の支援は報酬の対象外となる。

※ 重症心身障害児以外で医療的ケア児を受け入れる場合、医療的ケアスコア及び看護職員の配置状況に応じて、上記より667～2,000単位高い単位となる。

■主な加算

■ 個別サポート加算（Ⅰ）
→ ケアニーズが高い障害児が利用した場合に加算 100単位

■ 個別サポート加算（Ⅱ）
→ 要保護・要支援児童を受入れ、保護者の同意を得て、公
的機関や医師等と連携し支援した場合に加算 125単位

■ 事業所内相談支援加算（Ⅰ）（Ⅱ）
→ 障害児や保護者の相談援助やペアレント・トレーニングを
行った場合に加算
・事業所内相談支援加算（Ⅰ）（個別） 100単位
・事業所内相談支援加算（Ⅱ）（ｸﾞﾙｰﾌﾟ） 80単位

■ 児童指導員等加配加算（利用定員等に応じた単位設定）
→ 基準人員に加えて、理学療法士等、保育士、児童指導員等の者を加配した場合に加算
・ 理学療法士・保育士等 75～374単位 ・ 児童指導員等 49～247単位
・ その他従業者（資格要件なし） 36～180単位 （手話通訳者・手話通訳士を含む。）

■ 専門的支援加算（利用定員等に応じた単位設定）
→ 基準人員に加えて、専門的な支援の強化のため、理学療法士等を加配した場合に加算

75～374単位
■ 看護職員加配加算（Ⅰ）（Ⅱ）（利用定員等に応じた単位設定）
→ 重症心身障害児が医療的ケアを必要とするときに看護職員を基準（１人以上）より多く配置
した場合に加算
・ １人加配 133～400単位 ・ ２人加配 266～800単位

■ 学校教育法第1条に規定している学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学しており、授業の終了後又は休業日に支援が必要と認められた障害児

○主な人員配置○サービス内容

■ 授業の終了後又は学校の休業日に、児童発達支援センター
等の施設に通わせ、生活能力向上のために必要な訓練、社会
との交流の促進その他必要な支援を行う。

■ 児童指導員及び保育士 10:2以上
（令和５年３月31日までは障害福祉サービス経験者を人員配置に含めることが可能）

■ 児童発達支援管理責任者 1人以上
■ 管理者

○報酬単価（令和３年４月～）

■ 休業日
・ 重症心身障害児以外 372 ～ 721単位
・ 重症心身障害児 810 ～ 2,038単位

■ 授業終了後
・ 重症心身障害児以外 302 ～ 604単位
・ 重症心身障害児 686 ～ 1,756単位
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○対象者

保育所等訪問支援

94

○事業所数 ○利用者数（国保連令和 年 月実績）4 3 （国保連令和 年 月実績）4 31,086 10,434

■基本報酬

1,035単位

■主な加算

■ 訪問支援員特別加算（679単位）
→ 作業療法士や理学療法士、言語聴覚士、保育士、看護職
員等の専門性の高い職員を配置した場合に加算

■ 初回加算（200単位）
→ 児童発達支援管理責任者が、初回訪問又は初回訪問の
同月に保育所等の訪問先との事前調整やアセスメントに同行
した場合に加算

■ 保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校、認定こども園その他児童が集団生活を営む施設に通う障害児であって、当該施
設を訪問し、専門的な支援が必要と認められた障害児（平成30年度から、乳児院及び児童養護施設に入所している障害児を
対象に追加）。

○人員配置○サービス内容

■ 保育所等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児
童との集団生活への適応のための専門的な支援その他必
要な支援を行う。

■ 訪問支援員
■ 児童発達支援管理責任者 1人以上
■ 管理者

○報酬単価（令和３年４月～）
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○主な人員配置○サービス内容

医療型障害児入所施設

95

○事業所数 ○利用者数（国保連令和 年 月実績）4 3 （国保連令和 年 月実績）4 3198 1,821

■基本報酬

■ 主として自閉症児を入所させる施設 352単位 （有期有目的の支援を行う場合（入所日数に応じた単位を設定） 319～ 420単位）
■ 主として肢体不自由児を入所させる施設 175単位 （有期有目的の支援を行う場合（入所日数に応じた単位を設定） 160～ 206単位）
■ 主として重症心身児を入所させる施設 914単位 （有期有目的の支援を行う場合（入所日数に応じた単位を設定） 825～1,101単位）

■主な加算

■ 自活訓練加算（337単位）
→ 自立に向けた訓練を実施した場合に加算。
同一敷地外に借家等を借りて実施する場合
は448単位を加算。入所中に360日を上限
に実施。

■ 小規模グループケア加算（240単位）
→ 障害児に対して、小規模なグループによる
ケアを行った場合に加算。

■ 強度行動障害児特別支援加算（781単位）
→ 強度行動障害のある障害児に行動障害の軽減を目的として各種の指導・訓練を行った場合に
加算（加算開始から90日以内の期間はさらに700単位を加算）

■ 保育職員配置加算（20単位）
→ 保育士又は児童指導員を人員配置基準以上に手厚く配置している場合に加算

■ ソーシャルワーカー配置加算（40単位）
→ 障害児入所施設への入所や退所（地域への移行、グループホームへの入居、療養介護の利用、
障害者支援施設への入所等）に係る調整を専ら行うため、①社会福祉士又は②障害福祉サービ
ス等に５年以上の従事経験がある者を配置した場合に加算

■ 障害児入所施設又は指定医療機関に入所等をする障害児に対し
て、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与並びに治療を行う。

■ 児童指導員及び保育士
・ 主として自閉症児を入所させる施設 6.7:1以上
・ 主として肢体不自由児を入所させる施設

乳児又は幼児 10:1以上 少年 20:1以上
・ 児童指導員 1人以上
・ 保育士 1人以上

■ 児童発達支援管理責任者 1人以上

○報酬単価（令和３年４月～）
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○対象者

（うち福祉型： 医療型： ） ○利用者数

短期入所

96○事業所数 （国保連令和 年 月実績）4 34,834 （国保連令和 年 月実績）4 340,4074,542 292

居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、障害者支援施設等への短期間の入所が必要な者
■ 福祉型（障害者支援施設等において実施可能）
・ 障害支援区分１以上である障害者又は障害児の障害の程度に応じて厚生労働大臣が定める区分における区分１以上に該当する障害児

■ 福祉型強化（障害者支援施設等において実施可能）（※）
※ 看護職員を常勤で１人以上配置
・ 厚生労働大臣が定める状態に該当する医療的ケアが必要な障害者及び障害児

■ 医療型（病院、診療所、介護老人保健施設、介護医療院において実施可能）（※）
※ 病院、診療所については、法人格を有さない医療機関を含む。また、宿泊を伴わない場合は無床診療所も実施可能
・ 遷延性意識障害児・者、筋萎縮性側索硬化症等の運動ニューロン疾患の分類に属する疾患を有する者及び重症心身障害児・者等

○サービス内容 ○主な人員配置
■ 当該施設に短期間の入所をさせ、入浴、排せつ及び食事の介護
その他の必要な支援

■ 本体施設の利用者とみなした上で、本体施設として必要とされる以上
の職員を配置し、これに応じた報酬単価を設定

■ 併設型・空床型 本体施設の配置基準に準じる
■ 単独型 当該利用日の利用者数に対し６人につき１人

○報酬単価（令和３年４月～）
■基本報酬

福祉型短期入所サービス費
(Ⅰ)～(Ⅳ)
→ 障害者(児)について、障害支
援区分に応じた単位の設定

169単位～903単位

福祉型強化短期入所サービス
費(Ⅰ)～(Ⅳ)
→ 看護職員を配置し、厚生労
働大臣が定める状態に該当する
医療的ケアが必要な障害者(児)
に対し、支援を行う場合

370単位～1,104単位

医療型短期入所サービス費
(Ⅰ)～(Ⅲ)(宿泊を伴う場合)
→ 区分６の気管切開を伴う人
工呼吸器 による呼吸管理を行っ
ている者、重症心身障害児・者
等に対し、支援を行う場合

1,747単位～3,010単位

医療型特定短期入所サービス費
(Ⅰ)～(Ⅲ)(宿泊を伴わない場合)
(Ⅳ)～(Ⅵ)(宿泊のみの場合)
→ 左記と同様の対象者に対し支
援を行う場合

1,266単位～2,835単位

■主な加算

単独型加算（320単位）
→ 併設型・空床型ではない指定短期入所事
業所にて、指定短期入所を行った場合

緊急短期入所受入加算（福祉型180単位、医療型270単位）
→ 空床の確保や緊急時の受入れを行った場合
定員超過特例加算（50単位）
→ 緊急時に定員を超えて受入を行った場合（10日限度で算定）

特別重度支援加算
（610単位／297単位／120単位）
→ 医療ニーズの高い障害児・者に対
しサービスを提供した場合
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かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業

かかりつけ医等の医療従事者

国

専門医等がいる病院

国立精神・神経医療研究センター

【指導者養成研修】（国の研修）・・・令和2年度より改変

・発達障害者支援研修 指導者養成研修パートⅠ～Ⅲ

地
方

専門医等の医療従事者
都道府県・政令市

発達障害児者と家族

連携

・初診の対応

・重篤な症状の場合
専門機関の紹介

・専門的な診療

・症状が落ち着いた
場合のかかりつけ
医の紹介

【事業概要】
発達障害における早期発見・早期支援の重要性に鑑み、最初に相談を受け、又は診療することの多い小児科医などのかかり

つけ医等の医療従事者に対して、発達障害に関する国の研修内容を踏まえた対応力向上研修を実施し、どの地域においても一
定水準の発達障害の診療、対応を可能とし、早期発見・早期支援の推進を図る。

【実施主体】都道府県、指定都市 【補助率】１／２

地域の医療機関、診療所

指導者養成研修

【本事業の補助対象】

かかりつけ医等発達障害対応
力向上研修

No.86



学習指導要領に対応したがん教育の実施

事業概要

⚫平成28年12月に改正されたがん対策基本法第23条では、「国及び地方公共団体は、国民が、
がんに関する知識及びがん患者に関する理解を深めることができるよう、学校教育及び社会教育に
おけるがんに関する教育の推進のために必要な施策を講ずるものとする。」というように、がん教育の
文言が新たに記載された。

⚫平成29年度から令和4年度までの6年間を対象とした第3期がん対策推進基本計画では、がん教
育について、「国は、全国での実施状況を把握した上で、地域の実情に応じて、外部講師の活用
体制を整備し、がん教育の充実に努める。」ことが目標とされている。

⚫平成29年3月に小学校及び中学校、平成30年3月に高等学校の学習指導要領がそれぞれ改
訂され、中学校及び高等学校においては、がんについても取り扱うことを新たに明記され、中学校の
全面実施（令和3年度）・高等学校の年次進行実施（令和4年度）に向け、学習指導要領
の対応を検討する必要がある。

①教員のがんについての知識・理解が不十分
健康については、子供の頃から教育することが重要であり、学校でも健康の保持増進と

疾病の予防という観点からがん教育に取り組んでいるが、教員のがんに関する知識が不
十分であることや外部講師が学校で指導する際の留意点等の認識が不十分である。

②がん教育の全国への普及・啓発が必要
がん教育に対して地域により温度差があるため、全国で実施する新学習指導要領に

対応したがん教育の指導内容を充実させ、全国への普及・啓発を図る必要がある。

③外部講師の活用体制の一層の充実が必要
がん教育における外部講師の活用状況が十分とは言えず、学校が外部講師を活用す

るための体制を充実させる必要がある。

課

題

背

景

学習指導要領を踏まえたがん教育につ
いて、教員や外部講師の質の向上を図る
とともに、各都道府県で行っている先進事
例の紹介等を行い、全国への普及・啓発
を図る。

⚫教員・外部講師に対する実践的ながん
教育研修会の実施

⚫公立以外の国・私立学校も対象とした
がん教育シンポジウムの開催

１ 学習指導要領に対応した
がん教育の普及・啓発

２ 地域の実情に応じたがん教育の実施

委託先 民間事業者等
委託

対象経費
諸謝金、旅費、借損料、
印刷製本費、消耗品費 等

箇所数
単価

70万円/自治体 程度

成 果
⚫本事業により、がんに対する正しい知識、がん患者への正しい
理解及び命の大切さに対する認識の深化を図る。

⚫学習指導要領に対応したがん教育の確実な実
施に向けた、取組の充実を促す。

⚫外部講師の積極的な活用を
図るため体制を整備する。

全国でがん教育を確実に実施するため、そ
れぞれの地域の実情に応じた取組を支援する
とともに、がん診療連携拠点病院等と連携し、
がん専門医、がん経験者等の外部講師を活
用したがん教育の取組を支援する。

⚫がん教育に関する教材の作成・配布

⚫外部講師によるがん教育の実施

⚫外部講師名簿作成、活用体制の整備

民間事業者等
（事務局）

都道府県等

文部科学省

①業務委託

②事業計画提出
④報告書提出

③旅費・謝金等事務局で
負担（上限あり）

事業スキーム
都道府県等における取組

• 外部講師の派遣

• 外部講師を活用した
授業研究会

• 教職員・外部講師を
対象とした研修会

• 各学校での外部講師
を活用したがん教育

がん教育総合支援事業
令和4年度予算額 0.3億円

(前年度予算額 0.3億円)
No.90,128



社会全体としての国民運動へ

○企業・団体・自治体への参画の呼びかけ
○社員・住民の健康づくりのためのリーフレットやポスターの提供
○大臣表彰「健康寿命をのばそう！アワード」
○「健康寿命をのばそう！サロン」による参画団体の交流と好事例の横展開
○「いきいき健康大使」による、各種イベントでの健康づくりの呼びかけ

厚 生 労 働 省

社内啓発や消費者への啓発活動に利用するロゴマー
クの使用（パンフレットやホームページなど）

→ 企業等の社会貢献と広報効果

社員・住民の健康づくり、禁煙や受動喫煙防止の
呼びかけ、検診・健診促進のためのポスター等に
よる啓発 → 社員・住民の健康意識の向上・促進

＜事業イメージ＞

・フィットネスクラブ
・食品会社

等

・メディア
・外食産業

企業・団体

自治体＜健康寿命をのばそう！アワードトロフィー＞

○背景：高齢化の進展及び疾病構造の変化を踏まえ、特定健診等により生活習慣病等を始めとした疾病を予
防・早期に発見することで、国民の健康寿命の延伸と健康格差の縮小を図り、健やかで心豊かに生活
できる活力ある社会を実現することが重要である。

○目標：「適度な運動」「適切な食生活」「禁煙」「健診・検診の受診」をテーマに、健康づくりに取り組む
企業・団体・自治体を支援する「スマート・ライフ・プロジェクト」を推進。個人や企業の「健康意
識」及び「動機付け」の醸成・向上を図り、社会全体としての国民運動へ発展させる。

国民や企業への健康づくりに関する新たなアプローチ

＜スマート・ライフ・プロジェクト＞ 参画団体数 6,853団体 (R4.3.31現在)

No. 92



女性の健康週間（3月1日～8日）

⚫ 女性の健康に関する知識の向上と、女性を取り巻く健康課題に対する社会的関心の喚起を図り、「女性の健康週間」を通じて女
性の健康づくりを国民運動とし、国及び地方公共団体、関係団体等社会全体が一体となって、各種の啓発事業及び行事等を展
開することで、女性が生涯を通じて健康で明るく、充実した日々を自立して過ごすことを総合的に支援しています。厚生労働省では、
例年「女性の健康週間」に合わせてイベント等を実施しています。

• 女性の健康週間特設ホームページ 「知ろう！つくろう！女性の健康～みんなで学ぼう 生理について～」

• 三原副大臣及び宇賀なつみさんによる女性の健康週間の紹介動画

• 専門家による「月経」、「女性の健康づくりに関する男女の教育・支援」に関する情報提供

令和２年度

• 女性健康週間特設ホームページ 「Women’s Health Japan Update 2020－女性の健康支援に必要なこととは－」

• ホームページを通じて、自治体と職場、雇用側と働き手、若年者向け支援と高齢者向け支援など、様々な立場や視点から、

女性の健康支援のあり方に関して情報提供や提案を行う。

令和元年度

• 「健やか女性活躍フォーラム - Begin toward -」（平成31年3月3日、対面イベント）

－「人生100年時代の女性の健康戦略」をテーマとした基調講演や、各団体の取組発表、パネルディスカッション

• 「女性の健康週間イベント」（平成31年3月4日、対面イベント）

－ 「今、求められる女性の健康への取り組みについて」、「今、企業に求められる女性の休養へのアプローチについて」をテーマに

講演やパネルディスカッションを開催。

平成3 0年度

• 女性の健康週間特設ホームページ 「みんなで知ろう。婦人科のこと」

• 「生理痛」や「更年期障害」など、女性の健康課題に関する情報提供やセルフチェック、婦人科への受診勧奨を行う。

• 家庭、職場などにおける支援や、男性の立場からの支援についても普及啓発。

令和３年度

100
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新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業

101

◼ がん検診受診率向上に効果の大きい個別の受診勧奨・再勧奨を実施するとともに、子宮頸がん検診・乳がん検診の初年度
対象者にクーポン券を配布する。また、精密検査未受診者に対する受診再勧奨にも取り組む。

※がん検診受診率向上施策ハンドブック（厚生労働省）より

（受診勧奨の効果の事例）

がんの早期発見・がんによる死亡者の減少

１．個別の受診勧奨・再勧奨
子宮頸がん、乳がん、胃がん、肺がん、大腸がん検診について、郵送や電話などによ

る個別の受診勧奨・ 再勧奨を行う（注）とともに、かかりつけ医を通じた個別の受診
勧奨・再勧奨にも取り組む。

注）個別受診勧奨・再勧奨の対象と受診間隔
子宮頸がん検診：20～69歳の女性 ２年に１回
乳がん検診：40～69歳の女性 ２年に１回
胃がん検診：50～69歳の男女 ２年に１回

（胃部エックス線検査は40歳以上も可 年１回）
肺がん検診：40～69歳の男女 年１回
大腸がん検診：40～69歳の男女 年１回

２．子宮頸がん検診・乳がん検診のクーポン券などの配布
子宮頸がん検診・乳がん検診の初年度の受診対象者（子宮頸がん検診：20歳、乳がん
検診：40歳）に対して、クーポン券と検診手帳を配付する。

３．精密検査未受診者に対する受診再勧奨
子宮頸がん、乳がん、胃がん、肺がん、大腸がん検診の精密検査未受診者に対して、

郵送や電話などによる個別の受診再勧奨を行う。

実施主体：市区町村 補助率：1/2

事業の概要

No.94,132



不妊治療の保険適用

102

（一般不妊治療に係る医療技術等の評価）
➢ 一般不妊治療管理料
➢ 人工授精

➢ 令和４年度より不妊治療を保険適用とした。子どもを持ちたいという方々に対して有効で安全な不
妊治療を提供する観点から、医療保険で不妊治療に係る医療技術等を評価。

一般不妊治療に係る評価の新設

（生殖補助医療に係る医療技術等の評価）
➢ 生殖補助医療管理料
➢ 採卵術
➢ 抗ミュラー管ホルモン（ＡＭＨ）
➢ 体外受精・顕微授精管理料

➢ 卵子調整加算

➢ 受精卵・胚培養管理料
➢ 胚凍結保存管理料
➢ 胚移植術

➢ アシステッドハッチング
➢ 高濃度ヒアルロン酸含有培養液を用いた前処置

（男性不妊治療に係る医療技術等の評価）
➢ Ｙ染色体微小欠失検査
➢ 精巣内精子採取術

生殖補助医療に係る評価の新設

No.95



医 療 的 ケ ア 児 保 育 支 援 事 業

事業内容

○ 保育所等において医療的ケア児の受入れを可能とするための体制を整備し、医療的ケア児の地域生活支援の向上を図る。

○ また、医療的ケアに関する技能及び経験を有した者（医療的ケア児保育支援者）を配置し、管内の保育所への医療的ケアに関する支援・助
言や、喀痰吸引等研修の受講等を勧奨するほか、市区町村等において医療的ケア児の受入れ等に関するガイドラインを策定することで、安
定・継続した医療的ケア児への支援体制を構築する。

○基本分単価
① 看護師等の配置 １施設当たり 5,290千円
（２名以上の医療的ケア児の受け入れが見込まれる保育所等において、看
護師等を複数配置している場合、5,290千円を加算）≪拡充≫

○加算分単価
② 研修の受講支援 １施設当たり 300千円
③ 補助者の配置 １施設当たり 2,170千円
④ 医療的ケア保育支援者の配置 １市区町村当たり 2,170千円

（喀痰吸引等研修を受講した保育士が担う場合、130千円を加算）
⑤ ガイドラインの策定 １市区町村当たり 560千円
⑥ 検討会の設置 １市区町村当たり 360千円

実施主体・補助割合≪拡充≫・事業実績

○実施主体 都道府県、市区町村

○補助率
国：１/２、都道府県・指定都市・中核市：１/２
国：１/２、都道府県：１/４、市区町村：１/４

※医療的ケア児の受入体制に関する以下の要件を満たす整備計画書を策定
する自治体については補助率を嵩上げ ≪拡充≫
・３年後の医療的ケア児の保育ニーズ（見込み）に対して、受入予定の医
療的ケア児人数（見込み）が上回ること。
国：２/３、都道府県・指定都市・中核市：１/３
国：２/３、都道府県：１/６、市区町村：１/６

○事業実施
R2（公募ベース）：109自治体（171か所）

＜基幹施設＞

医療的ケア児保育支援者

保育所（医ケ
ア児受入施
設）

保育所

＜管内保育所等＞

看護師等

助
言
・
支
援
等

看護師等の配置や医療的ケ
ア児保育支援者の支援を受け
ながら、保育士の研修受講等
を行い、医療的ケア児を受入
れ。

モデル事業を実施し
てノウハウを蓄積した
施設等が、市町村内の
基幹施設として、管内
保育所の医療的ケアに
関する支援を行うとと
もに、医療的要因や障
害の程度が高い児童の
対応を行う。

事業イメージ

看護師等の配置

体制整備等

検討会の設置やガイドライ
ンの策定により、医療的ケア
児の受入れについての検討や
関係機関との連絡体制の構築、
施設や保護者との調整等の体
制整備を実施。

＜自治体＞

検討会の
設置

ガイドライン
の策定

補助基準額≪拡充≫

（保育対策総合支援事業費補助金 令和３年度予算：４０２億円の内数 → 令和４年度予算：４５３億円の内数）
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医療的ケア児等総合支援事業（地域生活支援促進事業）

【事業内容】
「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」に基づく医療的ケア児支援センターの設置（医療的ケア児コーディネーターの

配置）により、医療的ケア児とその家族からの相談を受け、適切な支援に繋げるための支援を行うとともに、地方自治体における協議の場
の設置や医療的ケア児に係る支援者の養成研修、医療的ケア児やその家族の日中の居場所作りや活動の支援等を総合的に実施する。

【実施主体】都道府県・市町村

地方自治体における
医療的ケア児等の協議の場の設置

医療的ケア児支援センターへの医療的
ケア児等コーディネーターの配置等

医療的ケア児等コーディネーター
医療的ケア児等支援者（喀痰吸引
含む）の養成研修

障害児通所支援施設 保育園・幼稚園

併行通園の促進

• 事業所からの付き添いなどのバックアップ
• 適切な情報交換

医療的ケアのある子どもとその家族

• 医療的ケア児支援センター等への医療的ケア
児等コーディネーターの配置

• コーディネーター間や相談支援専門員との情
報交換や症例検討の場の設置

• 移行期（NICUから在宅生活への移行、学校
生活への移行、成人期への移行等）における
重点的な相談体制の整備 等

医療的ケア児等とその家族への支援

きょうだい児への支援家族のレスパイト

その他、障害福祉サービス等
と重複しない支援

✓ 地方自治体において、医療的ケア児等とその家族への支援体制の強化
✓ 障害福祉サービスでは実施が難しいニーズに対する支援
✓ 地域に障害福祉サービス等の実施事業所がなくても地方自治体による

支援の実現が可能

医療的ケア児等に対応する看護職員
確保のための体制構築

• 看護職員に対する医療的ケアに関する研修
• 就業先とのマッチング 等

障害児通所支援施設
看護職員への研修

令和４年度拡充

• 保健、医療、福祉、教育、子育て等の各分野の関
係機関及び当事者団体等から構成される協議の
場の設置

• 現状分析のための、医療的ケア児数の把握・ニーズ
調査の実施

• 医療的ケア児のご家庭向けの情報提供（HP,ガイ
ドブックの作成） 等

令和４年度予算額（令和３年度予算額）：４．０億円（２．２億円）
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・女性のスポーツ実施率は男性と比べて低く、体力・運動能力調査においても30-40代では近年低下傾向が続いている。

・女性は骨量が最大となる16歳までのスポーツ未実施は、中高年期の骨粗鬆症の発症リスクを高めるとともに、「食べない」「動かない」ことによる「
痩せ」は将来の糖尿病等の健康リスクを高めることが指摘されている。

・このため、女性特有の健康課題への理解を進めるとともに、日常生活の中で手軽に取り組めるスポーツ等の情報を提供することで、生涯にわた
って健康に過ごすための情報を提供するページを作成し、普及啓発を推進。

・また、女性のスポーツ実施に係る環境整備等に関する調査研究を実施。

女性のスポーツ参加促進に向けた取組

楽しさから自然と体が動き出す！
オリジナルダンス「Like a Parade]

手軽にできる！ながらでできる！？
Myスポーツプログラム

令和元年度の女性のスポーツ参加促進事業でオリジナ
ルダンス「Like a Parade」を制作。一人でもみんなでも楽
しめる、思わず踊りたくなるダンスをホームページやSNS
等で発信。「バブリーダンス」を生み出したakaneさんが
振付を担当。

平成30年度に制作した「Mス

ポーツのすすめ」「マイスポー
ツプログラム」を、令和2年度

に武蔵野美術大学とのコラボ
で改訂。イラストを挿入しより
わかりやすい解説。自分のラ
イフスタイルに合わせて、ホー
ムページや等で発信。

女性の健康とスポーツに関する
参考資料の紹介

女性の体とスポーツ
に関する参考資料を
照会。アスリートだけ
でなく、一般の女性
や保護者、指導者の
方にも読んでいただ
きたい資料を掲載。

【女性のスポーツ参加サポートページ】

【スポーツ庁ホームページ】 【メールマガジンDEPORTARE】 【スポーツ庁SNS】

女性のニーズに合わせたスポーツメニューの
提案や、女性の体とスポーツについての情報を
掲載。新着情報を毎月更新するとともに、メー
ルマガジンやSNS等でも、発信することにより、
若年期女性のスポーツ参画への気付きに効果的
なプロモーションを実施。

スポーツ庁ホームページ内

普及啓発

Sport in Life推進プロジェクト 「スポーツ実施率の向上に向けた総合研究事業（スポーツによる社会課題解決推進のための
政策に資する研究）」において、女性のスポーツ実施促進に係る環境整備等に関する研究を実施。

※女性のスポーツ実施促進を図るため、女性のライフサイクルに応じた環境整備等に係る課題を整理するとともに、女性のスポーツと健康への影
響に関する最新の知見を整理し、スポーツの効果や実施時の留意点等に関するコンテンツを作成し、その活用や女性のスポーツ実施促進のため
の方策を検討（R４年度～）

調査研究
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健康日本21(第二次 ) 身体活動・運動分野に関する目標項目

項 目 現 状 (2010年) 目 標 (2022年) 目標の根拠

日常生活における
歩数

20歳～64歳

男性

7,841歩

女性

6,883歩

65歳以上

男性

5,628歩

女性

4,584歩

20歳～64歳

男性

9,000歩

女性

8,500歩

65歳以上

男性

7,000歩

女性

6,000歩

1日1500歩の増加は、

NCD発症及び死亡リスクの
約2%減少に相当し、血圧
1.5mmHg減少につながる。

（＋約1,500歩）

運動習慣者の
割合

※１回３０ 分以上の運動を
週２回以上実施し、１年以上
継続している者

20歳～64歳

男性

26.3%

女性

22.9%

65歳以上

男性

47.6%

女性

37.6%

20歳～64歳

男性

36%

女性

33%

65歳以上

男性

58%

女性

48%

運動実施者の割合を現状

から10%増加させると、国
民全体のNCD発症・死亡リ
スクの約1%減少が期待で
きる。

（＋10%）
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健康づくりのための身体活動基準2013

血糖・血圧・脂質に
関する状況 身体活動（＝生活活動※１ ＋運動※２） 運動 体力

(うち全身持久力)

健
診
結
果
が
基
準
範
囲
内

65歳以上 強度を問わず、身体活動を
毎日40分（＝10メッツ・時／週）

― ―

18～64歳
3メッツ以上の強度の身体活動を

（歩行又はそれと同等以上）

毎日60分（＝23メッツ・時／週）

3メッツ以上の強度の運動を
（息が弾み汗をかく程度）

毎週60分（＝4メッツ・時／週）

性・年代別に示した
強度での運動を約3分

継続可

18歳未満
―

【参考】 幼児期運動指針：「毎日60分以上、
楽しく体を動かすことが望ましい」

― ―

血糖・血圧・脂質の
いずれかが

保健指導レベルの者

医療機関にかかっておらず、「身体活動のリスクに関するスクリーニングシート」でリスクがないことを確認でき
れば、対象者が運動開始前・実施中に自ら体調確認ができるよう支援した上で、保健指導の一環としての運動指導
を積極的に行う。

リスク重複者
又は受診勧奨者

生活習慣病患者が積極的に運動をする際には、安全面での配慮が特に重要になるので、かかりつけの医師に相談す
る。

世代共通の
方向性

今
よ
り
少
し
で
も
増
や
す

（
例
え
ば1

0

分
多
く
歩
く
）

運
動
習
慣
を
も
つ
よ
う
に
す
る

（3
0

分
以
上
の
運
動
を
週
２
日
以
上
）

世代共通の
方向性

ライフステージに応じた健康づくりのための身体活動（生活活動・運動）を推進することで
健康日本21（第二次）の推進に資するよう、「健康づくりのための運動基準2006」を改定し、

「健康づくりのための身体活動基準2013」を策定した。

※１ 生活活動：日常生活における労働、家事、通勤・通学などの身体活動。
※２ 運動：スポーツなど、特に体力の維持・向上を目的として計画的・意図的に実施し、継続性のある身体活動。
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女性アスリートの育成・支援プロジェクト

事業内容

令和4年度予算額 200,000 千円

（前年度予算額 195,884 千円）

ジュニア層を含む女性アスリートが健康にハイパフォーマンススポーツを継続できる環境を整備するために、女性が抱える健康課題等を解決するための実践プログラム
や、医・科学サポート等を活用した支援プログラムなどを実施する。また、女性の視点とアスリートとしての高い技術・経験を兼ね備えた女性エリートコーチを育成するプ
ログラムを実施する。

女性アスリートの課題解決型実践プログラム【新規】

女性エリートコーチ育成プログラム

女性アスリート支援プログラム

女性アスリートが抱える健康課題等に関する調査研究や支援プログラム等の成果
や知見を、実際に強化現場などで使用できるよう、競技特性や各種課題に対応した
ものとして整理したマニュアルやプログラムを作成するとともに、それらを用いた実践的な
事業を実施する。

（プログラムの例）
・女性に多い傷害や健康課題に関する論文や研究結果を踏まえ、競技特性に応
じた傷害予防プログラムを策定し、モデルケースとして実業団チームなどで実践を行
う。

・中高生を対象とした健康課題の解決に向けたプログラムを策定・実施する。
・心理士や栄養士が連携した食事改善プログラムを策定し、部活動等で実践を行
う。

身体的・心理的な課題を抱えている女性のトップアスリートを対象に、婦人科医や専
門家が連携した相談体制を整備する。また、女性アスリートが心身ともに健康に競技
活動が継続できるよう産前産後の競技復帰に向けたトレーニングサポートや育児サポー
ト等の支援プログラムを実施する。加えて、誰もが女性アスリート支援に関する情報にア
クセスできるよう情報や知見をまとめたプラットフォームの構築に取り組む。

女性の視点とアスリートとしての高い技術や経験を兼ね備えた女性エリートコーチを育
成するため、強化現場での実践経験やコーチングスキルを習得するための学習機会を提
供する育成プログラムを策定・実施する。

女性アスリートが健康に競技を継続でき、
安心して競技に打ち込むことができる環
境が整備されることにより、女性アスリート
の心身の健康保持、スポーツを通じた女
性の活躍促進

●競技の継続において、健康課題や出産が障壁と感じない
女性アスリート（強化指定選手）の増加

●ナショナルチームで指導する女性コーチの割合が向上
（30％）

●全ての女性アスリートの健康課題に対して、配慮して行わ
れる指導の割合が向上

●全ての都道府県において女性アスリート支援の取組が行
われる

●産前産後期のトレーニング指導等の医・科学サ
ポート事例の蓄積

●サポート事例を中央競技団体（NF）へ展開
●女性エリートコーチ育成事業受講者の増加
●パラ競技に特化したコーチ育成プログラムの策定
●年代別・競技別マニュアルの策定
●中高学校部活動における指導の実態把握
●女性アスリート支援情報の一元化・提供

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

○ 第2期スポーツ基本計画において、スポーツを通じた女性の活躍促進として、女性トップアスリートの競技力向上を支援することが謳われており、女性アスリートが
競技力向上を図りながら健康に競技を継続できる環境整備や、競技引退後も活躍できるような支援の充実が求められている。

○ 本プロジェクトでは、平成25年度より女性アスリートが抱える課題解決に向けた調査研究や支援に取組んできており、これまでの成果や知見の強化現場への還
元が課題である。

背景・課題
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「学校・教育委員会等向け虐待対応の手引き」の概要

○ 「「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」の更なる徹底・強化について」（平成31年2月8日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議）、「児童虐待防止対策の抜
本的強化について」（平成31年3月19日児童虐待防止対策に関する関係閣僚会議）を踏まえ、学校・教育委員会等が児童虐待の対応に留意すべき事項をまとめたマニュアルを作成。

１．虐待とは ２．虐待が及ぼす子供への影響
３．学校、教職員等の役割、責務

・虐待の早期発見、早期対応や、関係機関（児童相談所、市町村（虐待対応担当窓口）、警察）との速やかな連携、通告元の情報不開示など、学校や教職員
が求められる具体的な役割を解説

・関係機関である児童相談所、市町村、警察の役割を解説
４．教育委員会等設置者の役割：教育委員会等設置者が行うべき体制強化や研修等の充実

【 基礎編 】

１．通告までの流れ
・発生予防としての幼児児童生徒への相談窓口周知や保護者への啓発 ・子供や保護者から聞き取りをする場合の留意事項
・教職員による日頃からの観察、DV問題家庭への留意、虐待による外傷の具体的解説、関係機関への報告様式等を提示
・教員個人ではなく学校組織としての早期の対応や関係機関との連携など、チームとしての対応の必要性を解説

２．通告の判断に当って：学校は守秘義務違反や刑事上の責任を気にしてためらうことなく通告することが重要
３．通告の仕方

・市町村、児童相談所、警察への通告等の判断、通告等の方法と教育委員会等への連絡
※性的虐待について、その特徴や心身の健康への影響、対応方法を解説

【 対応編１ 日頃の観察から通告まで 】

１．通告後の対応
・通告後48時間以内の児童相談所の「安全確認」や「情報収集」に対する協力
・一時保護所に保護された子供の通学・通園の留意点、一時保護解除後の留意点、長期欠席状況の把握、施設入所時の連携等

２．要保護児童等への対応
・要保護児童対策地域協議会への参画や進行管理台帳に登録された子供の出欠状況等の情報提供
・７以上欠席した場合には速やかに関係機関に情報提供

【 対応編２ 通告後の対応 】

１．虐待を受けた子供への関わり：虐待を受けた子供への心のケアとして、学校で安心して過ごせるような配慮のポイント
２．保護者への対応

・保護者の要求や相談に対し、学校はチームで対応する。「親権」を理由にした威圧的、拒絶的な態度に対しても毅然とした対応が重要。
学校は組織的な対応や教育委員会への連絡、関係機関との連携による対応を行う。

・子供を就学させないといった事態にも就学義務違反対応として教育委員会との連携を行う。
・学校、教育委員会等は、保護者から虐待認知の端緒や経緯の開示請求があっても漏らしてはならない。
個人情報保護条例等に基づく請求であっても、子供の生命を守る上での支障とならないかなど慎重に検討する。

３．転校・進学時の学校間の情報の引継ぎ：転居の情報は関係機関と共有し、学校間の確実な引継ぎを行う。

【 対応編３ 子供・保護者との関わり方、転校・進学時の対応 】

No.112



地域における家庭教育支援基盤構築事業
（「学校を核とした地域力強化プラン」事業）

背景・課題

事業内容

令和5年度予算額（案） 75百万円

（前年度予算額 75百万円）

①地域の実情に応じた家庭教育支援の促進［66百万］
地域において人材の発掘・リーダーの養成等により家庭教育支援チームを組織化し、
保護者への学習機会や情報の提供等を実施。 → R５：1,000チーム

②個別の支援が必要な家庭への対応強化
①に加えて、特に個別の支援が必要な家庭に対し、地域から孤立しないよう、
専門人材も活用し、個々の状況に寄り添いながら、
●相談対応や情報提供を実施。［7百万］ → R５：100チーム
●地域人材の資質向上のための研修の実施。［2百万］→ R５：129チーム

インパクト（国民・社会への影響）

・ 家庭・学校・地域の連携・協力の下、社会全体で
子供たちの健やかな育ちを支える環境を構築。

・ 保護者の子育て環境に子供たちの育ちが左右される
ことがなくなり、不登校・児童虐待の減少、少子化の
改善へ。

アウトカム（成果目標）

保護者の不安や課題等への早期対応が可能になり、
身近な地域に子育ての悩みを相談できる人がいる
保護者の割合が改善する。（R３:29.9％）

アウトプット（活動目標）

・ 家庭教育支援チームを
1,000チーム設置。

・チームの半数がアウトリーチ型支
援
を実施。

【補助率】

⚫ 事業開始：平成27年度～

国 1/3

都道府県 1/3

市町村 1/3

児童福祉法に基づく対
応

＜子育て家庭＞＜家庭教育支援チーム＞

学びの場や
情報の提供等

アウトリーチ
型支援

家庭教育・子育てに
関心がある家庭

個別の支援が
必要な家庭

福祉的な対応
が必要な家庭

○子供の学びや育ちを家庭を含めた社会全体で支援することが求められる。

○約7割の保護者が子育てに悩みや不安を抱えている

○地域において子育ての悩みを相談できる人がいる保護者は約3割

○不登校の増加(約13万人)、家庭の孤立化による児童虐待(約20万件)のリスク増

①身近な地域において保護者の悩み・不安を解消できる家庭教育支援チームを構築する必要がある。

②家庭教育支援チームにおいて、３～４割がアウトリーチ型支援を実施しているが、

人材の確保が課題となっている。

学校・教育委員会と
連携しつつ、地域の
多様な人材（※）を

活用して実施

※元教員、社会教育関
係者、子育て経験者

等
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（単位：市町村）

※各年度４月１日時点（27年度は28年２月１日時点）。23年度については、東日本大震災の被災地である岩手県、宮城県及び福島県を除く。
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１．要保護児童対策地域協議会の設置状況

２．要保護児童対策地域協議会の設置率の推移

協議会の法定化
平成16年児童福祉法改正（平成17年施行）

協議会設置の努力義務化
平成19年児童福祉法改正（平成20年施行）

要保護児童対策地域協議会の設置状況の推移

113

年度 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H27 H28 H29 H30 R1 R2

市町村数 111 598 1,193 1,532 1,663 1,673 1,587 1,714 1,722 1,726 1,727 1,735 1,736 1,738 1,738

割 合 4.6% 32.4% 65.3% 84.6% 92.5% 95.6% 98.0% 98.4% 98.9% 99.1% 99.2% 99.7% 99.7% 99.8% 99.8%
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• 「民法等の一部を改正する法律案」が成立し、民法について、

① 親権者による懲戒権の規定を削除するとともに（民法822条）、

② 親権者は、子の人格を尊重するとともに、子の年齢及び発達の程度に配慮しなければなら

ず、かつ、体罰等の、子の心身の健全な発達に有害な影響を及ぼす言動をしてはならない

ものとする（民法821条）

との改正がなされた。（令和４年12月公布・施行）

• 民法等の一部を改正する法律案の中で、児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律につ
いて、民法の新たな規定ぶりに合わせる改正を行った。

（参考）改正前の児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律では、

親権者と類似の措置を行う児童相談所長 等や親権者が、児童に対して

① 懲戒することができる旨及び、 ② 体罰禁止

の規定を設けているところ。

概 要

民法等改正に伴う児童福祉法等の改正について No.114



改 正 後 改 正 前

（監護及び教育の権利義務）
第八百二十条 （略）

（子の人格の尊重等）
第八百二十一条 親権を行う者は、前条の規定による監護及び教育をするに当たっては、子
の人格を尊重するとともに、その年齢及び発達の程度に配慮しなければならず、かつ、体罰
その他の子の心身の健全な発達に有害な影響を及ぼす言動をしてはならない。

（削除）

（監護及び教育の権利義務）
第八百二十条 親権を行う者は、子の利益のために子の監護及び教育をする権利を有し、義
務を負う。

（新設）

（懲戒）
第八百二十二条 親権を行う者は、第八百二十条の規定による監護及び教育に必要な範囲内
でその子を懲戒することができる。

改 正 後 改 正 前

第三十三条の二 （略）
② 児童相談所長は、一時保護が行われた児童で親権を行う者又は未成年後見人のあるもの

についても、監護及び教育に関し、その児童の福祉のため必要な措置をとることができる。
この場合において、児童相談所長は、児童の人格を尊重するとともに、その年齢及び発達
の程度に配慮しなければならず、かつ、体罰その他の児童の心身の健全な発達に有害な影
響を及ぼす言動をしてはならない。

③・④ （略）

第三十三条の二 （同上）
② 児童相談所長は、一時保護が行われた児童で親権を行う者又は未成年後見人のあるもの

についても、監護、教育及び懲戒に関し、その児童の福祉のため必要な措置を採ることが
できる。ただし、体罰を加えることはできない。

③・④ （同上）

第四十七条 （略）
② （略）
③ 児童福祉施設の長、その住居において養育を行う第六条の三第八項に規定する厚生労働

省令で定める者又は里親（以下この項において「施設長等」という。）は、入所中又は受
託中の児童で親権を行う者又は未成年後見人のあるものについても、監護及び教育に関し、
その児童の福祉のため必要な措置をとることができる。この場合において、施設長等は、
児童の人格を尊重するとともに、その年齢及び発達の程度に配慮しなければならず、かつ、
体罰その他の児童の心身の健全な発達に有害な影響を及ぼす言動をしてはならない。

④・⑤ （略）

第四十七条 （同上）
② （同上）
③ 児童福祉施設の長、その住居において養育を行う第六条の三第八項に規定する厚生労働

省令で定める者又は里親は、入所中又は受託中の児童で親権を行う者又は未成年後見人の
あるものについても、監護、教育及び懲戒に関し、その児童の福祉のため必要な措置をと
ることができる。 ただし、体罰を加えることはできない。

④・⑤ （同上）

改 正 後 改 正 前

（児童の人権の尊重等）
第十四条 児童の親権を行う者は、児童のしつけに際して、児童の人格を尊重するとともに、

その年齢及び発達の程度に配慮しなければならず、かつ、体罰その他の児童の心身の健全
な発達に有害な影響を及ぼす言動をしてはならない。

２ （略）

（親権の行使に関する配慮等）
第十四条 児童の親権を行う者は、児童のしつけに際して、体罰を加えることその他民法

（明治二十九年法律第八十九号）第八百二十条の規定による監護及び教育に必要な範囲を
超える行為により当該児童を懲戒してはならず、当該児童の親権の適切な行使に配慮しな
ければならない。

２ （同上）

民法等改正に伴う児童福祉法等の改正について
民 法

児 童 福 祉 法

児 童 虐 待 の 防 止 等 に 関 す る 法 律
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１．「子どもの虐待防止推進全国フォーラム with かがわ」の開催 （開催日：令和４年11月20日(日)）

児童虐待防止及び体罰等によらない子育て等をテーマとした基調講演、トークセッション、「児童虐待防止推進月間」標語最優秀作品の表
彰を実施。香川県での現地（ホテルクレメント高松）開催のほか、厚生労働省YouTubeアカウントのライブ配信によるハイブリット形式。

２．「児童虐待防止推進月間」標語の募集、決定・公表
６月14日～７月22日を応募受付期間として全国から公募を行い、応募数3,675作品から最優秀作品を選考。最優秀作品には、厚生労働大

臣賞を授与し、厚生労働省の各種広報媒体に掲載。
【令和４年度最優秀作品】

「もしかして？」 ためらわないで！ １８９(いちはやく） 東條心海さん（静岡県）の作品

３．ポスター・リーフレット・啓発動画の制作・公開
• 「児童虐待防止推進月間」に向けたポスター・リーフレットの制作・公開。10月中旬に特設サイトで公開し、地方自治体、NPO等民間団

体、民間企業における活用を啓発。なお、全国地方自治体には、10月下旬に印刷物を配布。
• 「１８９」「０１２０－１８９－７８３」「親子のための相談LINE（仮称）」普及啓発動画の制作・メディア（SNS等を含む）展開

４．オレンジライトアップ
子どもの虐待防止推進全国フォーラムの開催地の香川県のランドマークを、児童虐待防止推進月間中の期間限定でオレンジ色にライトアッ

プ。 対象施設･･･丸亀町商店街、丸亀城天守閣、サンポートシンボルタワー、まんのう公園、観音寺市琴弾公園(銭形砂絵)

５．B.LEAGUEワンデー協賛 “オレンジリボンマッチ”
11月26日開催の３カード（仙台89ERS、広島ドラゴンフライズ、香川ファイブアローズ）で、オレンジ色を基調としたグッズ展開、会場

サイネージでの動画再生など、会場をオレンジ色にジャック。SNSやPR拡散により話題の広がりを図る。

６．「子育て相談室（てぃ先生 × 高祖常子先生）」の動画配信
つい手を挙げてしまう・怒鳴ってしまうなど、子育て中の親の多くが抱えがちな悩みについて、有識者が日常の「あるある」を紹介しつつ、

悩みに寄り添ったアドバイスなどの動画を制作し、厚生労働省YouTubeアカウントで配信。（10月以降１か月に１回程度の配信）

７．「子育て対談（わたなべ麻衣さん × 高祖常子先生） 」のWEB記事配信
子育ての「イライラ」や「疲れた」時にどうしたら良いか、モデル、タレント、女優として活躍するわたなべ麻衣さんをゲストに迎えた対

談記事を特設サイトで公開。

令和４年度 児童虐待防止推進月間 の取組について

児童虐待問題に対する社会的関心を喚起するため、児童虐待防止法が施行された11月を「児童
虐待防止推進月間」と位置付け、平成16年度から集中的な広報・啓発活動を実施している。
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児童虐待防止及び体罰等によらない子育て等をテーマとした基調講演、トークセッション、「児童虐待防止推進月間」標語最
優秀作品の表彰を実施。香川県での現地（ホテルクレメント高松）開催のほか、厚生労働省YouTubeアカウントのライブ配信
によるハイブリット形式。

「子どもの虐待防止推進全国フォーラム with かがわ」の開催

117

トークセッションテーマ
・香川から発信する子育てにやさしい社会づくり
・子育てのグレーゾーンとはー感情に任せた接し方をしないためにできることー
・虐待が起きない社会に向けて、社会が今できること

No.114,115



• 「児童虐待防止推進月間」に向けたポスター・リーフレットの制作・公開。10月中旬に特設サイトで公開し、地方自治体、
NPO等民間団体、民間企業における活用を啓発。なお、全国地方自治体には、10月下旬に印刷物を配布。

• 「１８９」「０１２０－１８９－７８３」「親子のための相談LINE（仮称）」普及啓発動画の制作・メディア（SNS等を含
む）展開

「ポスター・リーフレット・啓発動画の制作・公開」について

118
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現在から将来にわたり、全ての子供たちが夢や希望を持てる社会を目指す

子育てや貧困を家庭のみの責任とせず、子供を第一に考えた支援を包括的・早期に実施

① 親の妊娠・出産期から子供の社会的自立までの切れ目のない支援 子供のライフステージに応じて早期の課題把握

② 支援が届かない又は届きにくい子供・家庭への配慮 声を上げられない子供や家庭の早期発見と支援の多様化

③ 地方公共団体による取組の充実 計画策定や取組の充実、市町村等が保有する情報の活用促進

ひとり親の正規雇用割合、食料又は衣服が買えない経験等を追加 （指標数 25→39）

子供の貧困対策に関する大綱のポイント（令和元年11月29日閣議決定）

○学力保障、高校中退予防、中退後支援の観点を含む教育支援体制の整備
少人数指導や習熟度別指導、補習等のための教職員等の指導体制の充実、教育相談体制の充実、高校中退者への学習支援・情報提供等

○真に支援が必要な低所得者世帯の子供たちに対する大学等の授業料減免や給付型奨学金を実施

○ひとり親への就労支援 資格取得や学び直しの支援、ショートステイ（児童養護施設等で一時的に子供を預かる事業）等の両立支援

○児童扶養手当制度の着実な実施 支払回数を年３回から６回に見直し（令和元年11月支給分～）

○養育費の確保の推進 養育費の取決め支援、民事執行法の改正による財産開示手続の実効性の向上

○地方公共団体の計画策定等支援
○子供の未来応援国民運動の推進 子供の未来応援基金等の活用

指標の改善に向けた重点施策（主なもの）

指標

基本的
方針

目的

○妊娠・出産期からの切れ目ない支援、困難を抱えた女性への支援
子育て世代包括支援センターの全国展開、若年妊婦等へのアウトリーチ、SNSを活用した相談支援、ひとり親支援に係る地方公共団体窓口のワンストップ化・民間団体の活用等

○生活困窮家庭の親の自立支援 生活困窮者に対する自立相談、就労準備、家計改善の一体的な支援の実施を推進

施策の推進体制等

１．教育の支援

２．生活の安定に資するための支援

３．保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援

４．経済的支援

子供の貧困対策に関する大綱
〇 「子どもの貧困対策の推進に関する法律」(平成25年成立、議員立法)に基づき策定
〇 今般の大綱改定は、

①前大綱（平成26年８月閣議決定）において、５年を目途に見直しを検討するとされていたこと、及び②議員立法による法律改正（令和元年６月）を踏まえて実施。
〇 平成30年11月の子どもの貧困対策会議（会長：内閣総理大臣）において、令和元年度中に新たな大綱を策定することとされた。
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子供の貧困に関する指標（令和４年12月末時点）

【教育の支援】

○ 生活保護世帯に属する子供の高等学校等進学率 ９３．７％（令和３年４月１日現在）

○ 生活保護世帯に属する子供の高等学校等中退率 ３．６％（令和３年４月１日現在）

○ 生活保護世帯に属する子供の大学等進学率 ３９．９％（令和３年４月１日現在）

○ 児童養護施設の子供の進学率

・中学校卒業後 ９６．４％（令和２年５月１日現在）

・高等学校等卒業後 ３３．０％（令和２年５月１日現在）

○ ひとり親家庭の子供の就園率（保育所・幼稚園等） ７９．８％（令和３年１１月１日現在）

○ ひとり親家庭の子供の進学率

・中学校卒業後 ９４．７％（令和３年１１月１日現在）

・高等学校等卒業後 ６５．３％（令和３年１１月１日現在）

○ 全世帯の子供の高等学校中退率 １．２％（令和３年度）

○ 全世帯の子供の高等学校中退者数 ３８,９２８人（令和３年度）

○ スクールソーシャルワーカーによる対応実績のある学校の割合

・小学校 ６３．２％（令和３年度）

・中学校 ６８．１％（令和３年度）

○ スクールカウンセラーの配置率

・小学校 ８９．９％（令和３年度）

・中学校 ９３．６％（令和３年度）

○ 就学援助制度に関する周知状況 ８２．３％（令和４年度）

○ 新入学児童生徒学用品費等の入学前支給の実施状況

・小学校 ８４．９％（令和４年度）

・中学校 ８６．２％（令和４年度）

○ 高等教育の修学支援新制度の利用者数

・大学 ２３．０万人（令和３年度）

・短期大学 １．６万人（令和３年度）

・高等専門学校 ０．３万人（令和３年度）

・専門学校 ７．０万人（令和３年度）

【生活の安定に資するための支援】

〇 電気、ガス、水道料金の未払い経験
・ひとり親世帯（平成２９年）

電気料金 １４．８％ ガス料金 １７．２％ 水道料金 １３．８％
・子供がある全世帯（平成２９年）

電気料金 ５．３％ ガス料金 ６．２％ 水道料金 ５．３％
〇 食料又は衣服が買えない経験

・ひとり親世帯（平成２９年）

食料が買えない経験 ３４．９％
（よくあった６．７％、ときどきあった１１．８％、まれにあった１６．４％の合計）

衣服が買えない経験 ３９．７％
（よくあった１０．０％、ときどきあった１０．５％、まれにあった１９．２％の合計）

・子供がある全世帯（平成２９年）

食料が買えない経験 １６．９％
（よくあった２．５％、ときどきあった５．１％、まれにあった９．２％の合計）

衣服が買えない経験 ２０．９％
（よくあった３．０％、ときどきあった５．６％、まれにあった１２．３％の合計）

〇 子供がある世帯の世帯員で頼れる人がいないと答えた人の割合

・ひとり親世帯（平成２９年）

重要な事柄の相談 ８．９％
いざというときのお金の援助 ２５．９％

・等価可処分所得第Ⅰ～Ⅲ十分位（平成２９年）

重要な事柄の相談 ７．２％
いざというときのお金の援助 ２０．４％

【経済的支援】
○ 子供の貧困率

・国民生活基礎調査 １３．５％（平成３０年）

・全国家計構造調査 ８．３％（令和元年）

○ ひとり親世帯の貧困率

・国民生活基礎調査 ４８．１％（平成３０年）

・全国家計構造調査 ５７．０％（令和元年）

〇 ひとり親家庭のうち養育費についての取決めをしている割合

・母子世帯 ４６．７％（令和３年度）

・父子世帯 ２８．３％（令和３年度）

〇 ひとり親家庭で養育費を受け取っていない子供の割合

・母子世帯 ６９．８％（令和３年度）

・父子世帯 ８９．６％（令和３年度）

【保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援】
〇 ひとり親家庭の親の就業率

・母子世帯 ８３．０％（令和２年）

・父子世帯 ８７．８％（令和２年）

〇 ひとり親家庭の親の正規の職員・従業員の割合

・母子世帯 ５０．７％（令和２年）

・父子世帯 ７１．４％（令和２年）

※青字は新たな大綱で新たに定めることとした指標。
※「全国家計構造調査」は、2019年調査から「全国消費実態調査」 より改称。
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事業の概要

○「貧困の連鎖」を防止するため、生活保護受給世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもを対象に学習支援事業を実施。
○各自治体が地域の実情に応じ、創意工夫をこらし実施（地域資源の活用、地域の学習支援ボランティアや教員ＯＢ等の活用等）。
○改正法において、生活習慣・育成環境の改善に関する助言や進路選択、教育、就労に関する相談に対する情報提供、助言、関係
機関との連絡調整を加え、「子どもの学習・生活支援事業」として強化。

。
➢ 将来の自立に向けた包括的な支援 ： 単に勉強を教えるだけではなく、居場所づくり、日常生活の支援、親への養育支援などを通じて、子どもの将来

の自立に向けたきめ細かで包括的な支援を行う。
➢ 世帯全体への支援 ： 子どもの学習・生活支援事業を入口として、必要に応じて自立相談支援事業等と連携することで世帯全体への支援を行う。

支援のイメージ

＜子どもの課題とその対応＞

子どもの学習・生活支援を通じて、子ども本人と世帯の双方にアプローチし、
子どもの将来の自立を後押し（貧困の連鎖防止）

・日々の学習習慣の習慣づけ、授業等の
フォローアップ
・高校進学支援
・高校中退防止（定期面談等に
よる細やかなフォロー等） 等

学習支援
（高校中退防止の取組を含む）

・学校・家庭以外の居場所づくり
・生活習慣の形成・改善支援
・小学生等の家庭に対する巡回支援の
強化等親への養育支援を通じた家庭
全体への支援 等

生活習慣・育成環境の改善

高校生世代等に対する以下の支援を強化
・進路を考えるきっかけづくりに資する
情報提供
・関係機関との連携による、多様な
進路の選択に向けた助言 等

教育及び就労（進路選択等）に関する支援

子どもの学習・生活支援事業

・高校進学のための学習希望
・勉強、高校卒業、就労等の意義を感じられない

学習面
・家庭に居場所がない
・生活習慣や社会性が身についていない

・子どもとの関わりが少ない
・子育てに対する関心の薄さ

上記課題に対し、総合的に対応

生活困窮世帯の子ども等を取り巻く主な課題

生活面 親の養育

子どもの学習・生活支援事業について 令和４年度予算：594億円の内数

延べ利用件数（令和２年度）：38,594人
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○治療や相談、生活支援に
係る地域の指導者を養成

○回復施設職員への研修

○情報収集、分析、発信

○普及啓発

○依存症に関する調査研究

依存症対策の全体像

国
地方自治体（都道府県・指定都市）

補助

行
政
・
医
療
・
福
祉
・
司
法
等

関
係
機
関

国

民

地域支援ネットワークの構築

補助

相談支援・普及啓発等

研
修
＆
情
報
発
信

医療の提供

研
修
＆
連
携

支援

＊依存症の相談拠点
（精神保健福祉センター等）

○依存症相談員の配置、窓口の普及啓発

○関係機関との連携

○家族支援、治療回復プログラムの実施

自助グループ等民間団体（地域）

相
談
体
制

全国拠点機関
（独立行政法人国立病院機構
久里浜医療センター・国立
研究開発法人 国立精神・
神経医療研究センター）

依存症の正しい理解の普及啓発

自助グループ等民間団体
（全国規模） 相談支援・普及啓発等

相談支援・家族支援、
普及啓発等

補助

設置

早期発見

選定

＊依存症の専門医療機関・治療拠点機関
○依存症に係る研修を修了した医師の配置

○治療プログラムの実施

○関係機関との連携

○地域の医療機関等への研修や情報発信(拠点)

医
療
体
制

○依存症対策（アルコール・薬物・ギャンブル等）については、各地域における支援ネットワーク構築、全国拠点機関による人材育成・
情報発信や、依存症の正しい理解の普及啓発などを総合的に推進。
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発達障害児者及び家族等支援事業

ペアレントメンター養成等事業

・ペアレントメンターに必要な研修の実施
・ペアレントメンターの活動費の支援
・ペアレントメンター・コーディネーターの配置 等

・同じ悩みを持つ本人同士や発達障害児を持つ
保護者同士、きょうだい同士等の集まる場の提供
・集まる場を提供する際の子どもの一時預かり 等

・発達障害児者の適応力向上のためのソーシャル
スキルトレーニング（ＳＳＴ）の実施 等

家族のスキル向上支援事業

ピアサポート推進事業 その他の本人・家族支援事業

・保護者に対するペアレントプログラム、
ペアレントトレーニングの実施 等

【事業概要】
発達障害者の家族が互いに支え合うための活動等を行うことを目的とし、ペアレントメンターの養成や活動の支援、
ペアレントプログラム、ペアレントトレーニングの導入、ピアサポートの推進及び青年期の居場所作り等を行い、発達
障害児者及びその家族に対する支援体制の構築を図る。

【実施主体】都道府県、市区町村 【補助率】１／２

・ワークショップ等の開催による青年期の発達障害者同
士が交流する機会の提供 等

発達障害者等青年期支援事業
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病 児 保 育 事 業

（１）病児対応型・病後児対応型
地域の病児・病後児について、病院・保育所等に付設され

た専用スペース等において看護師等が一時的に保育する事業。

（２）体調不良児対応型
保育中の体調不良児について、一時的に預かるほか、保育

所入所児に対する保健的な対応や地域の子育て家庭や妊産婦
等に対する相談支援を実施する事業。

（３）非施設型（訪問型）
地域の病児・病後児について、看護師等が保護者の自宅へ

訪問し、一時的に保育する事業。

１．事業概要

子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場合に、病院・保育所等において、病気の児童を一時的に保育することで、安心して子育てができる環境整備を
図る。

＜事業類型＞ ＜実施主体等＞

0

1000

2000

3000

4000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

556 620 698 803 896 985 1068 1147 1194
504 553 573 599 619 637 643 635 635
487 532 563

819
1046

1255
1412

1586 1747

1
3 5

8
11

9
7

6
6

非施設型（訪問型）

体調不良児対応型

病後児対応型

病児対応型

（か所）

449,415 

498,264 

524,688 

585,276 886,263 

1,002,925 

1,008,712 

1,082,196 

966,675 

※平成27年度までの延べ利用児童数は、「病児対応型」及び「病後児対応型」の合計
※平成28年度からの延べ利用児童数は、「病児対応型」、「病後児対応型」、「体調不良児対応型」の合計
※令和2年度においては、｢病児対応型｣、｢病後児対応型｣は、新型コロナウイルス感染症の状況等を勘案して想定される
各月の延べ利用児童数をもって当該月の延べ利用児童数とみなして差し支えないこととしている。(前年同月の延べ利用児童
数を上限）

（人）

計3,582か所

２．実施か所数及び延べ利用児童数 ３．実施場所

（１）病児対応型 （２）病後児対応型

5.2%
7.6%

60.9%
8.5%

17.8%

（３）体調不良児対応型

60.8%
36.6%

2.3% 0.3%

保育所

認定こども園

小規模保育事業所

その他

令和３年度予算 1,673億円の内数 → 令和４年度予算 1,748億円の内数

124

実施主体：市町村（特別区を含む。）
補 助 率 ：国１／３（都道府県１／３、市町村１／３）

＜令和４年度補助単価 (病児対応型１か所当たり年額)＞
基本分単価：7,031,000円

加算分単価：1,000,000円 ～ 38,000,000円（※）

送迎対応看護師雇上費： 5,400,000円

送 迎 経 費： 3,634,000円

※ 年間延べ利用児童数50人 ～ 4,000人の加算分単価。延べ利用児童数が4,000人

を超える場合は別途協議。

38.3%

34.5%

11.7%

10.9%
4.6%

診療所 病院

保育所 単独施設

その他
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